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〈 地域概況 〉
欧州主要国が自動車需要の喚起策として導入した奨励金制度
終了の反動を受け、2010年度の各メーカーの欧州販売台数
は、1,400万台を割り込みました｡しかしドイツを中心に反動は
収まりつつあり、最悪期は脱した感があります。また、欧州の自
動車メーカーはアジアや米国向けの輸出が好調で、過去最高
の販売台数を記録したメーカーもありました。
また、アフリカ地域では消費者の嗜好の多様化と、輸入車の増
加傾向が見られました。新興国市場としての成長基盤が整備さ
れ、今後は消費者の所得向上による自動車販売市場の拡大が
期待されています。

〈 2010年度 活動結果と今後の取り組み 〉
2010年度は､市場環境の悪化や日系自動車メーカーの生産
調整に伴い、低操業時でも収益が確保できるよう一層の原価

低減に取り組んできました。2S1Y※3活動での生産性向上を図
り、人材育成を強化することで、コスト意識の徹底に注力しまし
た。さらに、新規進出となる内外装事業での信頼確保に向けた
コミュニケーション活動など、欧州自動車メーカーへの存在感
を高めたことで取引の拡大や新規開拓につながりました。
今後も厳しい経済情勢が予想されますが、トヨタ生産方式の徹
底と部品・部材の現地調達率引き上げによる価格競争力維持
とともに、品質に基づいたブランド力向上を図っていきます。欧
州自動車メーカーに対しては、ボディシーリング事業を足がか
りに他事業への新規展開を推進します。
また、2012年1月よりEUのCO2排出規制が強化されるため、
各自動車メーカーは低燃費車の開発と販売でしのぎを削って
います。そのような中で、当社は材料の低減など改善策を提示
し、信頼されるサプライヤーとしての役割を果たしていきます。

〈 地域概況 〉
アジア地域は世界同時不況から真っ先に抜け出し、2010年度
には、ASEAN諸国やインドで過去最高の自動車生産、販売を
記録するなど驚異的な成長を遂げています。そのため世界の
自動車メーカー各社は需要が拡大している市場に大きな期待
を寄せ、生産能力の増強に乗り出しています。その一方で、市
場が拡がる小型車では、後発メーカーの激しい追い上げもあ
り、熾烈な価格競争が展開されています。

〈 2010年度 活動結果と今後の取り組み 〉
2010年度は、生産台数の急激な伸びに対し、品質の維持向上
と供給責任を果たすため、生産能力の改善を進めてきました。
また、収益の維持向上に向けて、設計段階からの低コスト化・
材料見直し、トヨタ生産方式の徹底など、あらゆる側面からの
原価低減活動に取り組みました。この他、既存製品群のコスト
低減・軽量化技術、商品性の向上、新製品の提案など、将来に

向けた活動を着実に実施しました。
今後も生産量の増加が見込まれますが、価格競争がさらに激
しくなるため、コスト構造にまで踏み込んだ改善や設計活動の
強化などをさらに推進し、受注を確実にしていきます。この実
現に向け、現地人材の開拓・育成にも力を入れ、エリア全体の
レベルアップを図っていきます。

欧   州 ･
アフリカ

市場の変化に対応した原価低減の徹底と
販路拡大に向けた取り組み

〈 地域概況 〉
今や世界最大規模の市場となった中国では、2010年度※2の自
動車販売台数は約1,800万台にものぼり、対前年度比30％増
と著しい伸張を見せています。中でも小型車の需要が多く、全体
の60％を占め、この分野では、中国系ブランドが圧倒的シェアを

占めています。このため、日系・欧米系の自動車メーカーは販売戦
略を強化していますが、平均単価の低い小型車で収益を上げる
ために大幅なコストダウンが不可欠です。
2011年から始まる第12次5カ年計画では、エネルギー不足の
解消や環境汚染防止のために、エコカーなど新エネルギー車

産業は重点産業と位置づけられました。これにより小型車市場
とエコカー市場において世界の自動車メーカーの競争がさら
に激化しています。

〈 2010年度 活動結果と今後の取り組み 〉
2010年度は中国系企業との競合激化や急激な円高進行によ
る輸入部材の値上がりなどがありましたが、徹底した生産合理
化や材料、部品の現地調達化による原価低減活動と主要なお
客様の生産台数増加に支えられ、売上、営業利益共に前年を大
幅に上回ることができました。
今後も世界No.１の自動車市場としてさらなる成長が予想される
中国で、欧米系及び中国系メーカーへの拡販、価格競争力の確
保、技術開発部門の強化をめざします。熾烈な価格競争はさらに
続くと考えられるため、材料、部品、設備の現地調達を一層推進
し、工程の省人化を図って原価改善活動を強化していきます。ま
た、主要顧客の開発センター設立に伴う技術サポート体制と、中

国系メーカーへの拡販に向け、技術開発部門を強化・拡充。特に
中国系メーカーから求められている中国国内での技術開発、設
計、生産までの一貫対応を推進し、拡販につなげていきます。さ
らに、生産技術や品質管理の手法などを現地スタッフに伝承し、
現地人管理職とともに中国における新たなスタンダードを創造・
進化させることで、事業基盤を確固たるものとしていきます。

※3  整理（Seiri）・整頓（Seiton）、床置きなし（Yukaokinashi）

※2  中国の会計年度は1月～12月

Toyoda Gosei Europe N.V.
社長

小原 恒司

豪　亜

急成長する市場に対応し、
生産能力の改善と収益向上を実現

Toyoda Gosei（Shanghai)  
Co., Ltd.
董事長

伊藤 邦保

世界最大規模市場での価格競争に対応し、
原価低減活動の推進で目標を達成

2010年11月、天津地区でのも
のづくりのレベルアップを目的
に「ものづくり研究会」を開催
し、生産本部長、自動車４事業
部長をはじめ、現地の拠点長

など約50名が参加しました。開催拠点の工場で工程の改善
状況を現地現物で確認し、参加者からは熱心な質疑応答が繰
り返され、技術や知識を修得する研鑽の場となりました。

T O P I C S

2010年9月、TGRT※1が
設立10周年を迎え記念式
典を開催。地元政府関係者
や取引関係者など多数の

皆様に出席いただき、植樹式や工場見学を行いました。
TGRTは、この10年で従業員数1,500人を超えるグロー
バル豊田合成グループの主要拠点に成長しています。
※1 Toyoda Gosei Rubber（Thailand）Co., Ltd.

T O P I C S

アジア

中　国

豪　亜

統括会社、研究・開発　　生産会社　　その他

Toyoda Gosei Asia Co., Ltd.
社長

澁井 裕一
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迅速かつ効率的、
健全な企業経営の実現のために

当社は、効率的で健全な企業経営をめざしたコーポレートガ
バナンスの充実・強化を行い、株主価値の安定的向上を経営
の最重要課題としています。そのため、株主の皆様やお客様を
はじめとする全てのステークホルダーの期待に応えられるよ
う、環境変化に迅速かつ的確に対応できる組織体制と、公正で
透明性のある健全な経営システムを構築し維持しています。
実際には、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人などの
法定機能を備え、重要事項の審議、業務執行のチェック、内部
監査の充実などにより、適切な経営判断と効率的な業務執行
及び有効な監督・監査を行うための内部統制システムを整備・
確立しています。また、経営環境の変化に対応した機動的な経
営体制の構築、経営責任の一層の明確化を図るために、取締
役任期を1年としています。

機能部門での監査執行による
内部監査の強化

当社は、法令順守と企業倫理が適切に行われているかをチェ
ックするために、会社法などに基づいて内部での管理・監督を
行っています。これまでは監査部が行っていた内部監査を、
2008年度からは総務部や人材開発部、経理部など機能部門
でも実施し、機密事項の管理方法など細かいところまで監査
の目を配れるようチェック体制を強化しました。機能部門での
監査内容は監査部に集約される仕組みとなっており、管理・監
督の組織体制を構築しました。
2010年度はERM※の手法を取り入れ、多面的なリスク評価
に基づくリスクベースアプローチを採用し、監査業務の充実
を図りました。
また、金融商品取引法（J-SOX法）に基づいた財務報告に係る
内部統制の整備と運用で、継続したガバナンスの強化を行っ
ています。

当社では、全従業員にコンプライアンスの強化・徹底を図るた
めに、様々な啓発活動を実施しています。コンプライアンスに
関する役員研修、階層別・リスク別従業員研修を継続して実施
するとともに、マンガ形式で事例を扱う「コンプライアンス塾」
の社内報連載、裁判例などを深掘りして解説する「コンプライ
アンス通信」の社内掲示板配信など、各種啓発ツールで従業
員への意識づけに注力しています。
2010年度は、各部門でのコンプライアンス推進者を対象に、
職場リスクの洗い出しや対策立案などの手法修得を目的とし
たリーダー育成研修を実施し、職場での役割を認識してもら
いました。また、製造部門では係長・班長を対象にコンプライ
アンスの基礎と職場における具体的な周知活動の手法修得
を目的としたキーパーソンの育成研修を実施しました。
さらに、前年度アンケートで
調査した各部門のコンプラ
イアンス上の不具合につい
て、その改善状況を本年度
のアンケートで確認しまし
た。その結果、ほとんどの職
場で改善が見られました。

コンプライアンス強化・徹底を図るための啓発活動

国内外関係会社に対しては、各社において自律的なコンプラ
イアンス活動を実施するためのサポート・情報共有を行ってい
ます。
2010年度は、国内関係会社については、各社のコンプライア
ンスリーダー育成を目的とした研修を実施しました。また、一
部の会社については法令上必須とされる会社規程の整備や確
認を支援しました。
海外関係会社については、各社におけるコンプライアンス順
守体制の整備状況を調査し、その結果、より一層の体制整備・
充実が必要と思われた一部拠点に対して、強化に向けての支
援を実施しました。

国内外関係会社の体制強化

健全経営と組織の効率化を図り、環境変化に即応できる企業体制を構築しています。

コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンス体制図

株主総会

会
計
監
査
人

取締役会・取締役 監査役会・監査役

代表取締役

各機能・事業部門

各種全社会議体

企業行動倫理委員会

輸出管理委員会

環境委員会

中央安全衛生委員会  等

経営会議

選任

監督

監査
連携

内部統制
監査

選任 選任

連携

監査

報告

内
部
監
査
部
門

会計監査各種委員会

※Enterprise Risk Management （全社的リスクマネジメント）

豊田合成グループとして
コンプライアンスを徹底

当社では、法令順守はもちろんのこと、企業倫理の観点から
も従業員一人ひとりが高い倫理観を身につけて行動できるよ
う、コンプライアンスの徹底を図っています。
1997年に、社長を委員長とし全役員がメンバーとなる「企業
行動倫理委員会」を組織し、2009年には部内への情報展開
が主な役割であった法務連絡者に代わり、各部門におけるコ
ンプライアンス活動を自ら主導するコンプライアンス推進者
を各部門に設置するなど、経営と現場が一体となってコンプ
ライアンスの徹底にあたっています。
また、従業員が日常の事業活動でコンプライアンス面での問
題に直面した場合のために、社内外にコンプライアンス相談
窓口を設け、問題の早期解決にあたっています。
一方、コンプライアンス面での行動の指針として、豊田合成グ
ループ共通の価値観と行動規範を定めた「豊田合成グループ
行動憲章」を制定し、当社も含めた国内外グループ各社でこ
れを具体化した行動指針をそれぞれ策定しています。当社で
は「豊田合成行動倫理ガイド」を策定し、全従業員に配布して
います。

コンプライアンス
良き企業市民をめざし、コンプライアンスの確立のための取り組みを進めています。

コンプライアンスへの取り組み

企業活動

コンプライアンス
体制づくり支援

コンプライアンス
体制づくり支援 TG海外

関係会社
TG国内
関係会社

コンプライアンスの
確保へ

TG
経営理念

「豊田合成グループ
行動憲章」

「豊田合成行動倫理ガイド」

主な研修受講者数

新人社員研修
新任管理職研修
指名者法務研修（中堅社員向け）
コンプライアンス推進者向け研修
工場の係長・班長向け研修

高卒・大卒向け各1回
1回
3回
4回

7工場で計18回

研修名 受講者数回　数
121名
61名
223名
98名
215名

実践コンプライアンス研修

各部コンプライアンス
推進者からなる

全社コンプライアンス
推進会議

社内外に設置

コンプライアンス相談窓口
セクハラ相談窓口

全役員で構成

企業行動
倫理委員会

法務・
コンプライアンス
研修の実施

監査部は年度末に、各機能部門が実施した内部監査結
果について意見交換・アドバイスを行った上で、次年度
の監査テーマ、監査方法を取り決めています。また、モ
ニタリングの一環として、機能部門が実際に監査する場
に立ち会い、監査のやり方などの改善指導をすることも
あります。その結果、各機能部門の監査技術も年々レベ
ルアップしており、内部統制システムの強化が図られて
います。

監査部
部長

佐久間 貴也

Voice
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機能部門での監査執行による
内部監査の強化

当社は、法令順守と企業倫理が適切に行われているかをチェ
ックするために、会社法などに基づいて内部での管理・監督を
行っています。これまでは監査部が行っていた内部監査を、
2008年度からは総務部や人材開発部、経理部など機能部門
でも実施し、機密事項の管理方法など細かいところまで監査
の目を配れるようチェック体制を強化しました。機能部門での
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に基づくリスクベースアプローチを採用し、監査業務の充実
を図りました。
また、金融商品取引法（J-SOX法）に基づいた財務報告に係る
内部統制の整備と運用で、継続したガバナンスの強化を行っ
ています。

当社では、全従業員にコンプライアンスの強化・徹底を図るた
めに、様々な啓発活動を実施しています。コンプライアンスに
関する役員研修、階層別・リスク別従業員研修を継続して実施
するとともに、マンガ形式で事例を扱う「コンプライアンス塾」
の社内報連載、裁判例などを深掘りして解説する「コンプライ
アンス通信」の社内掲示板配信など、各種啓発ツールで従業
員への意識づけに注力しています。
2010年度は、各部門でのコンプライアンス推進者を対象に、
職場リスクの洗い出しや対策立案などの手法修得を目的とし
たリーダー育成研修を実施し、職場での役割を認識してもら
いました。また、製造部門では係長・班長を対象にコンプライ
アンスの基礎と職場における具体的な周知活動の手法修得
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イアンス上の不具合につい
て、その改善状況を本年度
のアンケートで確認しまし
た。その結果、ほとんどの職
場で改善が見られました。

コンプライアンス強化・徹底を図るための啓発活動

国内外関係会社に対しては、各社において自律的なコンプラ
イアンス活動を実施するためのサポート・情報共有を行ってい
ます。
2010年度は、国内関係会社については、各社のコンプライア
ンスリーダー育成を目的とした研修を実施しました。また、一
部の会社については法令上必須とされる会社規程の整備や確
認を支援しました。
海外関係会社については、各社におけるコンプライアンス順
守体制の整備状況を調査し、その結果、より一層の体制整備・
充実が必要と思われた一部拠点に対して、強化に向けての支
援を実施しました。

国内外関係会社の体制強化

健全経営と組織の効率化を図り、環境変化に即応できる企業体制を構築しています。

コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンス体制図

株主総会

会
計
監
査
人

取締役会・取締役 監査役会・監査役

代表取締役

各機能・事業部門

各種全社会議体

企業行動倫理委員会

輸出管理委員会

環境委員会

中央安全衛生委員会  等

経営会議

選任

監督

監査
連携

内部統制
監査

選任 選任

連携

監査

報告

内
部
監
査
部
門

会計監査各種委員会

※Enterprise Risk Management （全社的リスクマネジメント）

豊田合成グループとして
コンプライアンスを徹底

当社では、法令順守はもちろんのこと、企業倫理の観点から
も従業員一人ひとりが高い倫理観を身につけて行動できるよ
う、コンプライアンスの徹底を図っています。
1997年に、社長を委員長とし全役員がメンバーとなる「企業
行動倫理委員会」を組織し、2009年には部内への情報展開
が主な役割であった法務連絡者に代わり、各部門におけるコ
ンプライアンス活動を自ら主導するコンプライアンス推進者
を各部門に設置するなど、経営と現場が一体となってコンプ
ライアンスの徹底にあたっています。
また、従業員が日常の事業活動でコンプライアンス面での問
題に直面した場合のために、社内外にコンプライアンス相談
窓口を設け、問題の早期解決にあたっています。
一方、コンプライアンス面での行動の指針として、豊田合成グ
ループ共通の価値観と行動規範を定めた「豊田合成グループ
行動憲章」を制定し、当社も含めた国内外グループ各社でこ
れを具体化した行動指針をそれぞれ策定しています。当社で
は「豊田合成行動倫理ガイド」を策定し、全従業員に配布して
います。

コンプライアンス
良き企業市民をめざし、コンプライアンスの確立のための取り組みを進めています。

コンプライアンスへの取り組み

企業活動

コンプライアンス
体制づくり支援

コンプライアンス
体制づくり支援 TG海外

関係会社
TG国内
関係会社

コンプライアンスの
確保へ

TG
経営理念

「豊田合成グループ
行動憲章」

「豊田合成行動倫理ガイド」

主な研修受講者数

新人社員研修
新任管理職研修
指名者法務研修（中堅社員向け）
コンプライアンス推進者向け研修
工場の係長・班長向け研修

高卒・大卒向け各1回
1回
3回
4回

7工場で計18回

研修名 受講者数回　数
121名
61名
223名
98名
215名

実践コンプライアンス研修

各部コンプライアンス
推進者からなる

全社コンプライアンス
推進会議

社内外に設置

コンプライアンス相談窓口
セクハラ相談窓口

全役員で構成

企業行動
倫理委員会

法務・
コンプライアンス
研修の実施

監査部は年度末に、各機能部門が実施した内部監査結
果について意見交換・アドバイスを行った上で、次年度
の監査テーマ、監査方法を取り決めています。また、モ
ニタリングの一環として、機能部門が実際に監査する場
に立ち会い、監査のやり方などの改善指導をすることも
あります。その結果、各機能部門の監査技術も年々レベ
ルアップしており、内部統制システムの強化が図られて
います。

監査部
部長

佐久間 貴也

Voice
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災害対策は、「人命第一」と「早期復旧」を基本に、従業員の安
全確保のため、建物・設備の耐震対策、各種災害対応マニュア
ルに基づく定期実践訓練を実施。地震発生を即時に伝える「地
震速報システム」、従業員とその家族約2万人の安否を確認で
きる「安否情報システム」を導入しています。
復旧段階では代替設備の所在、従業員の技能特性といった早
期復旧に必要なデータベースを構築し、定期的なメンテナン
スを実施。災害発生時には安全で適確な初動、復旧対応がで
きるよう手順の習熟・定着
に努めています。
2011年3月に発生した東
日本大震災を受け、機能
の状況を精査し、一層の
体制整備を図っています。 災害対策本部

当社では、経営や事業を脅かす企業リスクに対応できるよう
に取り組んでいます。中でも、機密情報管理については、「企
業行動倫理委員会」のもとに、各部門長で構成する「機密管理
責任者会議」を設け、情報セキュリティ対策を徹底して行って
います。
2010年度は「危機管理対応ガイド」及び「情報システムセキュ
リティ運用標準」を指針として、実務的な対策強化と情報セ
キュリティに対する全従業員の意識向上に注力しました。

災害発生時の初動活動と
復旧への早期対応

情報セキュリティ対策の強化を図るために、当社の機密管理
規定に基づき、年1回順守状況の点検を実施しています。全
部門内で自主点検を行い、その結果に基づいて該当部門に対
しては現地監査を実施しています。また、従業員の情報セキュ
リティへの意識向上を図るために、機密管理規定要領から重
要な要素を抜粋してわかりやすくまとめた「機密情報管理の
てびき」を発行しています。このてびきは、必要に応じて内容
を改訂して全部門長へ配布するとともに、新入社員教育にも
利用して、機密情報に対する従業員のモラル強化を図ってい
ます。さらに、セキュリティニュースを社内に配信し、他社の情

情報セキュリティ対策の強化と意識向上

リスクマネジメント

開発から生産まで
一貫した品質保証体制

当社は、「魅力ある商品の提供を通じ、お客様に感動を与える
真のグローバルシステムサプライヤー」をめざしています。
品質保証については、品質基本方針のもと、開発から生産に
いたるまで一貫した品質保証体制で事業活動を推進してい
ます。
具体的には、品質マネジメントシステムの国際規格である
ISO9001※1とISO/TS16949※2の認証を全事業所で取得し
ています。また、TQM※3の基本理念に基づき、事業所ごとに
品質目標を立て、魅力ある製品づくりに取り組んでいます。
さらに、2010年度より国内・海外全拠点で製品の品質を同一
にするため、品質向上のノウハウやルールを盛り込んだ「品質
システムグローバルスタンダード」を発行し、現地スタッフに
もわかるような指針として全拠点に展開を図っています。
※1 ISO9001認証取得：JQA-QM7318、QMA11826/12256/12238/13130/12841
※2 ISO/TS16949認証取得：JQA-AU0094/0091/0160/0124
※3 Total Quality Managementの略でモノ・サービスはもちろん、経営品質の向上のた
 めに「お客様第一」を基本に「絶えまない改善」と「全員参加」による“人と組織の活力を
 高める活動”

スタッフも含めた全ての業務で
自工程完結をめざして活動

当社は、「お客様第一」を念頭に従業員全員が行動し、全ての
業務で自工程完結をめざしています。
自工程完結とは、「品質は工程で造り込む」ことであり、あらゆ
る仕事のベースとなる考え方です。
ものづくりにおいては、「後工程（お客様への）不良をゼロにす
るには、工程内不良をゼロにするしかない」という考えから、環
境変化や製造ばらつきに強いロバスト設計※4をねらい、品質
工学の全社展開を推進しており、量産品の工程内不良ゼロは
もちろんのこと、新製品立ち上げ初日からの工程内不良ゼロ
をめざしています。さらに、ライン（製造部門）で根づいている
自工程完結の考え方やノウハウをスタッフ（事務・技術部門）
の仕事にも展開して、各自が「仕事の良し悪しをその場で判断
できるよう」自工程完結をめざして全社で業務改善に取り組
んでいます。

お客様との関わり
「お客様第一」「品質第一」を念頭に、魅力ある商品とサービスを提供しています。

災害対応イメージ

対策強化例
区分 実施事項

● 全パソコンのデータ暗号化
● 電子メールのセキュリティ強化
　 （上司CCの義務化）

● デジタル複合機・図面専用出力機の社員ID
　 カード認証による放置印刷持ち出し防止過失による

漏洩防止

悪意による
不正漏洩防止

モラル対策

ソフト

ハード

ハード

ソフト

● 機密管理規程の見直し
● 機密管理の社内啓蒙
● 各部門に対する現地点検

● 持出点検（点検２回/月）
● 監視カメラの増強
● パソコン固定ワイヤー設置
　 ・ノートパソコン　・デスクトップパソコン　
    ・外付けHDD

● ファイルサーバのアクセス権の制限強化
● 持出制限・牽制機能強化
● システム利用記録、アクセス記録取得監視
● 不正接続防止(本館・ISセンター)

従業員研修や製品の品質保証活動によるリスク管理にとどまらず、
情報セキュリティ対策や災害対策も進めています。

リスクマネジメントへの体制
報セキュリティに関する事例を紹介して注意を促しています。
2010年度は、2009年度から実施しているデジタル複合機の
従業員IDカード認証化を進めるとともに、大判印刷が可能な
図面専用出力機にも認証化の対象を広げ、情報漏洩の防止
を強化しました。

「スタッフの自工程完結」事例展示会 工場巡視

※4 製品の製造ばらつきや使用環境に対して影響を受けにくい頑健な設計を行うこと

TQMの基本理念

お客様第一

絶えまない改善 全員参加

TQM

工程内不良ゼロをめざした自工程完結

良い部品・材料

生産条件
の提供

維持・管理

早期発見
早期対策

自工程完結

良い図面要件の
織り込み

・ロバストな
　生産条件の設定
・自働化

・図面完成度の向上
・ロバスト設計
・作りやすく、
　信頼性の高い設計

設計 調達

生産
準備

生産

市場

「品質至上」、「後工程はお客様」の考えを全員が認識し
「相互に連携」して、顧客の信頼と満足を得る良い製品及
びサービスを提供する。

品質基本方針

安否情報システム
地震速報システム

警戒・監視本部
（調査隊）

緊急対策本部

初動対策本部
（安否確認、救援救護活動）

対策本部
設置レベル
決定会議

人
員
サ
ポ
ー
ト
班

地
域
支
援
班

救
援
救
護
班

安
否
確
認
班

情

報

班

品
質
保
証
班

資
材
確
保
班

ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
班

工
程
復
旧
班

物

流

班

進
行
管
理
班

顧
客
対
応
班

地
区
自
衛
防
災
隊

地区対策本部 生活支援本部生産復旧対策本部
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災害対策は、「人命第一」と「早期復旧」を基本に、従業員の安
全確保のため、建物・設備の耐震対策、各種災害対応マニュア
ルに基づく定期実践訓練を実施。地震発生を即時に伝える「地
震速報システム」、従業員とその家族約2万人の安否を確認で
きる「安否情報システム」を導入しています。
復旧段階では代替設備の所在、従業員の技能特性といった早
期復旧に必要なデータベースを構築し、定期的なメンテナン
スを実施。災害発生時には安全で適確な初動、復旧対応がで
きるよう手順の習熟・定着
に努めています。
2011年3月に発生した東
日本大震災を受け、機能
の状況を精査し、一層の
体制整備を図っています。 災害対策本部

当社では、経営や事業を脅かす企業リスクに対応できるよう
に取り組んでいます。中でも、機密情報管理については、「企
業行動倫理委員会」のもとに、各部門長で構成する「機密管理
責任者会議」を設け、情報セキュリティ対策を徹底して行って
います。
2010年度は「危機管理対応ガイド」及び「情報システムセキュ
リティ運用標準」を指針として、実務的な対策強化と情報セ
キュリティに対する全従業員の意識向上に注力しました。

災害発生時の初動活動と
復旧への早期対応

情報セキュリティ対策の強化を図るために、当社の機密管理
規定に基づき、年1回順守状況の点検を実施しています。全
部門内で自主点検を行い、その結果に基づいて該当部門に対
しては現地監査を実施しています。また、従業員の情報セキュ
リティへの意識向上を図るために、機密管理規定要領から重
要な要素を抜粋してわかりやすくまとめた「機密情報管理の
てびき」を発行しています。このてびきは、必要に応じて内容
を改訂して全部門長へ配布するとともに、新入社員教育にも
利用して、機密情報に対する従業員のモラル強化を図ってい
ます。さらに、セキュリティニュースを社内に配信し、他社の情

情報セキュリティ対策の強化と意識向上

リスクマネジメント

開発から生産まで
一貫した品質保証体制

当社は、「魅力ある商品の提供を通じ、お客様に感動を与える
真のグローバルシステムサプライヤー」をめざしています。
品質保証については、品質基本方針のもと、開発から生産に
いたるまで一貫した品質保証体制で事業活動を推進してい
ます。
具体的には、品質マネジメントシステムの国際規格である
ISO9001※1とISO/TS16949※2の認証を全事業所で取得し
ています。また、TQM※3の基本理念に基づき、事業所ごとに
品質目標を立て、魅力ある製品づくりに取り組んでいます。
さらに、2010年度より国内・海外全拠点で製品の品質を同一
にするため、品質向上のノウハウやルールを盛り込んだ「品質
システムグローバルスタンダード」を発行し、現地スタッフに
もわかるような指針として全拠点に展開を図っています。
※1 ISO9001認証取得：JQA-QM7318、QMA11826/12256/12238/13130/12841
※2 ISO/TS16949認証取得：JQA-AU0094/0091/0160/0124
※3 Total Quality Managementの略でモノ・サービスはもちろん、経営品質の向上のた
 めに「お客様第一」を基本に「絶えまない改善」と「全員参加」による“人と組織の活力を
 高める活動”

スタッフも含めた全ての業務で
自工程完結をめざして活動

当社は、「お客様第一」を念頭に従業員全員が行動し、全ての
業務で自工程完結をめざしています。
自工程完結とは、「品質は工程で造り込む」ことであり、あらゆ
る仕事のベースとなる考え方です。
ものづくりにおいては、「後工程（お客様への）不良をゼロにす
るには、工程内不良をゼロにするしかない」という考えから、環
境変化や製造ばらつきに強いロバスト設計※4をねらい、品質
工学の全社展開を推進しており、量産品の工程内不良ゼロは
もちろんのこと、新製品立ち上げ初日からの工程内不良ゼロ
をめざしています。さらに、ライン（製造部門）で根づいている
自工程完結の考え方やノウハウをスタッフ（事務・技術部門）
の仕事にも展開して、各自が「仕事の良し悪しをその場で判断
できるよう」自工程完結をめざして全社で業務改善に取り組
んでいます。

お客様との関わり
「お客様第一」「品質第一」を念頭に、魅力ある商品とサービスを提供しています。

災害対応イメージ

対策強化例
区分 実施事項

● 全パソコンのデータ暗号化
● 電子メールのセキュリティ強化
　 （上司CCの義務化）

● デジタル複合機・図面専用出力機の社員ID
　 カード認証による放置印刷持ち出し防止過失による

漏洩防止

悪意による
不正漏洩防止

モラル対策

ソフト

ハード

ハード

ソフト

● 機密管理規程の見直し
● 機密管理の社内啓蒙
● 各部門に対する現地点検

● 持出点検（点検２回/月）
● 監視カメラの増強
● パソコン固定ワイヤー設置
　 ・ノートパソコン　・デスクトップパソコン　
    ・外付けHDD

● ファイルサーバのアクセス権の制限強化
● 持出制限・牽制機能強化
● システム利用記録、アクセス記録取得監視
● 不正接続防止(本館・ISセンター)

従業員研修や製品の品質保証活動によるリスク管理にとどまらず、
情報セキュリティ対策や災害対策も進めています。

リスクマネジメントへの体制
報セキュリティに関する事例を紹介して注意を促しています。
2010年度は、2009年度から実施しているデジタル複合機の
従業員IDカード認証化を進めるとともに、大判印刷が可能な
図面専用出力機にも認証化の対象を広げ、情報漏洩の防止
を強化しました。

「スタッフの自工程完結」事例展示会 工場巡視

※4 製品の製造ばらつきや使用環境に対して影響を受けにくい頑健な設計を行うこと

TQMの基本理念

お客様第一

絶えまない改善 全員参加

TQM

工程内不良ゼロをめざした自工程完結

良い部品・材料

生産条件
の提供

維持・管理

早期発見
早期対策

自工程完結

良い図面要件の
織り込み

・ロバストな
　生産条件の設定
・自働化

・図面完成度の向上
・ロバスト設計
・作りやすく、
　信頼性の高い設計

設計 調達

生産
準備

生産

市場

「品質至上」、「後工程はお客様」の考えを全員が認識し
「相互に連携」して、顧客の信頼と満足を得る良い製品及
びサービスを提供する。

品質基本方針

安否情報システム
地震速報システム

警戒・監視本部
（調査隊）

緊急対策本部

初動対策本部
（安否確認、救援救護活動）

対策本部
設置レベル
決定会議

人
員
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ト
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域
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援
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班

進
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区
自
衛
防
災
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地区対策本部 生活支援本部生産復旧対策本部
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自動車の基本機能にかかわる保安部品の製造工程に対して
は、自工程完結を進めるとともに、当社起因の重要な品質不
具合を絶対発生させないようにするため、特別プロジェクト
チームを編成し、専任監査員が国内・海外の全工程で監査を
実施しています。また、市場において品質問題が発生した場
合は、カーメーカーを通じて情報が伝達され、速やかに社内関
係部署に伝達、回収した不具合品の解析などにより迅速な原
因調査、処置対応と再発防止策を講じる体制を確立してい
ます。
自社のみで原因究明、解
決が困難な場合、カー
メーカーの品質部門と
一体になり、テスト車両
による検証などを行い、
より迅速かつ的確な再
発防止と次製品への未
然防止に努めています。 市場での信頼性向上活動

営業部門は、当社の第一線に立ち、技術や調達のキーマンか
ら開発情報やニーズを聞き出し、販売促進につなげる役割を
担います。お客様との良好な関係を育みながら、お客様が必
要としている事柄や抱えている問題点など様々な情報を収集
し、解析します。その内容を社内関係部署との連携により多様
なお客様のニーズに対応した、独自提案をプレゼンテーショ
ンするなどしてお客様との信頼関係を構築しています。

お客様ニーズに即した営業活動

製造工程や市場品質の監視と対策推進

当社の製品は、世界各国の自動車メーカーなどに納入され、
その基本性能を支えています。各メーカーでは、毎年優秀な
サプライヤーを表彰しており、当社は多数の納入先から表彰
を受けています。

優秀サプライヤーとして
お客様から表彰

2010年度 品質に関する受賞
名　称 受賞会社 表彰元

品質優良賞（全6社中）

Appreciation of Quality Achievement

品質優秀賞

品質協力賞（納入不良15ppm以下）

品質協力賞

品質改善優秀賞

品質達成賞

品質達成賞

品質優良賞

品質努力賞

品質賞（銀賞）

2010 Supplier Performance Award

Quality / Certificate of Recognition

Supplier Performance Award 2010

2010 Quality & Delivery Award

Zero Defect Performance for 2010

納入不良 ０ｐｐｍ

Quality Certificate of Achievement

優良感謝賞「品質部門賞」

無償修理（登録3ヵ月件数）低減 目標達成表彰

張家港TGP

TGSSI

佛山TGP

佛山TGR

張家港TGSS

佛山TGR

佛山TGR

張家港TGSS

天津TG

豊裕

台裕

TGMO

TGCZ

TGCZ

TGKY、TGFSUS

TGNA（TGKY）

TGKL

TGASMX

豊田合成

豊田合成

四川一汽豊田汽車有限公司

日野MMI

広汽豊田汽車有限公司

広汽豊田汽車有限公司

広汽豊田汽車有限公司

広汽本田汽車有限公司

天津一汽豊田汽車有限公司

四川一汽豊田汽車有限公司

広汽豊田汽車有限公司

国瑞汽車(股)公司

中華汽車(三菱)

American Honda Service Parts

Toyota Motor Europe N.V.

Toyota Peugeot Citroen Automobile

Honda De Mexico

Mitsubishi Motors North-America

Toyota Kirloskar Auto Parts

TEMA

本田技研工業

トヨタ自動車 高岡工場

私たち、豊田合成製品の品質保証業務に携わる者にとっ
て、重要な品質不具合品を造らない、１個たりともお客
様のもとに流出させないことが最大の使命と考えてい
ます。健康な子供（製品）は健全な母体（工程）から生ま
れると考え、保安部品と呼ばれる重要な製品の全ての
製造工程（仕入先や海外拠点も含みます）を定期的にき
め細かく確認して、製造工程の品質管理状態を常に監
視し、お客様に安心していただけるよう努力しています。

品質保証部
部長

尾崎 史道

Voice

従業員との関わり
「人間性の尊重」と「安全最優先」を基本として、健康で安心して働ける職場づくりをめざしています。

当社では、「企業力＝人材。その人材はつくりだすもの」という
価値観を全従業員が共有し、仕事を通じて常に人が育ってい
く状態をめざしています。
人材育成の中心は職場教育です。職場OJTの活性化を含め、
職場の人材育成に対する意識醸成を図るべく、人事制度の整
備・教育体系の構築に力を入れています。

自分で考え行動する人材を育成

PM基本研修（技能系教育） 中堅リーダー養成プログラム

教育体系

部・室長マネジメント研修

GL・課長マネジメント研修

TLマネジメント研修

係長マネジメント研修

班長研修、
4級問題解決フォロー研修

3級研修、中堅リーダー養成プログラム

新入社員教育

部・室長

GL・課長

T　　 L

係　　長

班　　長

一　　般

新入社員

階　層 階層別教育 海外関係教育基礎専門教育

技
術
者
教
育
体
系

技
能
系
教
育
体
系

出
向
者・現
地
ス
タ
ッ
フ
教
育

語
学
教
育

※Global Production Center （グローバル生産推進センター）

G
P
C
活
動

※

主な研修受講者数

中堅リーダー養成プログラム

4級問題解決フォロー研修

3級研修

受講者数

  43名

125名

  316名（仕入先含む）

当社では、人材育成が活発になるような職場づくりをめざし、
職場での育成力強化や問題解決力の向上を図っています。
2010年度は、新しい教育プログラムとして、中堅リーダー養
成プログラムを導入しました。これは監督者になる前に教育を
行い、監督者登用時に一定の役割を果たせるようキャリアアッ
プを図るための研修教育です。
スタッフ系従業員に対しては職場グループ改善活動を導入し、
PDCAサイクルを回した実践活動により、管理職の部下育成
力の意識向上を図りました。また、入社10年前後の新任4級を
対象とした問題解決フォロー研修を実施。上司の指導を受け
ながら実践的な問題解決力を身につけさせて、個人のスキル
アップを図りました。

人材育成を継続的に活性化させるため、研修などで社外から
招いていた講師を、2009年度から社内講師に転換し、経験豊
富な従業員が直接指導をするようにしています。2010年度も
さらに社内講師への転換を推進し、実際の現場で培った経験
や知恵を教えることで、実務に即した知識や現場対応力の確
実な習得を図りました。

新たな教育プログラムで人材育成を活性化 多彩な現地語の習得

個人の成長

集合教育 職場教育
（OJT）

昇　格

ローテーション 評価・処遇

自己申告
面談制度

階層別・職種別の
社内集合教育の整備

（問題解決、マネジメント）

グローバルな
人材、若手の

思いきった役職登用
（30歳代から登用）

上司と部下に
よる「仕事と個人の
成長課題」
の話し合い

育成・活性化のための
計画的ローテーションの推進
（キャリアパス、多能工化）

OJTが人材育成の基本、
仕事を通じて上司による
職場での人づくり

能力成果主義に基づく
合理性・納得性の高い
評価・処遇制度の整備

人事諸制度

語学研修

スタッフ系従業員がグローバル化に対応できる英語力を身に
つけるため、TOEIC対策講座、海外出向者対象の英語研修、E
メールライティング講座、語学通信講座など、多彩な語学研
修を充実させてきました。年間延べ550名がTOEICを受検し
て学習の成果を確認し、国際舞台で活躍する人材づくりに役
立てています。
また、拡大する中国市場
に対応するため、中国語
の研修にも積極的に取り
組んでいます。

研修名
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自動車の基本機能にかかわる保安部品の製造工程に対して
は、自工程完結を進めるとともに、当社起因の重要な品質不
具合を絶対発生させないようにするため、特別プロジェクト
チームを編成し、専任監査員が国内・海外の全工程で監査を
実施しています。また、市場において品質問題が発生した場
合は、カーメーカーを通じて情報が伝達され、速やかに社内関
係部署に伝達、回収した不具合品の解析などにより迅速な原
因調査、処置対応と再発防止策を講じる体制を確立してい
ます。
自社のみで原因究明、解
決が困難な場合、カー
メーカーの品質部門と
一体になり、テスト車両
による検証などを行い、
より迅速かつ的確な再
発防止と次製品への未
然防止に努めています。 市場での信頼性向上活動

営業部門は、当社の第一線に立ち、技術や調達のキーマンか
ら開発情報やニーズを聞き出し、販売促進につなげる役割を
担います。お客様との良好な関係を育みながら、お客様が必
要としている事柄や抱えている問題点など様々な情報を収集
し、解析します。その内容を社内関係部署との連携により多様
なお客様のニーズに対応した、独自提案をプレゼンテーショ
ンするなどしてお客様との信頼関係を構築しています。

お客様ニーズに即した営業活動

製造工程や市場品質の監視と対策推進

当社の製品は、世界各国の自動車メーカーなどに納入され、
その基本性能を支えています。各メーカーでは、毎年優秀な
サプライヤーを表彰しており、当社は多数の納入先から表彰
を受けています。

優秀サプライヤーとして
お客様から表彰

2010年度 品質に関する受賞
名　称 受賞会社 表彰元

品質優良賞（全6社中）

Appreciation of Quality Achievement

品質優秀賞

品質協力賞（納入不良15ppm以下）

品質協力賞

品質改善優秀賞

品質達成賞

品質達成賞

品質優良賞

品質努力賞

品質賞（銀賞）

2010 Supplier Performance Award

Quality / Certificate of Recognition

Supplier Performance Award 2010

2010 Quality & Delivery Award

Zero Defect Performance for 2010

納入不良 ０ｐｐｍ

Quality Certificate of Achievement

優良感謝賞「品質部門賞」

無償修理（登録3ヵ月件数）低減 目標達成表彰

張家港TGP

TGSSI

佛山TGP

佛山TGR

張家港TGSS

佛山TGR

佛山TGR

張家港TGSS

天津TG

豊裕

台裕

TGMO

TGCZ

TGCZ

TGKY、TGFSUS

TGNA（TGKY）

TGKL

TGASMX

豊田合成

豊田合成

四川一汽豊田汽車有限公司

日野MMI

広汽豊田汽車有限公司

広汽豊田汽車有限公司

広汽豊田汽車有限公司

広汽本田汽車有限公司

天津一汽豊田汽車有限公司

四川一汽豊田汽車有限公司

広汽豊田汽車有限公司

国瑞汽車(股)公司

中華汽車(三菱)

American Honda Service Parts

Toyota Motor Europe N.V.

Toyota Peugeot Citroen Automobile

Honda De Mexico

Mitsubishi Motors North-America

Toyota Kirloskar Auto Parts

TEMA

本田技研工業

トヨタ自動車 高岡工場

私たち、豊田合成製品の品質保証業務に携わる者にとっ
て、重要な品質不具合品を造らない、１個たりともお客
様のもとに流出させないことが最大の使命と考えてい
ます。健康な子供（製品）は健全な母体（工程）から生ま
れると考え、保安部品と呼ばれる重要な製品の全ての
製造工程（仕入先や海外拠点も含みます）を定期的にき
め細かく確認して、製造工程の品質管理状態を常に監
視し、お客様に安心していただけるよう努力しています。

品質保証部
部長

尾崎 史道

Voice

従業員との関わり
「人間性の尊重」と「安全最優先」を基本として、健康で安心して働ける職場づくりをめざしています。

当社では、「企業力＝人材。その人材はつくりだすもの」という
価値観を全従業員が共有し、仕事を通じて常に人が育ってい
く状態をめざしています。
人材育成の中心は職場教育です。職場OJTの活性化を含め、
職場の人材育成に対する意識醸成を図るべく、人事制度の整
備・教育体系の構築に力を入れています。

自分で考え行動する人材を育成

PM基本研修（技能系教育） 中堅リーダー養成プログラム

教育体系

部・室長マネジメント研修

GL・課長マネジメント研修

TLマネジメント研修

係長マネジメント研修

班長研修、
4級問題解決フォロー研修

3級研修、中堅リーダー養成プログラム

新入社員教育

部・室長

GL・課長

T　　 L

係　　長

班　　長

一　　般

新入社員
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※Global Production Center （グローバル生産推進センター）

G
P
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活
動

※

主な研修受講者数

中堅リーダー養成プログラム

4級問題解決フォロー研修

3級研修

受講者数

  43名

125名

  316名（仕入先含む）

当社では、人材育成が活発になるような職場づくりをめざし、
職場での育成力強化や問題解決力の向上を図っています。
2010年度は、新しい教育プログラムとして、中堅リーダー養
成プログラムを導入しました。これは監督者になる前に教育を
行い、監督者登用時に一定の役割を果たせるようキャリアアッ
プを図るための研修教育です。
スタッフ系従業員に対しては職場グループ改善活動を導入し、
PDCAサイクルを回した実践活動により、管理職の部下育成
力の意識向上を図りました。また、入社10年前後の新任4級を
対象とした問題解決フォロー研修を実施。上司の指導を受け
ながら実践的な問題解決力を身につけさせて、個人のスキル
アップを図りました。

人材育成を継続的に活性化させるため、研修などで社外から
招いていた講師を、2009年度から社内講師に転換し、経験豊
富な従業員が直接指導をするようにしています。2010年度も
さらに社内講師への転換を推進し、実際の現場で培った経験
や知恵を教えることで、実務に即した知識や現場対応力の確
実な習得を図りました。

新たな教育プログラムで人材育成を活性化 多彩な現地語の習得

個人の成長

集合教育 職場教育
（OJT）

昇　格

ローテーション 評価・処遇

自己申告
面談制度

階層別・職種別の
社内集合教育の整備

（問題解決、マネジメント）

グローバルな
人材、若手の

思いきった役職登用
（30歳代から登用）

上司と部下に
よる「仕事と個人の
成長課題」
の話し合い

育成・活性化のための
計画的ローテーションの推進
（キャリアパス、多能工化）

OJTが人材育成の基本、
仕事を通じて上司による
職場での人づくり

能力成果主義に基づく
合理性・納得性の高い
評価・処遇制度の整備

人事諸制度

語学研修

スタッフ系従業員がグローバル化に対応できる英語力を身に
つけるため、TOEIC対策講座、海外出向者対象の英語研修、E
メールライティング講座、語学通信講座など、多彩な語学研
修を充実させてきました。年間延べ550名がTOEICを受検し
て学習の成果を確認し、国際舞台で活躍する人材づくりに役
立てています。
また、拡大する中国市場
に対応するため、中国語
の研修にも積極的に取り
組んでいます。

研修名
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当社では、雇用の安定を図るとともに、従業員が働きやすい
環境や制度を整備し、多様性を尊重した公正で公平な採用・
育成を図っています。

人材の雇用

当社は、多様な個性を活かし、個人の能力が十分に発揮でき
る風土の醸成に取り組んでいます。
また、定年退職者や障がい者に対して、雇用を促進し、安心し
て働ける制度を確立しています。

ダイバーシティ※の推進

従業員の健康管理は、メンタルヘルスとフィジカルヘルスを
大きな柱とし、心身の健康維持・増進を図るための様々な施
策を講じています。

メンタルとフィジカルの健康維持を図る

従業員一人ひとりが「ワーク」と「ライフ」のバランスを考え、自
主性を重んじながら自分の働き方を選択できるような制度の
充実を図り、より一層の安心感と意欲を持って就労できるよう
支援しています。

仕事と家庭が両立できる社内支援　

女性活躍推進に向けた管理職研修 イキイキ働く女性社員セミナー

祝日託児所 愛知県ファミリー・フレンドリー企業表彰受賞

当社では、障がい者雇用に積極的に取り組んでおり、障がい
を持つ従業員がいろいろな実務に携わっています。
2010年度は、法定雇用率1.8％を超える2.0％を雇用目標と
し、112名の障がい者を雇用（2011年4月1日現在）、雇用率
は目標を超える2.02％に達しました。
「障がい者雇用推進委員会」を主体に、採用～配属・教育～定
着～啓蒙の各活動を推進。特に定着に重点を置き、定期面談
などを通じて、現状把握、職場環境の改善を図っています。障
がいを持つ人が適応できる仕事の開拓を定期的に行い、採
用から配属を計画的に実施できる体制を整備しました。また、
TGウェルフェアが特例子会社の認可を受けるなど、豊田合成

障がい者が働きがいを持ち、定着できる職場づくり

2006年4月より「定年後再雇用制度」を設け、定年後でも安
心して働ける制度を構築しています。

定年後も安心して働ける制度を構築

2009年度に流行した新型インフルエンザは、一旦感染者が
減少しましたが、感染力の強いインフルエンザ発生に備えて、
2010年度も継続して「手洗い・うがいの徹底」などの注意を
促し、感染予防に努めました。

インフルエンザ予防の継続

2007年度から35歳の従業員を対象とした「グッドライフセミ
ナー35」を開催し、生活習慣病予防など日常生活での健康教
育を行っています。
2010年度は、「禁煙プログラム」を開始し、禁煙にチャレンジ
する従業員を支援する活動に取り組みました。

健康管理意識の向上

2010年度は、継続して階層別のメンタルヘルス教育を定期
開催し、ストレスを受けやすい新任の管理監督者と室・次長に
重点を置き、職場の効率運営と円滑なコミュニケーションを
促しました。各事業所では、資格を取得した看護師がカウンセ
リングの充実を図っています。相談者は低減傾向にあり、着実
な効果が現れています。

管理監督者へのメンタルヘルス教育の継続

2010年度、多様な人材の活用促進に向け、「ダイバーシティ
推進プロジェクト」を発足。特に女性活用を促進する取り組み
に力を入れました。管理職を中心に、女性従業員に対する意
識や行動の改革を強化し、会社の方針やダイバーシティの意
義など意識づけを徹底する研修をスタートし、約150名が参
加。女性従業員に対しても、働き方や将来的な志向を考察・啓
発するための研修を実施、約280名が参加しました。
女性従業員とその上司を対象に女性活用に関する実態調査
を実施し、女性従業員の仕事に対する考え方、上司の部下育
成方法や登用に対する考え方、能力評価、昇給昇格スピード
などを把握しました。洗い出された現状の課題に基づき、女性
従業員の活用における3カ年育成計画を立て、職場開発など
具体的な取り組みを開始しました。

多様な人材育成を推進

2010年度は、子育て世代を会社全体で応援するため、毎月
19日を「育児DAY」と定めました。また、従業員やその家族の
介護に関する様々な悩みや相談を受け付ける「介護相談窓
口」を開設しました。他にも「祝日社内託児」、「働くママ交流
会」、「TGファミリーデー」など継続開催しています。
このような積極的な活動が評価され、愛知県の「ファミリー・フ
レンドリー企業表彰」に当社が選ばれました。これは男女とも
に仕事と家庭を両立できる職場環境づくりを推進している模
範企業から選出されるものです。

育児や介護支援を促進

聴覚障がい者知識・接し方セミナー

※ 多様性を意味し、人種・国籍・性・年齢を問わずに人材を活用すること

グループとしての雇用促
進に向けた取り組みを実
施しています。

障がい者雇用率の推移
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地域別従業員数 （’10年度）

従業員数 26,964名
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8,912名
（33.1％）

北米
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12,040名
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欧州・アフリカ 1,147名（4.2％）
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結婚･出産を経て､育児休業取得後の2010年春から職
場復帰。女性の活用を担当しています。女性として、親と
して、仕事との関わり方に悩むこともありますが、当事者
ならではの経験を活かしていきたいですね。はじめの一
歩として良いスタートを切った「ダイバーシティ推進プロ
ジェクト」も、まだまだこれから。体制づくりと意識づけの
双方向から、ねばり強いアプローチを継続していきます。

人材開発部
ダイバーシティ推進
プロジェクト

木澤 安祐美

Voice
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当社では、雇用の安定を図るとともに、従業員が働きやすい
環境や制度を整備し、多様性を尊重した公正で公平な採用・
育成を図っています。

人材の雇用

当社は、多様な個性を活かし、個人の能力が十分に発揮でき
る風土の醸成に取り組んでいます。
また、定年退職者や障がい者に対して、雇用を促進し、安心し
て働ける制度を確立しています。

ダイバーシティ※の推進

従業員の健康管理は、メンタルヘルスとフィジカルヘルスを
大きな柱とし、心身の健康維持・増進を図るための様々な施
策を講じています。

メンタルとフィジカルの健康維持を図る

従業員一人ひとりが「ワーク」と「ライフ」のバランスを考え、自
主性を重んじながら自分の働き方を選択できるような制度の
充実を図り、より一層の安心感と意欲を持って就労できるよう
支援しています。

仕事と家庭が両立できる社内支援　

女性活躍推進に向けた管理職研修 イキイキ働く女性社員セミナー

祝日託児所 愛知県ファミリー・フレンドリー企業表彰受賞

当社では、障がい者雇用に積極的に取り組んでおり、障がい
を持つ従業員がいろいろな実務に携わっています。
2010年度は、法定雇用率1.8％を超える2.0％を雇用目標と
し、112名の障がい者を雇用（2011年4月1日現在）、雇用率
は目標を超える2.02％に達しました。
「障がい者雇用推進委員会」を主体に、採用～配属・教育～定
着～啓蒙の各活動を推進。特に定着に重点を置き、定期面談
などを通じて、現状把握、職場環境の改善を図っています。障
がいを持つ人が適応できる仕事の開拓を定期的に行い、採
用から配属を計画的に実施できる体制を整備しました。また、
TGウェルフェアが特例子会社の認可を受けるなど、豊田合成

障がい者が働きがいを持ち、定着できる職場づくり

2006年4月より「定年後再雇用制度」を設け、定年後でも安
心して働ける制度を構築しています。

定年後も安心して働ける制度を構築

2009年度に流行した新型インフルエンザは、一旦感染者が
減少しましたが、感染力の強いインフルエンザ発生に備えて、
2010年度も継続して「手洗い・うがいの徹底」などの注意を
促し、感染予防に努めました。

インフルエンザ予防の継続

2007年度から35歳の従業員を対象とした「グッドライフセミ
ナー35」を開催し、生活習慣病予防など日常生活での健康教
育を行っています。
2010年度は、「禁煙プログラム」を開始し、禁煙にチャレンジ
する従業員を支援する活動に取り組みました。

健康管理意識の向上

2010年度は、継続して階層別のメンタルヘルス教育を定期
開催し、ストレスを受けやすい新任の管理監督者と室・次長に
重点を置き、職場の効率運営と円滑なコミュニケーションを
促しました。各事業所では、資格を取得した看護師がカウンセ
リングの充実を図っています。相談者は低減傾向にあり、着実
な効果が現れています。

管理監督者へのメンタルヘルス教育の継続

2010年度、多様な人材の活用促進に向け、「ダイバーシティ
推進プロジェクト」を発足。特に女性活用を促進する取り組み
に力を入れました。管理職を中心に、女性従業員に対する意
識や行動の改革を強化し、会社の方針やダイバーシティの意
義など意識づけを徹底する研修をスタートし、約150名が参
加。女性従業員に対しても、働き方や将来的な志向を考察・啓
発するための研修を実施、約280名が参加しました。
女性従業員とその上司を対象に女性活用に関する実態調査
を実施し、女性従業員の仕事に対する考え方、上司の部下育
成方法や登用に対する考え方、能力評価、昇給昇格スピード
などを把握しました。洗い出された現状の課題に基づき、女性
従業員の活用における3カ年育成計画を立て、職場開発など
具体的な取り組みを開始しました。

多様な人材育成を推進

2010年度は、子育て世代を会社全体で応援するため、毎月
19日を「育児DAY」と定めました。また、従業員やその家族の
介護に関する様々な悩みや相談を受け付ける「介護相談窓
口」を開設しました。他にも「祝日社内託児」、「働くママ交流
会」、「TGファミリーデー」など継続開催しています。
このような積極的な活動が評価され、愛知県の「ファミリー・フ
レンドリー企業表彰」に当社が選ばれました。これは男女とも
に仕事と家庭を両立できる職場環境づくりを推進している模
範企業から選出されるものです。

育児や介護支援を促進

聴覚障がい者知識・接し方セミナー

※ 多様性を意味し、人種・国籍・性・年齢を問わずに人材を活用すること

グループとしての雇用促
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従業員数 26,964名
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12,040名
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結婚･出産を経て､育児休業取得後の2010年春から職
場復帰。女性の活用を担当しています。女性として、親と
して、仕事との関わり方に悩むこともありますが、当事者
ならではの経験を活かしていきたいですね。はじめの一
歩として良いスタートを切った「ダイバーシティ推進プロ
ジェクト」も、まだまだこれから。体制づくりと意識づけの
双方向から、ねばり強いアプローチを継続していきます。

人材開発部
ダイバーシティ推進
プロジェクト

木澤 安祐美
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株主との関わり
企業価値の向上と積極的な情報開示で、当社の実績や考え方をご理解いただけるよう努めています。

19.018.016.0

46.0
36.036.0 36.0

26.0

当社は、社長自らが全社総括安全衛生管理者として陣頭指揮
をとり、「安全職場づくり部会」と「安全人づくり部会」を両輪
に、ゼロ災害をめざして活動を推進しています。

ゼロ災害をめざして活動を推進

当期の連結売上高につきましては､主力である自動車部品事
業で震災の影響がありましたものの、年度前半の自動車販売
が比較的好調に推移したことと、オプトエレクトロニクス事業
におけるタブレット型情報端末市場の急拡大により、全体では
5,169億円と前期4,950億円に比べ4.4％の増収となりま
した｡
利益につきましては、自動車部品事業の増販効果とグループ
を挙げて原価低減に取り組んだことに加え、オプトエレクトロ
ニクス事業の増販効果により、全体の経常利益は275億円と
前期265億円に比べ､3.7％の増益､
当期純利益は171億円と前期142億
円に比べ､20.1％の増益となりまし
た｡この結果、1株当りの年間の剰余
金の配当は36円とさせていただきま
した。

業績と利益還元 適正な情報開示

※1 Occupational Safety and Health Management Systems
　　（労働安全衛生マネジメントシステム）
※2 Occupational Health and Safety Assessment Series（労働安全衛生評価シリーズ）

休業度数率 ＝ ×100万
労働災害における死傷者数（人）

延べ労働時間

労働災害発生率（休業度数率）の推移

2010年度の主な活動
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● 製造部長・工場長の定期巡回による不具合発見と
 　現場の声の吸い上げによる改善1

● 安全活動の中核である班長の実態に応じた
 　安全能力向上と環境整備2

● 技術GL・TLに対するKY教育、職長教育の強化による、
 　自職場での安全ミーティング・KYT教育の促進3

● 安全こだわり活動などの自主的・主体的安全活動の
 　拡大・浸透による安全意識・感性の向上4

● 作業のリスクアセスメントの質向上5

● 設備頻発停止処置時の安全確保6

● 金型作業などの標準作業化とクレーンワイヤーの点検改善7

● ロボット、電動機などの止めず作業の安全化と廃止促進8

労働安全衛生マネジメントシステム取得状況

豊田合成

海　　外
関係会社

● 平和町工場 ● 春日工場 ● 稲沢工場
● 尾西工場 ● 西溝口工場 ● 森町工場

● 豊裕股份有限公司
● 天津豊田合成有限公司
● Toyoda Gosei Czech, s.r.o.
● TG Kirloskar Automotive Pvt. Ltd.
● Toyoda Gosei Texas, LLC
● Toyoda Gosei Australia （Pty） Ltd.
● 天津星光橡塑有限公司
● Toyoda Gosei （Thailand）Co., Ltd.
● 豊田合成（天津）精密製品有限公司
● 豊田合成（佛山）橡塑有限公司
● TG Minto Corporation

国　　内
関係会社

● 一榮工業㈱ ● 日乃出ゴム工業㈱ ● ㈱中勢ゴム　
● 豊信合成㈱ ● TGメンテナンス㈱ ● TGロジスティクス㈱　
● ティージーオプシード㈱

「安全職場づくり」では、災害に結びつく危険箇所や危険要因
がない職場をめざして、設備の本質安全化やリフトレス活動
などに取り組んでいます。また、豊田合成グループとして国内
は労働安全衛生マネジメントシステムの規格である
OSHMS※1、海外はOHSAS※2の認証取得活動を進め、2010
年度までに下記拠点にて認証取得をしています。

国内外24事業所が
労働安全衛生マネジメントシステムを取得

「安全人づくり」では、「危険」を危険と感じる人づくりのため、
全従業員に適正検査を実施し、指導が必要な方には教育を
行っています。2009年
度より、現場の係・班単
位で職場の安全衛生面
の問題点や課題につい
て検討・解決を図る「安
全こだわり活動」に取り
組んでいます。

安全衛生の自主的解決を図る
「安全こだわり活動」を実施

安全こだわり活動発表大会

毎年2回、安全への取り組み姿勢・知識・実行力・部下への指導
力について、各製造部門で評価し、特に優秀な者を「安全優秀
管理監督者」として選出、表彰。2010年度までに管理者29
名、監督者50名を表彰しました。

労使関係の基本理念である「相互信頼・相互責任」のもとに、
会社と労働組合が賃金・職場環境・時間などの労働条件につ
いて話し合います。
「中央労使懇談会」「部門労使協議会」などを定期的に開催し、
特に「部門労使協議会」で
は、職場に密着した課題に
ついて、部長自らが組合員
と直接話し合い、働きやす
い職場づくりをめざしてい
ます。 中央労使懇談会

労働組合との協調を図り、
働きやすい職場を創造

当社では、ホームページやIRツールでの定期的な情報発信
と、決算説明会の開催やIRイベント出展などを推進し、適切な
情報開示に努めています。
2010年度はホームページでのIR情報の充実化を図りまし
た。機関投資家や証券アナリストを対象に決算説明会を年2
回開催するとともに、ホームページ上でも同説明会の資料や
財務情報を適宜公開しています。また、個別面談にも積極的
に対応し、国内をはじめ海外からの多くの投資家の皆様に情
報提供しています。この他、海外機関投資家を含めたIRイベ
ントにも参加して、開かれた企業として適切な企業価値評価
を得られるよう努力しています。

決算説明会

テレフォンカンファレンス（電話会議）による決算説明会

株式保有者別分布状況

金融商品取引業者
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主なIR活動
対象者 IR活動

個別面談、決算説明会国内機関投資家
証券アナリスト

海外機関投資家

個人株主・投資家
株主総会後の工場見学会

「業績のご報告」発行

｢豊田合成レポート｣
発行

ホームページによる
財務・IR情報の発信

個別面談、
IRイベントへの参加
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株主との関わり
企業価値の向上と積極的な情報開示で、当社の実績や考え方をご理解いただけるよう努めています。
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当社は、社長自らが全社総括安全衛生管理者として陣頭指揮
をとり、「安全職場づくり部会」と「安全人づくり部会」を両輪
に、ゼロ災害をめざして活動を推進しています。

ゼロ災害をめざして活動を推進

当期の連結売上高につきましては､主力である自動車部品事
業で震災の影響がありましたものの、年度前半の自動車販売
が比較的好調に推移したことと、オプトエレクトロニクス事業
におけるタブレット型情報端末市場の急拡大により、全体では
5,169億円と前期4,950億円に比べ4.4％の増収となりま
した｡
利益につきましては、自動車部品事業の増販効果とグループ
を挙げて原価低減に取り組んだことに加え、オプトエレクトロ
ニクス事業の増販効果により、全体の経常利益は275億円と
前期265億円に比べ､3.7％の増益､
当期純利益は171億円と前期142億
円に比べ､20.1％の増益となりまし
た｡この結果、1株当りの年間の剰余
金の配当は36円とさせていただきま
した。

業績と利益還元 適正な情報開示

※1 Occupational Safety and Health Management Systems
　　（労働安全衛生マネジメントシステム）
※2 Occupational Health and Safety Assessment Series（労働安全衛生評価シリーズ）

休業度数率 ＝ ×100万
労働災害における死傷者数（人）

延べ労働時間

労働災害発生率（休業度数率）の推移

2010年度の主な活動
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● 製造部長・工場長の定期巡回による不具合発見と
 　現場の声の吸い上げによる改善1

● 安全活動の中核である班長の実態に応じた
 　安全能力向上と環境整備2

● 技術GL・TLに対するKY教育、職長教育の強化による、
 　自職場での安全ミーティング・KYT教育の促進3

● 安全こだわり活動などの自主的・主体的安全活動の
 　拡大・浸透による安全意識・感性の向上4

● 作業のリスクアセスメントの質向上5

● 設備頻発停止処置時の安全確保6

● 金型作業などの標準作業化とクレーンワイヤーの点検改善7

● ロボット、電動機などの止めず作業の安全化と廃止促進8

労働安全衛生マネジメントシステム取得状況

豊田合成

海　　外
関係会社

● 平和町工場 ● 春日工場 ● 稲沢工場
● 尾西工場 ● 西溝口工場 ● 森町工場

● 豊裕股份有限公司
● 天津豊田合成有限公司
● Toyoda Gosei Czech, s.r.o.
● TG Kirloskar Automotive Pvt. Ltd.
● Toyoda Gosei Texas, LLC
● Toyoda Gosei Australia （Pty） Ltd.
● 天津星光橡塑有限公司
● Toyoda Gosei （Thailand）Co., Ltd.
● 豊田合成（天津）精密製品有限公司
● 豊田合成（佛山）橡塑有限公司
● TG Minto Corporation

国　　内
関係会社

● 一榮工業㈱ ● 日乃出ゴム工業㈱ ● ㈱中勢ゴム　
● 豊信合成㈱ ● TGメンテナンス㈱ ● TGロジスティクス㈱　
● ティージーオプシード㈱

「安全職場づくり」では、災害に結びつく危険箇所や危険要因
がない職場をめざして、設備の本質安全化やリフトレス活動
などに取り組んでいます。また、豊田合成グループとして国内
は労働安全衛生マネジメントシステムの規格である
OSHMS※1、海外はOHSAS※2の認証取得活動を進め、2010
年度までに下記拠点にて認証取得をしています。

国内外24事業所が
労働安全衛生マネジメントシステムを取得

「安全人づくり」では、「危険」を危険と感じる人づくりのため、
全従業員に適正検査を実施し、指導が必要な方には教育を
行っています。2009年
度より、現場の係・班単
位で職場の安全衛生面
の問題点や課題につい
て検討・解決を図る「安
全こだわり活動」に取り
組んでいます。

安全衛生の自主的解決を図る
「安全こだわり活動」を実施

安全こだわり活動発表大会

毎年2回、安全への取り組み姿勢・知識・実行力・部下への指導
力について、各製造部門で評価し、特に優秀な者を「安全優秀
管理監督者」として選出、表彰。2010年度までに管理者29
名、監督者50名を表彰しました。

労使関係の基本理念である「相互信頼・相互責任」のもとに、
会社と労働組合が賃金・職場環境・時間などの労働条件につ
いて話し合います。
「中央労使懇談会」「部門労使協議会」などを定期的に開催し、
特に「部門労使協議会」で
は、職場に密着した課題に
ついて、部長自らが組合員
と直接話し合い、働きやす
い職場づくりをめざしてい
ます。 中央労使懇談会

労働組合との協調を図り、
働きやすい職場を創造

当社では、ホームページやIRツールでの定期的な情報発信
と、決算説明会の開催やIRイベント出展などを推進し、適切な
情報開示に努めています。
2010年度はホームページでのIR情報の充実化を図りまし
た。機関投資家や証券アナリストを対象に決算説明会を年2
回開催するとともに、ホームページ上でも同説明会の資料や
財務情報を適宜公開しています。また、個別面談にも積極的
に対応し、国内をはじめ海外からの多くの投資家の皆様に情
報提供しています。この他、海外機関投資家を含めたIRイベ
ントにも参加して、開かれた企業として適切な企業価値評価
を得られるよう努力しています。

決算説明会

テレフォンカンファレンス（電話会議）による決算説明会

株式保有者別分布状況

金融商品取引業者
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個人株主・投資家
株主総会後の工場見学会

「業績のご報告」発行
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発行

ホームページによる
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地域社会との関わり
地域における良き企業市民として、住民とふれあいながら、住み良い地域社会づくりに取り組んでいます。

サプライヤーとの関わり
当社はサプライヤーとの協力関係を強く持ち、ともに発展・成長していきます。

※1 End of Life Vehicle（使用済み車両）
※2 Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals
       （化学物質の登録・評価・認可・制限に関する規則）
※3 Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）

当社を取り巻く環境とめざすべき方向を提示し、その上で年
度の調達基本方針をしっかり理解してもらうために、調達方針
説明会を毎年4月に行っています。
調達方針説明会には、製品・部品、加工、資材、設備、金型のサ
プライヤー161社に参加いただき、「当社の課題と今後の取り
組み」の他、今年度の「調達方針」として、安全、品質、量、原価、
技術、グローバル展開、CSRなどを取り上げています。
また、各分野で功績のあったサプライヤーを表彰し、感謝の意
を表し、参加いただいた
全てのサプライヤーに
一層のレベルアップをお
願いしています。今回
は、品質、原価、技術及び
環境の分野で表彰をし
ました。

調達方針説明会を開催

年４回、サプライヤー約100社に参加いただき、調達連絡会を
実施しています。内容は、生産情報の展開や品質の取り組み、
コンプライアンス活動、安全活動、地震対策、機密管理、化学
物質管理など、継続テーマについてその内容の充実を図ると
ともに、人材育成のための当社主催による教育、各種講演会
の開催なども行い、サプライヤーとの連携を深めています。

サプライヤーとの連携強化

当社は自動車部品メーカーとして交通安全への啓発活動は
もちろん､「弱者支援」､「青少年育成」、「環境保全」の3つの活
動を柱とし､地域の人々とのふれあいを通して､より良い地域
社会づくりに取り組んでいます｡
従業員のモチベーションを高め、ボランティア活動の輪を広
げるきっかけづくりとしてボランティア表彰制度や新入社員
に対して社会貢献教育を実施するなど、従業員の社会貢献活

社会貢献活動をさらに拡大

重要な品質問題を絶対に発生させないための標準作業整備
や不良流出防止活動、競争力向上のための原価低減活動に加
え、サプライヤーにおける金型や製品設計領域への参画など、
ともに発展・成長するための取り組みを展開しています。
2010年度は特に安全・防火面を重点に、研鑽会、各社相互訪
問によるレベルアップを図りました。また、経済情勢を踏まえ
て、経営面の相談や、ムダ取り活動などの収益確保活動も積
極的に進めています。

環境面においては、当社の「グリーン調達ガイドライン（第3
版）」を基に、継続的に活動を展開しています。ガイドラインは、
「環境マネジメント」と「化学物質管理」の2つから構成されてい
ます。
「環境マネジメント」の面ではISO14001の認証取得、省エネ
や排出物削減による成果が出ています。
また「化学物質管理」の面では、欧州ELV※1規制、欧州REACH
規則※2、VOC※3管理などへの対応をサプライヤーと一体と
なって進めています。

グリーン調達を推進

当社の調達基本方針は、「競争力のある製品づくりを進
めるために、調達環境変化、顧客及び競合先動向を的確
かつスピーディーに捉え、コンプライアンスに努め、オー
プンで公正な取引により、当社にメリットのある調達基盤
を構築することにより、グローバル最適調達を実現する」
ことです。また、「当社を支えてくれているのはサプライ
ヤーである」という考えのもと、現地・現物・現実主義で、
社内を動かし、仕入先の体質強化策を展開していき
ます。

調達基本方針

調達方針説明会

品質向上、安全・防火、
コンプライアンスなどの取り組み

ボランティアマーク

動への意識向上と支援体制を整備しています。これにより、従
業員は様々な活動を通して地域の人々とふれあいを図ってい
ます。また、海外拠点でもボランティア活動を中心に、地域社
会と密接な関係づくりを推進してい
ます。
2010年度は、全従業員による「社
会貢献活動宣言」や、事業所食堂に
「ハートフルメニュー」を導入するな
どの活動を実施しました。

重度障がい者の
自立を支援
社会での自立が難しいとされる
重度の知的障がい者を中心とし
た自立支援を開始し、TGウェル
フェアが特例子会社の認定を取
得しました。

弱者支援

地域の清掃活動
各事業所の定期的な清掃活動に
加え、年2回「全社一斉地域清掃
活動」を実施。従業員の家族や地
域の学生など毎回1,300名以上
が参加しています。

工場の森づくり
従業員の環境意識の向上や社内
コミュニケーションの促進などを
目的に2009年から始めた工場
の緑化活動。2010年度は、国内
外の各2拠点で植樹を実施し
ました。

一宮少年少女発明クラブ
子どもたちに「ものづくり」を楽し
む場を提供し、創造性豊かな人
間の育成を目的に、開設当初か
ら企画・運営など全面的に支援。
2010年度は、106名が参加し
ました。

スポーツ支援
地域の小中学生を対象に、バ
レーボール部、ハンドボール部、
バスケットボール部の選手が指
導を行い、スポーツの楽しさを
知ってもらう活動をしています。
また、定期的に障がい者との交
流も図っています。

環境保全 青少年育成

障がい者授産施設の
物品販売
障がい者授産施設に通う方たち
の自立を支援するために、毎月7
事業所で手づくりパンや焼き菓
子を販売する場を提供。収益金
は施設の運用資金として活用さ
れています。

ハートフルメニュー
7事業所の食堂で、1食ごとに10
円が募金される「ハートフルメ
ニュー」を導入。集められた募金
で車イスを購入し、3ヵ所の地域
福祉施設へ寄贈しました。

車イスドクターズ
従業員の有志でサークルを結成
し、地域の老人福祉施設や病院
などを毎月訪問し、年間300台
以上の車イスの修理・調整、清掃
を行っており、この活動は16年
以上続いています。
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地域社会との関わり
地域における良き企業市民として、住民とふれあいながら、住み良い地域社会づくりに取り組んでいます。

サプライヤーとの関わり
当社はサプライヤーとの協力関係を強く持ち、ともに発展・成長していきます。

※1 End of Life Vehicle（使用済み車両）
※2 Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals
       （化学物質の登録・評価・認可・制限に関する規則）
※3 Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）

当社を取り巻く環境とめざすべき方向を提示し、その上で年
度の調達基本方針をしっかり理解してもらうために、調達方針
説明会を毎年4月に行っています。
調達方針説明会には、製品・部品、加工、資材、設備、金型のサ
プライヤー161社に参加いただき、「当社の課題と今後の取り
組み」の他、今年度の「調達方針」として、安全、品質、量、原価、
技術、グローバル展開、CSRなどを取り上げています。
また、各分野で功績のあったサプライヤーを表彰し、感謝の意
を表し、参加いただいた
全てのサプライヤーに
一層のレベルアップをお
願いしています。今回
は、品質、原価、技術及び
環境の分野で表彰をし
ました。

調達方針説明会を開催

年４回、サプライヤー約100社に参加いただき、調達連絡会を
実施しています。内容は、生産情報の展開や品質の取り組み、
コンプライアンス活動、安全活動、地震対策、機密管理、化学
物質管理など、継続テーマについてその内容の充実を図ると
ともに、人材育成のための当社主催による教育、各種講演会
の開催なども行い、サプライヤーとの連携を深めています。

サプライヤーとの連携強化

当社は自動車部品メーカーとして交通安全への啓発活動は
もちろん､「弱者支援」､「青少年育成」、「環境保全」の3つの活
動を柱とし､地域の人々とのふれあいを通して､より良い地域
社会づくりに取り組んでいます｡
従業員のモチベーションを高め、ボランティア活動の輪を広
げるきっかけづくりとしてボランティア表彰制度や新入社員
に対して社会貢献教育を実施するなど、従業員の社会貢献活

社会貢献活動をさらに拡大

重要な品質問題を絶対に発生させないための標準作業整備
や不良流出防止活動、競争力向上のための原価低減活動に加
え、サプライヤーにおける金型や製品設計領域への参画など、
ともに発展・成長するための取り組みを展開しています。
2010年度は特に安全・防火面を重点に、研鑽会、各社相互訪
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なって進めています。
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プンで公正な取引により、当社にメリットのある調達基盤
を構築することにより、グローバル最適調達を実現する」
ことです。また、「当社を支えてくれているのはサプライ
ヤーである」という考えのもと、現地・現物・現実主義で、
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動への意識向上と支援体制を整備しています。これにより、従
業員は様々な活動を通して地域の人々とふれあいを図ってい
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ます。
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会貢献活動宣言」や、事業所食堂に
「ハートフルメニュー」を導入するな
どの活動を実施しました。
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自立を支援
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ました。

一宮少年少女発明クラブ
子どもたちに「ものづくり」を楽し
む場を提供し、創造性豊かな人
間の育成を目的に、開設当初か
ら企画・運営など全面的に支援。
2010年度は、106名が参加し
ました。

スポーツ支援
地域の小中学生を対象に、バ
レーボール部、ハンドボール部、
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導を行い、スポーツの楽しさを
知ってもらう活動をしています。
また、定期的に障がい者との交
流も図っています。

環境保全 青少年育成

障がい者授産施設の
物品販売
障がい者授産施設に通う方たち
の自立を支援するために、毎月7
事業所で手づくりパンや焼き菓
子を販売する場を提供。収益金
は施設の運用資金として活用さ
れています。

ハートフルメニュー
7事業所の食堂で、1食ごとに10
円が募金される「ハートフルメ
ニュー」を導入。集められた募金
で車イスを購入し、3ヵ所の地域
福祉施設へ寄贈しました。

車イスドクターズ
従業員の有志でサークルを結成
し、地域の老人福祉施設や病院
などを毎月訪問し、年間300台
以上の車イスの修理・調整、清掃
を行っており、この活動は16年
以上続いています。
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環境推進組織

当社は環境基本方針に基づいて、環境に配慮した様々な活動
を行っています。
開発から生産、販売に至るまでの全工程にわたって環境に配
慮するとともに、法規制や時代によるニーズの変化にもいち
早く対応し、豊田合成グループとして環境活動に取り組んで
います。また、従業員一人ひとりの環境意識を向上させ、活動
の活性化を推進しています。
2011年度から2015年度までの環境取り組みの実行計画で
ある「第5次環境取り組みプラン」を策定し、今後も活動を継
続していきます。

環境に配慮した事業活動の推進
開発・生産・販売の事業活動から廃棄までの全ての段
階で、環境と深く関連していることを認識し、社内全
部門はもとより、国内外関係会社、仕入先を含めた豊
田合成グループとして、顧客・行政などとも協力・連携
し、環境に配慮した事業活動を行う。

企業市民としての取り組み
良き企業市民として、地域・社会の環境活動に取り組
むとともに、各団体の環境活動への参加、支援・協力
を行う。また、社員一人ひとりが地域・社会の一員とし
て環境活動に取り組むための啓蒙・啓発を行うととも
に、社会貢献・ボランティア活動を支援する。

こうした取り組み活動の情報を広く発信するととも
に、各層からの意見を聴取し、さらなる改善活動に努
める。

豊田合成グループとしての環境に関する方針や重要な取り組
み事項は、社長を委員長とする「環境委員会」で審議・決定し
ています。「環境委員会」は、製品・生産・品質分野の3つの分
科会で構成されており、下部組織の連絡会やワーキンググ
ループと連携を図って、専門的な視点から環境保全・管理活
動を推進しています。

環境委員会、各分科会から工場などへの展開は、各工場
ISO14001システムなどに従い専門委員会を設置して対応し
ています

環境組織体制図

製品・技術環境分科会
［ 環境配慮の製品・技術開発の推進管理 ］

生産環境分科会
［ 生産工程から排出物を出さない施策、技術開発の推進管理 ］

国内関係会社環境連絡会
［ 国内関係会社、主要仕入先の環境連結管理と指導・支援 ］

海外関係会社環境連絡会
［ 海外関係会社の環境連結管理と指導・支援 ］

SOC規制対応等・品質システム分科会
［ SOC規制対応等と品質管理システム整備 ］

委
員
長
：
取
締
役
社
長

環
境
委
員
会

製品・技術分野

生産分野

品質分野

人と地球にナイスリー

創業
環境へ配慮した
ものづくり

1991年
ナイスリー委員会

設置

環境管理体制強化
廃棄物量50％減（’91年度比）
代替フロン・トリクロロエタン全廃

特定フロン全廃

より高い目標への挑戦

※1 HFC（ハイドロフルオロカーボン）、PFC（パーフルオロカーボン）、SF6（六フッ化硫黄）、
 CH4（メタン）、N2O（亜酸化窒素）
※2 Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals
　  （化学物質の登録･評価･認可･制限に関する規則）
※3 Substances of Concern（環境負荷物質）
※4 Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）
※5 Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動登録制度）

1

2

3

環境基本方針

地球規模で広がる環境問題に的確に対応するため、
国内外関係会社・仕入先を含めた環境活動を展開・推進しています。

グローバルに展開する環境経営

2010年
第5次 環境取り組みプラン

策定

5ガス※1の低減
水使用量の低減
工場の森づくり

社内でのLED活用拡大

売上高当りCO2排出量低減（連結）
売上高当り排出物量低減（国内連結）

2005年
第4次 環境取り組みプラン

策定

CO2総排出量’90年度比5％低減
マテリアルリサイクルの拡大

埋立廃棄物「ゼロ」
豊田合成グループISO14001取得活動

2000年
第3次 環境取り組みプラン

策定

1993年
第1次 環境取り組みプラン

策定

国内主要工場ISO14001取得
環境会計

環境教育強化
廃棄物量75％減（’91年度比）

塩素系溶剤全廃

1995年
第2次 環境取り組みプラン

策定

順法管理

その他の活動

売上高当りCO2排出量’03年度比8％低減（連結）
売上高当り排出物量’03年度比5％低減（連結）
埋立廃棄物「ゼロ」継続・焼却廃棄物「ゼロ」
VOC※4・PRTR※5対象物質排出量低減

異常・苦情ゼロ活動
欧州のREACH※2規則への対応

中国など主要拠点のSOC※3管理対応
グローバルEMS展開

製品含有の六価クロム全廃

海外ボランティア
チャリティー資金を集めるための
家族イベントを開催しました。
（Toyoda Gosei UK Ltd.）

地域の小学校で日本文化（折り
鶴や箸の使い方）の紹介をして
います。
（Toyoda Gosei North America 
Corporation）

オープンハウスを開催し、地域の
方に習字を教えました。
（TG Missouri Corporation）

交通安全立哨
交通事故の撲滅と交通弱者を守
るために、交通安全を推進する啓
発活動をしています。毎月ゼロの
日に、各事業所周辺に従業員が自
主的に立ち、地域の人々へ交通
安全を呼びかけています。

愛のバレンタイン作戦
事業所周辺にある14ヵ所の保育
園や幼稚園に従業員約60名が出
向き、紙芝居やビデオを利用して
園児たちに交通安全の大切さを
伝える活動をしています。2010
年度で25回目を迎えました。

新入社員への社会貢献教育
ふれあいを通じて「障がい」を正
しく理解し、サポートのあり方や
「思いやりの心」を学び、社会性・
協調性の向上、視野の拡大を目
的に「新入社員と障がい者のふ
れあい交流会」を実施しました。

地域への寄附
「犯罪のない明るいまちづくり」
をめざし、一宮市に当社のLED
防犯灯を寄贈しました。2009年
の清須市・稲沢市に続き、3ヵ所
目の寄贈です。

ファミリー・フレンドリー
企業表彰を受賞
男女ともに仕事と家庭を両立で
きる職場環境づくりを推進して
いる模範企業から選出される
「ファミリー・フレンドリー企業表
彰」を、愛知県より受賞しました。

東日本大震災支援活動
被災地に対し、当社グループとし
て総額約7,000万円の義援金を
寄附し､LED懐中電灯1,000本
や水・食料2,300食分などの物
資支援、支援部隊の現地派遣、運
動部による街角での募金活動を
行いました。

Make a CHANGE Day
表彰を２年連続受賞
全国各地で一斉にボランティア・
市民活動を行う「Make a CHANGE 
Day」に参加し、「工場の森づくり」
活動が２年連続で受賞しました。

ボランティア表彰制度
ボランティアに対する従業員の
モチベーションを高め、その輪を
広げるきっかけづくりを目的に、
優れたボランティア活動を行っ
た従業員を表彰しています。

社会貢献活動宣言
全従業員がそれぞれ目標とする
社会貢献活動を宣言することで、
社会貢献への意識の向上を図っ
ています。
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慮するとともに、法規制や時代によるニーズの変化にもいち
早く対応し、豊田合成グループとして環境活動に取り組んで
います。また、従業員一人ひとりの環境意識を向上させ、活動
の活性化を推進しています。
2011年度から2015年度までの環境取り組みの実行計画で
ある「第5次環境取り組みプラン」を策定し、今後も活動を継
続していきます。

環境に配慮した事業活動の推進
開発・生産・販売の事業活動から廃棄までの全ての段
階で、環境と深く関連していることを認識し、社内全
部門はもとより、国内外関係会社、仕入先を含めた豊
田合成グループとして、顧客・行政などとも協力・連携
し、環境に配慮した事業活動を行う。

企業市民としての取り組み
良き企業市民として、地域・社会の環境活動に取り組
むとともに、各団体の環境活動への参加、支援・協力
を行う。また、社員一人ひとりが地域・社会の一員とし
て環境活動に取り組むための啓蒙・啓発を行うととも
に、社会貢献・ボランティア活動を支援する。

こうした取り組み活動の情報を広く発信するととも
に、各層からの意見を聴取し、さらなる改善活動に努
める。

豊田合成グループとしての環境に関する方針や重要な取り組
み事項は、社長を委員長とする「環境委員会」で審議・決定し
ています。「環境委員会」は、製品・生産・品質分野の3つの分
科会で構成されており、下部組織の連絡会やワーキンググ
ループと連携を図って、専門的な視点から環境保全・管理活
動を推進しています。

環境委員会、各分科会から工場などへの展開は、各工場
ISO14001システムなどに従い専門委員会を設置して対応し
ています

環境組織体制図

製品・技術環境分科会
［ 環境配慮の製品・技術開発の推進管理 ］

生産環境分科会
［ 生産工程から排出物を出さない施策、技術開発の推進管理 ］

国内関係会社環境連絡会
［ 国内関係会社、主要仕入先の環境連結管理と指導・支援 ］

海外関係会社環境連絡会
［ 海外関係会社の環境連結管理と指導・支援 ］

SOC規制対応等・品質システム分科会
［ SOC規制対応等と品質管理システム整備 ］

委
員
長
：
取
締
役
社
長

環
境
委
員
会

製品・技術分野

生産分野

品質分野

人と地球にナイスリー

創業
環境へ配慮した
ものづくり

1991年
ナイスリー委員会

設置

環境管理体制強化
廃棄物量50％減（’91年度比）
代替フロン・トリクロロエタン全廃

特定フロン全廃

より高い目標への挑戦

※1 HFC（ハイドロフルオロカーボン）、PFC（パーフルオロカーボン）、SF6（六フッ化硫黄）、
 CH4（メタン）、N2O（亜酸化窒素）
※2 Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals
　  （化学物質の登録･評価･認可･制限に関する規則）
※3 Substances of Concern（環境負荷物質）
※4 Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）
※5 Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動登録制度）

1

2

3

環境基本方針

地球規模で広がる環境問題に的確に対応するため、
国内外関係会社・仕入先を含めた環境活動を展開・推進しています。

グローバルに展開する環境経営

2010年
第5次 環境取り組みプラン

策定

5ガス※1の低減
水使用量の低減
工場の森づくり

社内でのLED活用拡大

売上高当りCO2排出量低減（連結）
売上高当り排出物量低減（国内連結）

2005年
第4次 環境取り組みプラン

策定

CO2総排出量’90年度比5％低減
マテリアルリサイクルの拡大

埋立廃棄物「ゼロ」
豊田合成グループISO14001取得活動

2000年
第3次 環境取り組みプラン

策定

1993年
第1次 環境取り組みプラン

策定

国内主要工場ISO14001取得
環境会計

環境教育強化
廃棄物量75％減（’91年度比）

塩素系溶剤全廃

1995年
第2次 環境取り組みプラン

策定

順法管理

その他の活動

売上高当りCO2排出量’03年度比8％低減（連結）
売上高当り排出物量’03年度比5％低減（連結）
埋立廃棄物「ゼロ」継続・焼却廃棄物「ゼロ」
VOC※4・PRTR※5対象物質排出量低減

異常・苦情ゼロ活動
欧州のREACH※2規則への対応

中国など主要拠点のSOC※3管理対応
グローバルEMS展開

製品含有の六価クロム全廃

海外ボランティア
チャリティー資金を集めるための
家族イベントを開催しました。
（Toyoda Gosei UK Ltd.）

地域の小学校で日本文化（折り
鶴や箸の使い方）の紹介をして
います。
（Toyoda Gosei North America 
Corporation）

オープンハウスを開催し、地域の
方に習字を教えました。
（TG Missouri Corporation）

交通安全立哨
交通事故の撲滅と交通弱者を守
るために、交通安全を推進する啓
発活動をしています。毎月ゼロの
日に、各事業所周辺に従業員が自
主的に立ち、地域の人々へ交通
安全を呼びかけています。

愛のバレンタイン作戦
事業所周辺にある14ヵ所の保育
園や幼稚園に従業員約60名が出
向き、紙芝居やビデオを利用して
園児たちに交通安全の大切さを
伝える活動をしています。2010
年度で25回目を迎えました。

新入社員への社会貢献教育
ふれあいを通じて「障がい」を正
しく理解し、サポートのあり方や
「思いやりの心」を学び、社会性・
協調性の向上、視野の拡大を目
的に「新入社員と障がい者のふ
れあい交流会」を実施しました。

地域への寄附
「犯罪のない明るいまちづくり」
をめざし、一宮市に当社のLED
防犯灯を寄贈しました。2009年
の清須市・稲沢市に続き、3ヵ所
目の寄贈です。

ファミリー・フレンドリー
企業表彰を受賞
男女ともに仕事と家庭を両立で
きる職場環境づくりを推進して
いる模範企業から選出される
「ファミリー・フレンドリー企業表
彰」を、愛知県より受賞しました。

東日本大震災支援活動
被災地に対し、当社グループとし
て総額約7,000万円の義援金を
寄附し､LED懐中電灯1,000本
や水・食料2,300食分などの物
資支援、支援部隊の現地派遣、運
動部による街角での募金活動を
行いました。

Make a CHANGE Day
表彰を２年連続受賞
全国各地で一斉にボランティア・
市民活動を行う「Make a CHANGE 
Day」に参加し、「工場の森づくり」
活動が２年連続で受賞しました。

ボランティア表彰制度
ボランティアに対する従業員の
モチベーションを高め、その輪を
広げるきっかけづくりを目的に、
優れたボランティア活動を行っ
た従業員を表彰しています。

社会貢献活動宣言
全従業員がそれぞれ目標とする
社会貢献活動を宣言することで、
社会貢献への意識の向上を図っ
ています。
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P34

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P36

生産
単独

連結
項　目 2010年度目標 2010年度実績 評価［3］

単独

売上高当りCO2排出量

CO2排出量

売上高当りCO2排出量
CO2排出量
売上高当りCO2排出量

'03年度比8％減

'03年度比10％減

'03年度比15％減
'03年度比10％減
'03年度比10％減

71［2］

10.6万t-CO2

78［2］

11,280t-CO2
76［2］

'03年度比29％減
'03年度比14％減

'03年度比22％減
'03年度比16％減
'03年度比24％減

○

○

○
○
○

P34
P34
P34
P35
P35

［1］ 範囲：納入物流、工程内物流、調達物流　　［2］ 基準年の数値を100とした場合の数値　［3］ ○：第4次環境取り組みプラン目標達成、×：第4次環境取り組みプラン目標未達成

生産
単独
連結

項　目 2010年度目標 2010年度実績 評価［4］

物流［1］梱包資材

排出物

廃棄物

売上高当り排出物量
売上高当り排出物量
埋立廃棄物
焼却廃棄物
使用量

'03年度比5％減
'03年度比5％減
「ゼロ」継続
「ゼロ」［3］

'03年度比10％減

67［2］

67［2］

13t
100t

'03年度比33％減
'03年度比33％減

̶
'98年度比99％減
'03年度比43％減

○
○
○
○
○

P36
P36
P36
P36
P37

売上高当り使用量 '03年度比15％減 38［2］ '03年度比62％減 ○ P37

0t

［1］ 範囲：納入物流、工程内物流、調達物流　　［2］ 基準年の数値を100とした場合の数値 ［3］ 98年度比99％減（16t以下）　　
［4］ ○：第4次環境取り組みプラン目標達成、×：第4次環境取り組みプラン目標未達成

軽量化における開発事例
̶ 樹脂フューエルフィラパイプの軽量化

生産における取り組み事例
̶ 加硫槽のコンパクト化
̶ ミリオンダクト成形機のさらなる省エネ化
̶ HFC代替ガス化
物流における取り組み
̶ 積載効率向上
̶ 顧客近隣生産化
̶ 低燃費走行の徹底

リサイクル性向上に向けた取り組み
̶ 新規再生処理技術を確立
̶ 自動車リサイクル法、欧州連合（EU）のELV※1指令などの
　 法規制への対応
̶ 金属インサート入りゴム製品の脱硫再生条件の確立⑥ リサイクル設計の一層の推進と展開

⑤ リサイクル技術の開発推進
　　ELV※部品のリサイクル向上に向けた技術開発

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P35

① トップクラスの燃費性能に貢献する製品・技術開発の推進
　　軽量化のための製品・技術開発
　　低消費電力化のための製品・技術開発
　　空力性能向上のための製品・技術開発

② クリーンエネルギー車への搭載部品の開発推進と効果的な導入、
　 普及推進
　　燃料電池車対応の製品・技術開発

③ エネルギー・燃料多様化に向けた技術開発
　　車対応の製品・技術開発
　　新燃料油対応材料の開発

④ 生産・物流活動におけるCO2低減

⑦ 循環型社会に向けた資源有効利用の一層の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P37

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P37

生産における取り組み事例
̶ スマートフォン筐体の不良低減

物流における取り組み
̶ 梱包材使用量低減
̶ 通い箱の管理徹底

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P34

（'90年度比8％減）

物流［1］

単独

単独

原単位

※1 HFC（ハイドロフルオロカーボン）、PFC（パーフルオロカーボン）、
      SF6（六フッ化硫黄）、CH4（メタン）、N2O（亜酸化窒素）
※2 Volatile Organic Compounds （揮発性有機化合物）

注） は新規取り組み項目

● CO2 低減

地域社会との連携

● 工場周辺美化活動

グローバル

2012年度
目　  標 31％減

資源有効利用

● 排出物低減

● VOC※2低減

● 工場の森づくり● 5ガス※1低減

環境にやさしい
LEDメーカーとしての貢献

● LED事業の拡大（TV、PC、照明）

● 社内でのLED活用拡大
 （国内全事業所の照明をLED化）

環境意識の向上
● 社内報の環境特集、環境教育の推進

本　　体

本　　体

本　　体

排出量

（ ）六フッ化硫黄等
の代替

事
業
報
告
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報
告

社
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報
告
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報
告

財
務
報
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２００6年度から２０10年度まで取り組んできた「第4次環境取り組みプラン」では、
国内外の豊田合成グループ各社が連携を図りながら、目標達成に向け、環境保全活動を着実に実践してきました。
その結果、「第4次環境取り組みプラン」の全項目で目標を達成することができました。

第4次環境取り組みプラン活動結果（2006年度～2010年度）第5次環境取り組みプラン（2011年度～2015年度）

「第5次環境取り組みプラン」を策定

当社は2011年度から2015年度までの豊田合成グループの
環境取り組み実行計画である「第5次環境取り組みプラン」を
策定しました。
1993年に「第1次環境取り組みプラン（1993年度～1995年
度）」を策定して以降、環境保全活動を積極的に推進してきた

結果、「第4次環境取り組みプラン（2006年度～2010年度）」
についても全項目で目標を達成することができました。
この結果を受けて「第5次環境取り組みプラン」は、2020年を
見据え、環境にやさしいものづくりと製品の提供を通じ、低炭
素・循環型社会と自然共生社会の構築にさらなる貢献をして
いくために、「環境負荷低減」、「環境経営」の2つの柱で取り組
みを推進していきます。

※End of Life Vehicle（使用済み車両）

今後5年間で、現在設置してある工場・オフィ
スの全蛍光灯約5万本をLED照明に交換

今後10年間で国内外60拠点に約60万本を
植樹2003年度比

原単位
2012年度
目　  標 41％減

2003年度比

原単位
2012年度
目　  標

2003年比

2012年度
目　  標 30％減

2003年度比

● 水使用量低減
本　　体

（ ）冷却排水の
再生利用等

2012年度
目　  標

環境にやさしいものづくりと製品提供を通じ、
低炭素・循環型社会と自然共生社会の構築に貢献

第5次環境
取り組みプラン

環
境
経
営

環境活動を推進する
2つの柱

使用量

A

B

環境負荷物質低減C

D

E

F

温暖化防止

12％減
2003年度比

「第5次環境取り組みプラン」の詳細については、豊田合成ホームページでご確認ください。
http://www.toyoda-gosei.co.jp/csr/kankyou/eplan.html

54％減
2003年度比
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P34

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P36

生産
単独

連結
項　目 2010年度目標 2010年度実績 評価［3］

単独

売上高当りCO2排出量

CO2排出量

売上高当りCO2排出量
CO2排出量
売上高当りCO2排出量

'03年度比8％減

'03年度比10％減

'03年度比15％減
'03年度比10％減
'03年度比10％減

71［2］

10.6万t-CO2

78［2］

11,280t-CO2
76［2］

'03年度比29％減
'03年度比14％減

'03年度比22％減
'03年度比16％減
'03年度比24％減

○

○

○
○
○

P34
P34
P34
P35
P35

［1］ 範囲：納入物流、工程内物流、調達物流　　［2］ 基準年の数値を100とした場合の数値　［3］ ○：第4次環境取り組みプラン目標達成、×：第4次環境取り組みプラン目標未達成

生産
単独
連結

項　目 2010年度目標 2010年度実績 評価［4］

物流［1］梱包資材

排出物

廃棄物

売上高当り排出物量
売上高当り排出物量
埋立廃棄物
焼却廃棄物
使用量

'03年度比5％減
'03年度比5％減
「ゼロ」継続
「ゼロ」［3］

'03年度比10％減

67［2］

67［2］

13t
100t

'03年度比33％減
'03年度比33％減

̶
'98年度比99％減
'03年度比43％減

○
○
○
○
○

P36
P36
P36
P36
P37

売上高当り使用量 '03年度比15％減 38［2］ '03年度比62％減 ○ P37

0t

［1］ 範囲：納入物流、工程内物流、調達物流　　［2］ 基準年の数値を100とした場合の数値 ［3］ 98年度比99％減（16t以下）　　
［4］ ○：第4次環境取り組みプラン目標達成、×：第4次環境取り組みプラン目標未達成

軽量化における開発事例
̶ 樹脂フューエルフィラパイプの軽量化

生産における取り組み事例
̶ 加硫槽のコンパクト化
̶ ミリオンダクト成形機のさらなる省エネ化
̶ HFC代替ガス化
物流における取り組み
̶ 積載効率向上
̶ 顧客近隣生産化
̶ 低燃費走行の徹底

リサイクル性向上に向けた取り組み
̶ 新規再生処理技術を確立
̶ 自動車リサイクル法、欧州連合（EU）のELV※1指令などの
　 法規制への対応
̶ 金属インサート入りゴム製品の脱硫再生条件の確立⑥ リサイクル設計の一層の推進と展開

⑤ リサイクル技術の開発推進
　　ELV※部品のリサイクル向上に向けた技術開発

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P35

① トップクラスの燃費性能に貢献する製品・技術開発の推進
　　軽量化のための製品・技術開発
　　低消費電力化のための製品・技術開発
　　空力性能向上のための製品・技術開発

② クリーンエネルギー車への搭載部品の開発推進と効果的な導入、
　 普及推進
　　燃料電池車対応の製品・技術開発

③ エネルギー・燃料多様化に向けた技術開発
　　車対応の製品・技術開発
　　新燃料油対応材料の開発

④ 生産・物流活動におけるCO2低減

⑦ 循環型社会に向けた資源有効利用の一層の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P37

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P37

生産における取り組み事例
̶ スマートフォン筐体の不良低減

物流における取り組み
̶ 梱包材使用量低減
̶ 通い箱の管理徹底

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P34

（'90年度比8％減）

物流［1］

単独

単独

原単位

※1 HFC（ハイドロフルオロカーボン）、PFC（パーフルオロカーボン）、
      SF6（六フッ化硫黄）、CH4（メタン）、N2O（亜酸化窒素）
※2 Volatile Organic Compounds （揮発性有機化合物）

注） は新規取り組み項目

● CO2 低減

地域社会との連携

● 工場周辺美化活動

グローバル

2012年度
目　  標 31％減

資源有効利用

● 排出物低減

● VOC※2低減

● 工場の森づくり● 5ガス※1低減

環境にやさしい
LEDメーカーとしての貢献

● LED事業の拡大（TV、PC、照明）

● 社内でのLED活用拡大
 （国内全事業所の照明をLED化）

環境意識の向上
● 社内報の環境特集、環境教育の推進

本　　体

本　　体

本　　体

排出量

（ ）六フッ化硫黄等
の代替
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２００6年度から２０10年度まで取り組んできた「第4次環境取り組みプラン」では、
国内外の豊田合成グループ各社が連携を図りながら、目標達成に向け、環境保全活動を着実に実践してきました。
その結果、「第4次環境取り組みプラン」の全項目で目標を達成することができました。

第4次環境取り組みプラン活動結果（2006年度～2010年度）第5次環境取り組みプラン（2011年度～2015年度）

「第5次環境取り組みプラン」を策定

当社は2011年度から2015年度までの豊田合成グループの
環境取り組み実行計画である「第5次環境取り組みプラン」を
策定しました。
1993年に「第1次環境取り組みプラン（1993年度～1995年
度）」を策定して以降、環境保全活動を積極的に推進してきた

結果、「第4次環境取り組みプラン（2006年度～2010年度）」
についても全項目で目標を達成することができました。
この結果を受けて「第5次環境取り組みプラン」は、2020年を
見据え、環境にやさしいものづくりと製品の提供を通じ、低炭
素・循環型社会と自然共生社会の構築にさらなる貢献をして
いくために、「環境負荷低減」、「環境経営」の2つの柱で取り組
みを推進していきます。

※End of Life Vehicle（使用済み車両）

今後5年間で、現在設置してある工場・オフィ
スの全蛍光灯約5万本をLED照明に交換

今後10年間で国内外60拠点に約60万本を
植樹2003年度比

原単位
2012年度
目　  標 41％減

2003年度比

原単位
2012年度
目　  標

2003年比

2012年度
目　  標 30％減

2003年度比

● 水使用量低減
本　　体

（ ）冷却排水の
再生利用等

2012年度
目　  標

環境にやさしいものづくりと製品提供を通じ、
低炭素・循環型社会と自然共生社会の構築に貢献

第5次環境
取り組みプラン

環
境
経
営

環境活動を推進する
2つの柱

使用量

A

B

環境負荷物質低減C

D

E

F

温暖化防止

12％減
2003年度比

「第5次環境取り組みプラン」の詳細については、豊田合成ホームページでご確認ください。
http://www.toyoda-gosei.co.jp/csr/kankyou/eplan.html

54％減
2003年度比
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事 例 紹 介

事 例 紹 介

巡回時構内の無駄な照明・エアコンを切ります。職場内も無駄な照明・エアコンを切ります私のエコ宣言 窓に断熱シートを貼り、温調機器の省エネに努めます私のエコ宣言

テーマ 2010年度の活動結果実施事項 掲載
ページ
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PRTR（大気への）排出量
2010年度目標 2010年度実績 評価［1］
'00年度比55％減 201t '00年度比68％減 ○

PRTR対象物質低減
̶ 塗装の塗着効率向上

［1］ ○：第4次環境取り組みプラン目標達成、×：第4次環境取り組みプラン目標未達成

［1］ 基準年の数値を100とした場合の数値　
［2］ ○：第4次環境取り組みプラン目標達成、×：第4次環境取り組みプラン目標未達成

項　目

売上高当りVOC排出量
2010年度目標 2010年度実績 評価［2］
'00年度比50％減 33［1］ '00年度比67％減 ○

項　目

※1 鉛、水銀、カドミウム、六価クロム
※2 Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動登録制度）　
※3 Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）
※4 Eco-Vehicle Assessment System（トヨタ「新環境評価システム」）

̶

̶

⑧ 環境負荷物質の管理、低減活動の一層の推進
　 環境負荷物質規制4物質※1のグローバルな全廃

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P37グローバル管理体制の構築と低減活動の推進

⑩ VOC※3排出量の低減

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P39
⑫ 連結環境マネジメント強化 連結環境マネジメント強化

̶ 国内、海外拠点 ISO14001取得、審査状況
̶ 環境監査（内部環境監査、外部環境審査）
̶ 国内関係会社の取り組み（日乃出ゴム工業株式会社）
̶ 海外関係会社の取り組み（豊田合成（佛山）汽車部品有限公司）

⑬ ビジネスパートナーにおける環境マネジメントの一層の推進 調達方針の浸透推進
̶ 調達方針説明会を開催
̶ 環境負荷物質管理体制のグローバル展開

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P39

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P38

・・・・・・・・・・・・・・ P41
・・・・・・・・・ P41

・・・・・ P42
⑱ 環境情報開示と双方向コミュニケーションの充実 環境情報開示と双方向コミュニケーションの充実

̶ 「第3回次世代照明技術展 ライティングジャパン」に出展
̶ 「豊田合成レポート2011」の発行

⑰ 循環型社会構築への寄与貢献 地域社会における取り組み事例
̶ 地域清掃活動を実施
̶ 海外拠点でも積極的な社会貢献活動
̶ 工場の森づくり

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P29

・・・・・・・・ P39⑪ グローバルな事業活動における一層のCO2低減 グローバルなCO2削減実態の把握と削減計画立案推進

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P38

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P27

⑭ 環境教育の充実 体系的な環境教育の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P40

⑯ Eco-VAS※4の本格適用と定着化により、ライフサイクル環境負荷の
 着実な低減

顧客システムに基づき、資源消費と環境負荷のデータを
定期的に報告

⑲ 持続可能な発展を踏まえた環境政策への積極的な貢献と提言 日本自動車部品工業会、日本ゴム工業会等の環境政策に参画

⑮ 環境改善に寄与する新規事業の推進 環境改善に寄与する新規事業の推進事例
̶ 民生照明関係LED事業の拡大

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P42

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P28

⑨ PRTR※2対象物質の排出量低減

VOC排出量低減
̶ インパネ表皮モールドコートの水性化
̶ ガラスランの塗装レス化

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P43

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P37

単独生産

単独生産

◀ 開発品（タンク一体搭載仕様）

「第4次環境取り組みプラン」の製品・技術開発においては
①燃費性能の向上をめざした車両の軽量化、②クリーンエネ
ルギー車や燃料多様化への対応を推進してきました。
2010年度は、樹脂フューエルフィラパイプの軽量化、樹脂製品の
薄肉化などの技術開発により、車両の軽量化を推進しました。

車両軽量化と
クリーンエネルギーへの対応

開発・設計

豊田合成グループでは、生産性の向上と同時にエネルギー使
用量の低減によって、温暖化防止を進めてきました。2010年
度は、休日における適正なエネルギー使用の点検を行うとと
もに、「工場ムダ取り隊」を結成して、エネルギーのムダを徹底
的に排除するための対策を現地現物で実施しました。また昨
年から引き続いて各事業部の生産技術グループと情報交換
を行い、環境面をはじめとする様々な観点からの事前検討も
実施しています。

エネルギーのムダ排除と
CO2排出量の低減

生   産

車両の軽量化や多様なエネルギーへの対応を強化し、
高い生産性と物流の効率化を図り、CO2排出量の低減をめざしています。

エネルギー・温暖化防止

樹脂フューエルフィラパイプの軽量化開発・設計

売上高当りCO2排出量（指数）の推移 単独連結

売
上
高
当
り
排
出
量（
指
数
）

※CO2換算係数は、次の数値を使用
　電力：0.3817kg-CO2/kWh　A重油：2.7kg-CO2/L
　LPG：3.0094kg-CO2/kg　　都市ガス：2.3576kg-CO2/Nm3
　灯油：2.5308kg-CO2/L

CO2排出量の推移（単独）

7

（年度）
0

14

排
出
量（
万
t

－

CO2
）

単独目標
'03年度比
10％減12.3

10.6

'03
(基準年)

※売上高当り排出量（指数）は'03年度を100とした数値

'06 '07 '09'08 '10

'90年度比
5％減相当（ ）給油口から燃料タンクへ送油する樹脂フューエルフィラ

パイプを部品点数の削減と機能統合することにより軽
量化しました。
燃料タンクメーカーとの共同開発によって燃料タンクと
フィラパイプを一体化し、締結部（コネクター）を削減し
アース回路に導電性樹脂を使用することで、部品点数を
最小限に抑え、約15％の軽量化を図りました。さらに小
径チューブを蛇腹形状にしてフレキシブル性を持たせる
ことで曲げ工程を減らしました。

加硫槽のコンパクト化生　産

ウェザストリップ製造工程において、加熱するオーブンをコ
ンパクトにすることで、CO2排出量を30％低減しました。
断面積を従来の2分の1以下にし、内部の風速を2倍以上
にアップすることで熱効率を向上させ、加硫時間を短縮。
これにより放熱ロスの低減が図れ、廃棄物の減少にもつ
ながっています。

1ライン当りのCO2排出量

CO2 

排
出
量

従来ライン コンパクトライン

30％削減

50％削減

HAV※槽
単独

HAV槽

その他設備

大

小

※ Hot Air Vulcanization (熱風加硫）

60

80

（年度）
0 '03

(基準年)
'06

100

'07 '08 '10'09

71

78
単独目標
'03年度比
15％減

連結目標
'03年度比
8％減
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事 例 紹 介

事 例 紹 介

巡回時構内の無駄な照明・エアコンを切ります。職場内も無駄な照明・エアコンを切ります私のエコ宣言 窓に断熱シートを貼り、温調機器の省エネに努めます私のエコ宣言

テーマ 2010年度の活動結果実施事項 掲載
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PRTR（大気への）排出量
2010年度目標 2010年度実績 評価［1］
'00年度比55％減 201t '00年度比68％減 ○

PRTR対象物質低減
̶ 塗装の塗着効率向上

［1］ ○：第4次環境取り組みプラン目標達成、×：第4次環境取り組みプラン目標未達成

［1］ 基準年の数値を100とした場合の数値　
［2］ ○：第4次環境取り組みプラン目標達成、×：第4次環境取り組みプラン目標未達成

項　目

売上高当りVOC排出量
2010年度目標 2010年度実績 評価［2］
'00年度比50％減 33［1］ '00年度比67％減 ○

項　目

※1 鉛、水銀、カドミウム、六価クロム
※2 Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動登録制度）　
※3 Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）
※4 Eco-Vehicle Assessment System（トヨタ「新環境評価システム」）

̶

̶

⑧ 環境負荷物質の管理、低減活動の一層の推進
　 環境負荷物質規制4物質※1のグローバルな全廃

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P37グローバル管理体制の構築と低減活動の推進

⑩ VOC※3排出量の低減

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P39
⑫ 連結環境マネジメント強化 連結環境マネジメント強化

̶ 国内、海外拠点 ISO14001取得、審査状況
̶ 環境監査（内部環境監査、外部環境審査）
̶ 国内関係会社の取り組み（日乃出ゴム工業株式会社）
̶ 海外関係会社の取り組み（豊田合成（佛山）汽車部品有限公司）

⑬ ビジネスパートナーにおける環境マネジメントの一層の推進 調達方針の浸透推進
̶ 調達方針説明会を開催
̶ 環境負荷物質管理体制のグローバル展開

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P39

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P38

・・・・・・・・・・・・・・ P41
・・・・・・・・・ P41

・・・・・ P42
⑱ 環境情報開示と双方向コミュニケーションの充実 環境情報開示と双方向コミュニケーションの充実

̶ 「第3回次世代照明技術展 ライティングジャパン」に出展
̶ 「豊田合成レポート2011」の発行

⑰ 循環型社会構築への寄与貢献 地域社会における取り組み事例
̶ 地域清掃活動を実施
̶ 海外拠点でも積極的な社会貢献活動
̶ 工場の森づくり

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P29

・・・・・・・・ P39⑪ グローバルな事業活動における一層のCO2低減 グローバルなCO2削減実態の把握と削減計画立案推進

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P38

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P27

⑭ 環境教育の充実 体系的な環境教育の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P40

⑯ Eco-VAS※4の本格適用と定着化により、ライフサイクル環境負荷の
 着実な低減

顧客システムに基づき、資源消費と環境負荷のデータを
定期的に報告

⑲ 持続可能な発展を踏まえた環境政策への積極的な貢献と提言 日本自動車部品工業会、日本ゴム工業会等の環境政策に参画

⑮ 環境改善に寄与する新規事業の推進 環境改善に寄与する新規事業の推進事例
̶ 民生照明関係LED事業の拡大
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⑨ PRTR※2対象物質の排出量低減

VOC排出量低減
̶ インパネ表皮モールドコートの水性化
̶ ガラスランの塗装レス化

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P43
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単独生産

単独生産

◀ 開発品（タンク一体搭載仕様）

「第4次環境取り組みプラン」の製品・技術開発においては
①燃費性能の向上をめざした車両の軽量化、②クリーンエネ
ルギー車や燃料多様化への対応を推進してきました。
2010年度は、樹脂フューエルフィラパイプの軽量化、樹脂製品の
薄肉化などの技術開発により、車両の軽量化を推進しました。

車両軽量化と
クリーンエネルギーへの対応

開発・設計

豊田合成グループでは、生産性の向上と同時にエネルギー使
用量の低減によって、温暖化防止を進めてきました。2010年
度は、休日における適正なエネルギー使用の点検を行うとと
もに、「工場ムダ取り隊」を結成して、エネルギーのムダを徹底
的に排除するための対策を現地現物で実施しました。また昨
年から引き続いて各事業部の生産技術グループと情報交換
を行い、環境面をはじめとする様々な観点からの事前検討も
実施しています。

エネルギーのムダ排除と
CO2排出量の低減

生   産

車両の軽量化や多様なエネルギーへの対応を強化し、
高い生産性と物流の効率化を図り、CO2排出量の低減をめざしています。

エネルギー・温暖化防止

樹脂フューエルフィラパイプの軽量化開発・設計

売上高当りCO2排出量（指数）の推移 単独連結
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パイプを部品点数の削減と機能統合することにより軽
量化しました。
燃料タンクメーカーとの共同開発によって燃料タンクと
フィラパイプを一体化し、締結部（コネクター）を削減し
アース回路に導電性樹脂を使用することで、部品点数を
最小限に抑え、約15％の軽量化を図りました。さらに小
径チューブを蛇腹形状にしてフレキシブル性を持たせる
ことで曲げ工程を減らしました。

加硫槽のコンパクト化生　産

ウェザストリップ製造工程において、加熱するオーブンをコ
ンパクトにすることで、CO2排出量を30％低減しました。
断面積を従来の2分の1以下にし、内部の風速を2倍以上
にアップすることで熱効率を向上させ、加硫時間を短縮。
これにより放熱ロスの低減が図れ、廃棄物の減少にもつ
ながっています。
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60

80

（年度）
0 '03

(基準年)
'06

100

'07 '08 '10'09

71

78
単独目標
'03年度比
15％減

連結目標
'03年度比
8％減



事 例 紹 介

事 例 紹 介

35　TOYODA  GOSEI  REPORT  2011 TOYODA  GOSEI  REPORT  2011　36家庭でのゴミ分別もきっちりと行い、3R（リデュース、リユース、リサイクル）を意識した生活を心がけます私のエコ宣言早めの出発、焦らず、急がず、セーフティー運転を心掛け、エコドライブをします私のエコ宣言

50

40

30

20

10

物流拠点の新設で輸送を効率化

物流CO2低減活動の3つの柱

輸送及び積載効率を高め配車便数を少なくする活動

ルート変更や顧客近隣生産による動線短縮

CO2排出量の少ない輸送手段を追求

物流CO2排出量・売上高当り排出量（指数）の推移（単独）

※売上高当り排出量（指数）は '03 年度を100とした数値
※範囲：納入物流、工程内物流、調達物流
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※End of Life Vehicle（使用済み車両）

ELV部品リサイクルに向けた技術開発 廃棄物発生量・処理状況
重点項目 取り組み方策

・新規再生処理技術（高品質マテリアルリサイクル）
・複合素材分離技術

・リサイクル材用途開発
・ELV部品再生処理技術

・リサイクル容易な素材､構成への変更
・解体容易な製品設計

新規リサイクル

リサイクル材の
車両搭載

リサイクルしやすい
製品設計
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ミリオンダクト成形機の
さらなる省エネ化 

生　産

エネルギー低減を目的に、以前に自社開発したミリオン
ダクト成形機をさらに改良し、エネルギーロスを抑えま
した。
サーボモータの容量最適化を図り、過剰なエネルギーを
大幅にカット。減速機を排除してモータと直結することで、
エネルギーの変換ロスを抑制し、従来機と比べて36％の
エネルギー低減を実現しました。さらにハイサイクル化で
放熱ロスを抑え、成形機自体をコンパクト・軽量にするこ
とで搬送ロスの低減にもつながっています。これにより製
造サイクルも短縮でき、生産性が40％向上しました。

金属インサート入りゴム製品の
脱硫再生条件の確立

開発・設計

脱硫再生は、これまで1種類のゴムで構成された製品を
中心に行っていました。新たにゴムと金属を分離する技
術を独自に開発し、オープニングトリムのような複数種
のゴム・樹脂と金属インサートで構成された製品の脱硫
再生を可能にしました。
まず廃材を粗粉砕することでゴムと金属を分離しやすくし
た後、磁選機で大きな金属塊を除去します。さらに粉砕と
磁選を繰り返すことにより、ゴムとの分離を実現しました。
また、複合材の脱硫用
に新システムを採用す
ることにより、生産量の
多い複合製品の脱硫
再生が可能になり、ゴ
ムのリサイクルを拡大
することができました。

HFC代替ガス化生　産

LEDチップ製造におけるサファイア基板の加工工程で、
温暖化係数の高いフッ素系のHFC（ハイドロフルオロ
カーボン）ガスを、代替ガスに切り替えて温室効果ガスを
低減する技術を確立し、量産を開始しました。
今後はフッ素系ガスの切り替えを順次進め、2015年に
はCO2換算で95％の使用量を削減し、最終的には全廃
に向けて取り組んでいきます。
また、ガスの切り替えにより、加工性にも優れ、品質面の
向上にもつながりました。

輸送におけるCO2低減としては、物流動線の短縮、積載効率
の向上、生産量に応じた三現主義（現地、現物、現実）で荷量を
見極めた適正配車を推進しています。
2010年度は、みよし物流センターを新設し、各生産拠点に分
散していた小規模の物流機能を1ヵ所に集約することで、輸送
トラックの走行距離の短縮を図り、積載量のロスを低減。これ
によりトラックの稼働台数を減らすことができ、便数を約20％
削減しました。同センターの開設によって、輸送効率と積載効
率の向上が図れるため、トラックの走行距離も減り、CO2排出
量15％減を目標に進めています。また、物流体制を変更したこ
とにより、お客様への延着防止にもつながりました。
この他に、構内作業用
のフォークリフト約50
台をガソリンタイプか
らバッテリータイプに
することで、CO2排出
を抑制するとともに、
職場環境にも配慮しま
した。

物   流

リサイクル設計の考え方

当社では、リサイクルを考慮した製品設計を推進しています。
2010年度は、ゴム製品など高分子材料の再生利用の拡大を
めざして、高品質マテリアルリサイクル技術及び複合素材分
離技術の向上を推進しました。
工程内リサイクル技術をELV※部品リサイクルに応用できる
よう、技術開発を重ねています。

開発・設計

排出物・廃棄物の低減

生産拠点における資源循環の取り組みとして、「埋立廃棄物」「焼
却廃棄物」「排出物量」の3つの低減活動を推進しています。
埋立廃棄物は、2002年12月に直接埋立廃棄物ゼロを達成し
て以来、2010年度現在も継続しています。
排出物量低減については、金属インサート入りゴム製品の脱
硫再生や樹脂屑のリペレット化の拡大により、売上高当り排出
物量を2003年度比36％減に改善しました。

生　産
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エネルギー変換ロス過剰スペック 放熱ロス
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・コンパクト化、軽量化
・加減速時間の最適化

・減速機レス（モータ直結）
・油圧源モータ効率UP
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・サーボモータ容量最適化

'10
HFC

'15
代替ガス

温
室
効
果
ガ
ス
使
用
量（
万t
 

－

CO2
）

消
費
エ
ネ
ル
ギ
ー

95％削減

A工程
B工程
C工程
D工程
E工程

76

11,280

'03
(基準年)

'06 '10'07 '08 '09

13,403

事
業
報
告

経
営
報
告

社
会
報
告

環
境
報
告

財
務
報
告

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

廃
　材

粗
粉
砕

磁
　選

粉
　砕

磁
　選

（
T
G
オ
リ
ジ
ナ
ル
）

再
生
ゴ
ム

単独連結

連結・
単独目標
'03年度比
5％減

'03年度比
25％減（ ）

リサイクル設計と生産拠点の各低減活動を通じて、資源循環型社会に貢献します。
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CO2排出量の少ない輸送手段を追求
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売
上
高
当
り
排
出
量（
指
数
）

10,000

0

20,000

排
出
量（
t

－

CO2
）

80

0

100

（年度）

（年度）

1

2

3

※End of Life Vehicle（使用済み車両）

ELV部品リサイクルに向けた技術開発 廃棄物発生量・処理状況
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・新規再生処理技術（高品質マテリアルリサイクル）
・複合素材分離技術

・リサイクル材用途開発
・ELV部品再生処理技術
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・解体容易な製品設計
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エネルギー低減を目的に、以前に自社開発したミリオン
ダクト成形機をさらに改良し、エネルギーロスを抑えま
した。
サーボモータの容量最適化を図り、過剰なエネルギーを
大幅にカット。減速機を排除してモータと直結することで、
エネルギーの変換ロスを抑制し、従来機と比べて36％の
エネルギー低減を実現しました。さらにハイサイクル化で
放熱ロスを抑え、成形機自体をコンパクト・軽量にするこ
とで搬送ロスの低減にもつながっています。これにより製
造サイクルも短縮でき、生産性が40％向上しました。

金属インサート入りゴム製品の
脱硫再生条件の確立
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中心に行っていました。新たにゴムと金属を分離する技
術を独自に開発し、オープニングトリムのような複数種
のゴム・樹脂と金属インサートで構成された製品の脱硫
再生を可能にしました。
まず廃材を粗粉砕することでゴムと金属を分離しやすくし
た後、磁選機で大きな金属塊を除去します。さらに粉砕と
磁選を繰り返すことにより、ゴムとの分離を実現しました。
また、複合材の脱硫用
に新システムを採用す
ることにより、生産量の
多い複合製品の脱硫
再生が可能になり、ゴ
ムのリサイクルを拡大
することができました。

HFC代替ガス化生　産

LEDチップ製造におけるサファイア基板の加工工程で、
温暖化係数の高いフッ素系のHFC（ハイドロフルオロ
カーボン）ガスを、代替ガスに切り替えて温室効果ガスを
低減する技術を確立し、量産を開始しました。
今後はフッ素系ガスの切り替えを順次進め、2015年に
はCO2換算で95％の使用量を削減し、最終的には全廃
に向けて取り組んでいきます。
また、ガスの切り替えにより、加工性にも優れ、品質面の
向上にもつながりました。

輸送におけるCO2低減としては、物流動線の短縮、積載効率
の向上、生産量に応じた三現主義（現地、現物、現実）で荷量を
見極めた適正配車を推進しています。
2010年度は、みよし物流センターを新設し、各生産拠点に分
散していた小規模の物流機能を1ヵ所に集約することで、輸送
トラックの走行距離の短縮を図り、積載量のロスを低減。これ
によりトラックの稼働台数を減らすことができ、便数を約20％
削減しました。同センターの開設によって、輸送効率と積載効
率の向上が図れるため、トラックの走行距離も減り、CO2排出
量15％減を目標に進めています。また、物流体制を変更したこ
とにより、お客様への延着防止にもつながりました。
この他に、構内作業用
のフォークリフト約50
台をガソリンタイプか
らバッテリータイプに
することで、CO2排出
を抑制するとともに、
職場環境にも配慮しま
した。

物   流

リサイクル設計の考え方

当社では、リサイクルを考慮した製品設計を推進しています。
2010年度は、ゴム製品など高分子材料の再生利用の拡大を
めざして、高品質マテリアルリサイクル技術及び複合素材分
離技術の向上を推進しました。
工程内リサイクル技術をELV※部品リサイクルに応用できる
よう、技術開発を重ねています。

開発・設計

排出物・廃棄物の低減

生産拠点における資源循環の取り組みとして、「埋立廃棄物」「焼
却廃棄物」「排出物量」の3つの低減活動を推進しています。
埋立廃棄物は、2002年12月に直接埋立廃棄物ゼロを達成し
て以来、2010年度現在も継続しています。
排出物量低減については、金属インサート入りゴム製品の脱
硫再生や樹脂屑のリペレット化の拡大により、売上高当り排出
物量を2003年度比36％減に改善しました。
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エネルギー変換ロス過剰スペック 放熱ロス
搬送ロス 必要エネルギー

36％
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・ハイサイクル化

・コンパクト化、軽量化
・加減速時間の最適化

・減速機レス（モータ直結）
・油圧源モータ効率UP
 （インバータモータ→サーボモータ）

・サーボモータ容量最適化
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リサイクル設計と生産拠点の各低減活動を通じて、資源循環型社会に貢献します。

資源循環

単独目標
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自宅の照明をLEDに交換し消費電力を抑えます私のエコ宣言

通い箱※1の適正管理を推進

製品輸送時の通い箱に使用している使い捨ての梱包材は、通
い箱の汚れ防止の推進により、使用量を低減してきました。
通い箱の洗浄、清掃を全工場で実施したことに加えて、みよし
物流センターに専用の洗浄乾燥機を設置し、協力会社が使用
する通い箱の汚れ防止も行いました。これにより箱の底に敷
く汚れ防止の紙など、使い捨て梱包材を低減しています。当
社では毎年チャレンジ目標を設定し、最終目標の使い捨て梱
包材「ゼロ」をめざしています。
また、みよし物流センターの洗浄乾燥機で使用する水は再利
用できるように循環型にし、水の排出量も抑制しています。
※1 部品や製品などの輸送に反復して使用する箱

物   流

売
上
高
当
り
使
用
量（
指
数
）

※売上高当り使用量（指数）は'03年度を100とした数値
※範囲：納入物流、工程内物流、調達物流
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製品梱包包装材の使用量・
売上高当り使用量（指数）の推移（単独）
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環境負荷物質削減への取り組み

主要対策物質（用途）

（ゴム加硫剤）

（PVC※3安定剤、滑剤）

（加硫接着剤）

（カチオン電着塗料）

（はんだ）

'98 全廃

'01 全廃

'02 全廃

'04 全廃

新規部品は鉛フリーはんだ展開中

'07 全廃

使用削減

新規使用禁止

顧客自主規制対応

六価クロム

法規制対応

鉛
化
合
物

PVC

環境ホルモン：内分泌攪乱物質

車室内VOC（塗料・接着剤）

自主規制対応

区分 対策状況

PRTR 対象物質の排出・
移動状況 （’10年度実績） リサイクル

6.2
（単位：t ）
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※4 Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動登録制度）

※2 Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）
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※売上高当り排出量（指数）は’00年度を100とした数値

※3 Polyvinyl Chloride（ポリ塩化ビニル）

スマートフォン筐体の不良低減生　産

スマートフォンの筐体製造で、筐体を構成するカバーリ
アの底面に穴を空ける工程を、金型成形によって行うこ
とで、不良低減を図りました。
複雑な形状をした筐体は、通常では成形後にピン穴を空
ける後加工を要しますが、2段スライド式の金型成形を
採用したことで、後加工が不要となりました。これにより、

従来の後加工時に発生して
いた表面のキズや汚れによ
る不良品の発生を20％低減
し、生産性の向上にもつな
がりました。

単独目標
'03年度比
15％減

単独目標
'00年度比
50％減

単独目標
'03年度比
10％減

当社は、グローバル企業として各国の規制情報入手に努力
し、海外の関係会社と連携して、様々な規制に対応していま
す。環境負荷物質に対する規制は年々厳しくなっており、新
たに規制を設ける国も増加しています。
こうした中で、2010年度は、欧州連合（EU）、中国など各国

環境負荷物質の低減と
グローバル対応

開発・設計 で実施された規制や法改正への対応を図りました。また、
将来的な規制強化に対する準備を進め、グローバルに環境
負荷物質の管理体制の構築を推進しています。
さらに、自動車工業会の自主規制に応じて、車室内の
VOC※2低減に取り組み、内装部品にVOC成分を含まない
接着剤や水系塗料を採用するなど、使用材料・製造工程の
見直しを継続しています。

生産工程では、洗浄シンナーの使用量低減や塗装ガン清掃時の
洗浄シンナー回収、ガラスランの塗装レス化などにより、PRTR※4

やVOCの対象物質であるトルエンやキシレンなどの環境負荷
物質の低減を図っています。また、生産環境分科会の下部組織
であるVOC低減ワーキンググループを中心に、事業部間で情
報交換や好事例紹介などを行い低減に結びつけています。
2010年度は第5次取り組みプラン策定に当り、このワーキン
ググループのメンバーを中心に、生産現場で実際に作業内容
を確認し、環境負荷物質低減に向けた改善テーマやアイディア
の発掘を図りました。
また、当社のVOC低減の取り組み事例は、愛知県の県内事業
者向けの発刊物に掲載されました。

生産工程での環境負荷物質低減と
現地現物による改善テーマの発掘

生　産

インパネ表皮モールドコートの水性化生　産

当社では、VOCをほとんど含まない水系エマルジョン型
モールドコートを採用し、VOCの使用を抑制してい
ます。
自動車のインストルメントパネル（インパネ）は、表皮・
フォームにウレタン材を使用していますが、劣化を防い
で耐光性を向上させるために表皮面にモールドコートで
コーティング処理を行います。モールドコートには、VOC
を含んだラッカーを使用するケースが多くありますが、
新規に受注したイ
ンパネにモールド
コートを施す製品
については、水系
タイプのみを使
用しています。

400

0
水系モールドコート

800
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）

一般溶剤系モールドコート

▲インパネ表皮の断面図

モールドコート

表皮材

ウレタン
フォーム層
基材

スマートフォン 筐体
【XperiaTM（エクスペリア）】

世界的に規制が強化される環境負荷物質に適切に対応し、
使用材料・製造工程の見直しを図っています。

環境負荷物質

400

PRTR対象物質排出量の推移（単独）
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55％減

38

201

筐体

金型

ピン

①ピンを抜いてから… ②金型がはずれる

雨水を溜めて、野菜、花などの水やりを行ったり、夏場は、夕方アスファルトに水をまき、路面温度を下げ過ごしやすくします私のエコ宣言
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自宅の照明をLEDに交換し消費電力を抑えます私のエコ宣言

通い箱※1の適正管理を推進

製品輸送時の通い箱に使用している使い捨ての梱包材は、通
い箱の汚れ防止の推進により、使用量を低減してきました。
通い箱の洗浄、清掃を全工場で実施したことに加えて、みよし
物流センターに専用の洗浄乾燥機を設置し、協力会社が使用
する通い箱の汚れ防止も行いました。これにより箱の底に敷
く汚れ防止の紙など、使い捨て梱包材を低減しています。当
社では毎年チャレンジ目標を設定し、最終目標の使い捨て梱
包材「ゼロ」をめざしています。
また、みよし物流センターの洗浄乾燥機で使用する水は再利
用できるように循環型にし、水の排出量も抑制しています。
※1 部品や製品などの輸送に反復して使用する箱

物   流

売
上
高
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使
用
量（
指
数
）

※売上高当り使用量（指数）は'03年度を100とした数値
※範囲：納入物流、工程内物流、調達物流
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製品梱包包装材の使用量・
売上高当り使用量（指数）の推移（単独）

（年度）
0

'03
(基準年)

'06 '10

300

'07

使
用
量（
t
）

'08

50

0

100
235

100

'09

環境負荷物質削減への取り組み

主要対策物質（用途）

（ゴム加硫剤）

（PVC※3安定剤、滑剤）
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※4 Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動登録制度）

※2 Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）
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※3 Polyvinyl Chloride（ポリ塩化ビニル）

スマートフォン筐体の不良低減生　産

スマートフォンの筐体製造で、筐体を構成するカバーリ
アの底面に穴を空ける工程を、金型成形によって行うこ
とで、不良低減を図りました。
複雑な形状をした筐体は、通常では成形後にピン穴を空
ける後加工を要しますが、2段スライド式の金型成形を
採用したことで、後加工が不要となりました。これにより、

従来の後加工時に発生して
いた表面のキズや汚れによ
る不良品の発生を20％低減
し、生産性の向上にもつな
がりました。

単独目標
'03年度比
15％減
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50％減
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当社は、グローバル企業として各国の規制情報入手に努力
し、海外の関係会社と連携して、様々な規制に対応していま
す。環境負荷物質に対する規制は年々厳しくなっており、新
たに規制を設ける国も増加しています。
こうした中で、2010年度は、欧州連合（EU）、中国など各国

環境負荷物質の低減と
グローバル対応

開発・設計 で実施された規制や法改正への対応を図りました。また、
将来的な規制強化に対する準備を進め、グローバルに環境
負荷物質の管理体制の構築を推進しています。
さらに、自動車工業会の自主規制に応じて、車室内の
VOC※2低減に取り組み、内装部品にVOC成分を含まない
接着剤や水系塗料を採用するなど、使用材料・製造工程の
見直しを継続しています。

生産工程では、洗浄シンナーの使用量低減や塗装ガン清掃時の
洗浄シンナー回収、ガラスランの塗装レス化などにより、PRTR※4

やVOCの対象物質であるトルエンやキシレンなどの環境負荷
物質の低減を図っています。また、生産環境分科会の下部組織
であるVOC低減ワーキンググループを中心に、事業部間で情
報交換や好事例紹介などを行い低減に結びつけています。
2010年度は第5次取り組みプラン策定に当り、このワーキン
ググループのメンバーを中心に、生産現場で実際に作業内容
を確認し、環境負荷物質低減に向けた改善テーマやアイディア
の発掘を図りました。
また、当社のVOC低減の取り組み事例は、愛知県の県内事業
者向けの発刊物に掲載されました。

生産工程での環境負荷物質低減と
現地現物による改善テーマの発掘

生　産

インパネ表皮モールドコートの水性化生　産

当社では、VOCをほとんど含まない水系エマルジョン型
モールドコートを採用し、VOCの使用を抑制してい
ます。
自動車のインストルメントパネル（インパネ）は、表皮・
フォームにウレタン材を使用していますが、劣化を防い
で耐光性を向上させるために表皮面にモールドコートで
コーティング処理を行います。モールドコートには、VOC
を含んだラッカーを使用するケースが多くありますが、
新規に受注したイ
ンパネにモールド
コートを施す製品
については、水系
タイプのみを使
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スマートフォン 筐体
【XperiaTM（エクスペリア）】

世界的に規制が強化される環境負荷物質に適切に対応し、
使用材料・製造工程の見直しを図っています。
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①ピンを抜いてから… ②金型がはずれる

雨水を溜めて、野菜、花などの水やりを行ったり、夏場は、夕方アスファルトに水をまき、路面温度を下げ過ごしやすくします私のエコ宣言
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布団の中で枕元照明を使った就寝前の30分読書を止め、30分早起き読書に切り替えます私のエコ宣言 近くは自動車でなく、徒歩か自転車で！！ガソリンではなくカロリーを燃やしてエコします私のエコ宣言

関係会社

豊田合成グループ全体で
環境教育を推進

環境連結対象

● ISO14001取得済
 　新会社、主力工場については稼働3年目を目処にISO14001取得

国内関係会社

豊田合成

海外関係会社

● 一榮工業㈱　　　● 日乃出ゴム工業㈱　
● 豊田合成インテリア・マニュファクチュアリング㈱
● 海洋ゴム㈱　　　● ティージーオプシード㈱
● 豊信合成㈱

● 春日工場
● 西溝口工場
　 岩手工場
● 瀬戸工場

● 森町工場
● 平和町工場
　 神奈川工場
● 福岡工場

● 稲沢工場
● 尾西工場
● 北九州工場
● 佐賀工場

■ 北米
 ● TG Missouri Corporation
 ● TG Kentucky, LLC
 ● TG Automotive Sealing Kentucky, LLC
 ● TG Fluid Systems USA Corporation
 ● Toyoda Gosei Texas, LLC
 ● TAPEX Mexicana S.A. DE C.V.
 ● Waterville TG Inc.
 ● TG Minto Corporation
 ● Toyoda Gosei Automotive Sealing Mexico S.A DE C.V.

■ 豪亜
 ● Toyoda Gosei （Thailand） Co., Ltd.
 ● Toyoda Gosei Rubber （Thailand） Co., Ltd.
 ● Toyoda Gosei Haiphong Co., Ltd.
 ● TG Kirloskar Automotive Pvt. Ltd.
 ● P. T. Toyoda Gosei Safety Systems Indonesia
 ● 豊裕股份分有限公司
 ● 台裕橡膠工業股份有限公司
 ● Toyoda Gosei Australia （Pty） Ltd.
　 ● 天津豊田合成有限公司
　 ● 天津星光橡塑有限公司
　 ● 豊田合成（張家港）科技有限公司
　 ● 豊田合成（張家港）塑料製品有限公司
　 ● 豊田合成（佛山）橡塑有限公司
　 ● 豊田合成（佛山）汽車部品有限公司
　 ● 福州福裕橡塑工業有限公司
 ● 豊田合成（天津）精密製品有限公司

■ 欧州・アフリカ
　 　 Toyoda Gosei UK Ltd.
 ● Toyoda Gosei Czech, s.r.o.
 　 Toyoda Gosei South Africa （Pty） Ltd.

森町工場 外部環境審査

日乃出ゴム工業（株） 内部環境監査

環境キャラクター
エコガエル

豊田合成グループ環境教育体系

国内
豊田合成

海外

全社共通

ISO14001
関連

新任管理者教育

対象者

海外赴任者教育

環境キーマン教育

環境関係資格取得

新入社員教育

環境月間啓発活動

環境スタッフ教育

内部監査員レベルアップ教育

内部監査員登録教育

管理監督者教育

環境重要業務従事者教育

一般従業員教育

トライ実施時、成形しない時間は成形機の油圧ポンプを
必ず停止させます。また、油漏れがある場合、管理者に連
絡します。

※銀・銅賞受賞者のエコ宣言は、P32～40のページ下に記載

社内報

Times3月号P1-2

環境ポスター

豊田合成グループで環境活動を強化

豊田合成グループ全体で環境管理と環境負荷の低減活動を
積極的に推進しています。
グループ各社の環境データを、国内関係会社は2001年度か
ら、海外関係会社は2004年度から集計し、その環境データ
（CO2排出量、排出物量）を基に、2010年までの豊田合成グ
ループ目標を掲げ着実に実践してきました。その結果、目標
を達成することができ、さらに第5次環境取り組みプランの目
標達成に向け、計画を立案し、諸活動を推進しています。

環境監査を実施

当社の内部環境監査は、監査の対象事業所以外のメンバー
で構成したチームで実施しています。また、豊田合成グルー
プでは、社外の審査登録機関である一般財団法人日本品質
保証機構（JQA）に審査を依頼して、環境マネジメントシステ
ムがISO14001（2004年度版）に従い適正に運営が実施さ
れているかを確認しています。
2010年度においても当社及び関係会社への指摘はなく、適
正な運営がなされていることが実証されています。

海外関係会社の環境管理体制を整備

当社では、国内外の環境管理レベルの統一化を図るために、
「グローバルEMS（環境マネジメントシステム）」を策定し､海
外関係会社の環境管理体制のレベルアップや情報共有､順法
管理を着実に実施しています｡
特に、環境法規制及び取り締まりが強化されている中国の環
境管理体制の徹底を図るため、2009年度から中国生産拠点
の現地実態調査･環境課題抽出及び各拠点長との意見交換
を行っています。
また、管理体制強化の一環として、2010年度より中国地区の
環境統括を開始しました｡

環境啓発活動を展開

豊田合成グループの従業員に対して、自然破壊や環境汚染な
どの環境問題をはじめ、生産活動に伴う環境への影響、環境
法令の順守などに関する教育を行っています。

金賞受賞者のエコ宣言

昨年に引き続き実施した「私のエコ宣言」では、全従業員自ら
がエコライフ、エコワークを考えて宣言し、活動後に宣言どお
りできたかを自己評価し、効果が高くて横展開ができるエコ
宣言を実践した従業員10名を「優秀エコ宣言賞」として表彰
しました。
これと同時に当社オリジナルの環境ポスターと環境キャラク
ターを全従業員から募集し、環境ポスターの優秀賞4点、環境
キャラクターの最優秀賞1点を決定しました。環境ポスターは、
名古屋市で開催されたCOP10の開催や省エネ月間などに合
わせて社内に掲示。環境キャラク
ターは、社内報などでエコ活動の紹
介役として掲載し、環境意識を視覚
で訴えるようにしました。この他、
毎年7月に実施されるエコ検定を
14名の従業員が受検しました。

環境意識の啓発活動として、従業員一人ひとりが環境意識を
しっかり持てるように、参加型の取り組みを中心とした活動を
展開しています。

2010年度は、6月の環境月間に合わせて、現地での順法点
検、ポスターの掲示などを実施するとともに、社内報に環境意
識の高揚を図る記事や環境に関する情報を掲載し、一層の啓
発を行いました。

豊田合成グループ全社が連携して、
環境管理の徹底と環境負荷の低減を推進しています。

環境経営

従業員参加により一人ひとりの環境意識を向上

環境月間以外にも10～12月の3ヵ月間を「エコ活動強化キャ
ンペーン」として展開し、従業員からエコ提案を募集しました。
製造・技術・事務の3ブロック合わせて483件の応募があり、
各ブロックで3つの優秀提案を決定しました。またエコ提案の
提案率が高かった職場を優秀職場として表彰しました。
2月には政府・経済産業省が提唱する省エネルギー月間に合
わせて、省エネ実践状況の調査や「工場ムダ取り隊」を結成
し、全事業所を対象にムダの徹底排除を図りました。また、従
業員から省エネに関する創意工夫提案を募集し、有効な提案
は全社に横展開するとともに、優秀提案として表彰しました。

エコ活動や省エネ月間で
環境への取り組みをさらに推進
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布団の中で枕元照明を使った就寝前の30分読書を止め、30分早起き読書に切り替えます私のエコ宣言 近くは自動車でなく、徒歩か自転車で！！ガソリンではなくカロリーを燃やしてエコします私のエコ宣言

関係会社

豊田合成グループ全体で
環境教育を推進

環境連結対象

● ISO14001取得済
 　新会社、主力工場については稼働3年目を目処にISO14001取得

国内関係会社

豊田合成

海外関係会社

● 一榮工業㈱　　　● 日乃出ゴム工業㈱　
● 豊田合成インテリア・マニュファクチュアリング㈱
● 海洋ゴム㈱　　　● ティージーオプシード㈱
● 豊信合成㈱

● 春日工場
● 西溝口工場
　 岩手工場
● 瀬戸工場

● 森町工場
● 平和町工場
　 神奈川工場
● 福岡工場

● 稲沢工場
● 尾西工場
● 北九州工場
● 佐賀工場

■ 北米
 ● TG Missouri Corporation
 ● TG Kentucky, LLC
 ● TG Automotive Sealing Kentucky, LLC
 ● TG Fluid Systems USA Corporation
 ● Toyoda Gosei Texas, LLC
 ● TAPEX Mexicana S.A. DE C.V.
 ● Waterville TG Inc.
 ● TG Minto Corporation
 ● Toyoda Gosei Automotive Sealing Mexico S.A DE C.V.

■ 豪亜
 ● Toyoda Gosei （Thailand） Co., Ltd.
 ● Toyoda Gosei Rubber （Thailand） Co., Ltd.
 ● Toyoda Gosei Haiphong Co., Ltd.
 ● TG Kirloskar Automotive Pvt. Ltd.
 ● P. T. Toyoda Gosei Safety Systems Indonesia
 ● 豊裕股份分有限公司
 ● 台裕橡膠工業股份有限公司
 ● Toyoda Gosei Australia （Pty） Ltd.
　 ● 天津豊田合成有限公司
　 ● 天津星光橡塑有限公司
　 ● 豊田合成（張家港）科技有限公司
　 ● 豊田合成（張家港）塑料製品有限公司
　 ● 豊田合成（佛山）橡塑有限公司
　 ● 豊田合成（佛山）汽車部品有限公司
　 ● 福州福裕橡塑工業有限公司
 ● 豊田合成（天津）精密製品有限公司

■ 欧州・アフリカ
　 　 Toyoda Gosei UK Ltd.
 ● Toyoda Gosei Czech, s.r.o.
 　 Toyoda Gosei South Africa （Pty） Ltd.

森町工場 外部環境審査

日乃出ゴム工業（株） 内部環境監査

環境キャラクター
エコガエル

豊田合成グループ環境教育体系

国内
豊田合成

海外

全社共通

ISO14001
関連

新任管理者教育

対象者

海外赴任者教育

環境キーマン教育

環境関係資格取得

新入社員教育

環境月間啓発活動

環境スタッフ教育

内部監査員レベルアップ教育

内部監査員登録教育

管理監督者教育

環境重要業務従事者教育

一般従業員教育

トライ実施時、成形しない時間は成形機の油圧ポンプを
必ず停止させます。また、油漏れがある場合、管理者に連
絡します。

※銀・銅賞受賞者のエコ宣言は、P32～40のページ下に記載

社内報

Times3月号P1-2

環境ポスター

豊田合成グループで環境活動を強化

豊田合成グループ全体で環境管理と環境負荷の低減活動を
積極的に推進しています。
グループ各社の環境データを、国内関係会社は2001年度か
ら、海外関係会社は2004年度から集計し、その環境データ
（CO2排出量、排出物量）を基に、2010年までの豊田合成グ
ループ目標を掲げ着実に実践してきました。その結果、目標
を達成することができ、さらに第5次環境取り組みプランの目
標達成に向け、計画を立案し、諸活動を推進しています。

環境監査を実施

当社の内部環境監査は、監査の対象事業所以外のメンバー
で構成したチームで実施しています。また、豊田合成グルー
プでは、社外の審査登録機関である一般財団法人日本品質
保証機構（JQA）に審査を依頼して、環境マネジメントシステ
ムがISO14001（2004年度版）に従い適正に運営が実施さ
れているかを確認しています。
2010年度においても当社及び関係会社への指摘はなく、適
正な運営がなされていることが実証されています。

海外関係会社の環境管理体制を整備

当社では、国内外の環境管理レベルの統一化を図るために、
「グローバルEMS（環境マネジメントシステム）」を策定し､海
外関係会社の環境管理体制のレベルアップや情報共有､順法
管理を着実に実施しています｡
特に、環境法規制及び取り締まりが強化されている中国の環
境管理体制の徹底を図るため、2009年度から中国生産拠点
の現地実態調査･環境課題抽出及び各拠点長との意見交換
を行っています。
また、管理体制強化の一環として、2010年度より中国地区の
環境統括を開始しました｡

環境啓発活動を展開

豊田合成グループの従業員に対して、自然破壊や環境汚染な
どの環境問題をはじめ、生産活動に伴う環境への影響、環境
法令の順守などに関する教育を行っています。

金賞受賞者のエコ宣言

昨年に引き続き実施した「私のエコ宣言」では、全従業員自ら
がエコライフ、エコワークを考えて宣言し、活動後に宣言どお
りできたかを自己評価し、効果が高くて横展開ができるエコ
宣言を実践した従業員10名を「優秀エコ宣言賞」として表彰
しました。
これと同時に当社オリジナルの環境ポスターと環境キャラク
ターを全従業員から募集し、環境ポスターの優秀賞4点、環境
キャラクターの最優秀賞1点を決定しました。環境ポスターは、
名古屋市で開催されたCOP10の開催や省エネ月間などに合
わせて社内に掲示。環境キャラク
ターは、社内報などでエコ活動の紹
介役として掲載し、環境意識を視覚
で訴えるようにしました。この他、
毎年7月に実施されるエコ検定を
14名の従業員が受検しました。

環境意識の啓発活動として、従業員一人ひとりが環境意識を
しっかり持てるように、参加型の取り組みを中心とした活動を
展開しています。

2010年度は、6月の環境月間に合わせて、現地での順法点
検、ポスターの掲示などを実施するとともに、社内報に環境意
識の高揚を図る記事や環境に関する情報を掲載し、一層の啓
発を行いました。

豊田合成グループ全社が連携して、
環境管理の徹底と環境負荷の低減を推進しています。

環境経営

従業員参加により一人ひとりの環境意識を向上

環境月間以外にも10～12月の3ヵ月間を「エコ活動強化キャ
ンペーン」として展開し、従業員からエコ提案を募集しました。
製造・技術・事務の3ブロック合わせて483件の応募があり、
各ブロックで3つの優秀提案を決定しました。またエコ提案の
提案率が高かった職場を優秀職場として表彰しました。
2月には政府・経済産業省が提唱する省エネルギー月間に合
わせて、省エネ実践状況の調査や「工場ムダ取り隊」を結成
し、全事業所を対象にムダの徹底排除を図りました。また、従
業員から省エネに関する創意工夫提案を募集し、有効な提案
は全社に横展開するとともに、優秀提案として表彰しました。

エコ活動や省エネ月間で
環境への取り組みをさらに推進
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イベント出展では、今年1月に開催された「第3回次世代照明
技術展 ライティングジャパン」に素子メーカーとして出展し、
LED照明の効果や将来性をPRしました。今回はブース内にオ
フィスや住宅での使用状況を表現した空間を作り、現実的な
シチュエーションでのLED照明の効果を来場者に体感できる
ように演出しました。
また、LED照明の利点を広く理解していただくために、地域貢
献活動の一環として清須市、稲沢市、一宮市にLED照明の防
犯灯を寄贈しました。通常の防犯灯と比較した場合、LED照明
は消費電力、CO2排出量の低減につながり、電球交換サイク
ルも長いため、公共設備としては環境面と経済面で大きなメ
リットが考えられます。
こうした照明器具をはじめ、
様々な分野でLEDの利用は拡
大しています。当社では市場
ニーズを的確に捉え、技術開
発を進めてLED製品のさらな
る普及に取り組んでいきます。 LED防犯灯

（株）デンソー様 東京支社社屋

ライティングジャパン

トヨタホーム（株）様 栄ショールーム

LED照明を設置した個人住宅

日乃出ゴム工業株式会社

530活動

厳しい自主規制値で環境保全を推進
自動車用ゴム部品の製造、加工、販売をしている日乃出ゴム工業（株）は、四日市市と住
民協定を締結し、水質・大気・騒音の3項目について市や県の制定基準より厳しい自主規
制値を設定しており、その取り組み結果を市に定期的に報告しています。
環境保全と社会貢献活動の両面から530（ゴミゼロ）活動として、3ヵ月に1回工場周辺
の清掃活動を実施しており、毎回従業員が自主参加してゴミ拾いなどを行っています。
生産工程では、コジェネレーションシステムを導入して排熱利用を推進している他、工場
内の騒音対策に力を入れており、金型の新しい表面処理により滑り抵抗を少なくする技
術を開発するなど、騒音抑制に効果を上げています。また、長期間使用していない金型
は専門部署で「復元」し、製品品質の維持を図るとともに廃棄物の低減を推進していま
す。金型付帯設備では、冷水循環機の配管に切替弁を追加することにより、金型冷却時
にポンプを停止することが可能となり、年間約32t-CO2の省エネ効果に貢献しています。

※Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）
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省エネへの取り組みに高評価を得る
中国南部、広州市南西の佛山市順徳区にある豊田合成（佛山）汽車部品有限公司（佛山
TGP）は、電力の供給不足という国内事情に対して、電気を中心とした省エネ活動を重点
に取り組んでいます。樹脂成形や塗装は多くの電気を使用するため、成形機のモータに
インバータを設置するなど設備の工夫と管理徹底により、使用電力15％減という目標値
を上回る17％減で生産を行っています。樹脂のリサイクルにも積極的に取り組み、再生
機を追加することで、従来は困難だった樹脂材料の再生を可能にし、リサイクル率を
70％から81％に引き上げました。また塗着効率を高めることで、VOC※含有溶剤の使用
量を16％低減しました。こうした環境活動は現地で高く評価されており、特に省エネへ
の取り組みには高い関心が寄せられています。その結果、省エネ推進、環境汚染防止優
良企業として認められ、これまで多くの企業代表者や政府関係者が見学に訪れています。
また、従業員と良好な協調関係を築いたことで、市から労使関係優良模範企業表彰を受
け、労使政策や企業文化などがテレビや新聞で紹介されました。順徳区体育大会の積極
参加で表彰されたことを機に、地域とのふれあいと社内のスポーツ振興の支援にも力を
入れています。

関係会社の取り組み事例紹介

佛山市から労使関係優良模範企業表彰

工場周辺清掃

環境製品として期待される
LED製品の普及を推進

省電力、長寿命、CO2排出量の抑制など環境効果が高いLED
製品は、様々な分野で注目されています。当社では、LED製品
をチップから器具まで一貫して開発・生産を行い、普及に取り
組んでいます。これまでは、工場や商業施設の照明など長時
間使用する製品が主体でしたが、家庭用照明など短時間で使
用する分野にも展開し、LED製品への認識向上を進めてい
ます。

2010年度は、LED照明の普及を店舗やオフィスから個人宅
まで幅広く手がけるとともに、イベント出展で当社LEDの技
術力や製品を紹介しました。
オフィス用としては、（株）デンソー様から東京支社社屋の新
築に伴う照明全般をLEDにというご要望を受けて、対応して
きた結果、当社のLED製品が採用されました。これにより照明
だけでも年間電力消費量は36％低減でき、電気料金や電球
の取り替え費用などを含めたコスト削減が見込まれていま
す。トヨタホーム（株）様には、本社ビル1階ショールームのダ
ウンライトをLED照明へ変更することを提案し採用されまし
た。従来のハロゲン照明と比較して消費電力は約10分の1と
大幅な低減を可能にしました。

店舗やオフィスから一般家庭までLED照明を提案

イベント出展や公共設備での利用を推進

また、個人向けでは、当社従業員宅の新築住宅の照明を全て
LEDにする提案をし、モニタリングを兼ねてLED照明を設置
しました。家庭用を考慮して交換の容易な電球型とし、明るさ
も蛍光灯と同等の照度を確保しました。蛍光灯が冬場など低
温での立ち上がりが遅いのに対し、LED照明は瞬時に発光し
て明るさを確保できることから快適に使用できます。また、電
球交換のサイクルが長いので、取り替えの煩わしさが低減で
き、消費電力も蛍光灯に比べ40％低減できます。
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イベント出展では、今年1月に開催された「第3回次世代照明
技術展 ライティングジャパン」に素子メーカーとして出展し、
LED照明の効果や将来性をPRしました。今回はブース内にオ
フィスや住宅での使用状況を表現した空間を作り、現実的な
シチュエーションでのLED照明の効果を来場者に体感できる
ように演出しました。
また、LED照明の利点を広く理解していただくために、地域貢
献活動の一環として清須市、稲沢市、一宮市にLED照明の防
犯灯を寄贈しました。通常の防犯灯と比較した場合、LED照明
は消費電力、CO2排出量の低減につながり、電球交換サイク
ルも長いため、公共設備としては環境面と経済面で大きなメ
リットが考えられます。
こうした照明器具をはじめ、
様々な分野でLEDの利用は拡
大しています。当社では市場
ニーズを的確に捉え、技術開
発を進めてLED製品のさらな
る普及に取り組んでいきます。 LED防犯灯

（株）デンソー様 東京支社社屋

ライティングジャパン

トヨタホーム（株）様 栄ショールーム

LED照明を設置した個人住宅

日乃出ゴム工業株式会社

530活動

厳しい自主規制値で環境保全を推進
自動車用ゴム部品の製造、加工、販売をしている日乃出ゴム工業（株）は、四日市市と住
民協定を締結し、水質・大気・騒音の3項目について市や県の制定基準より厳しい自主規
制値を設定しており、その取り組み結果を市に定期的に報告しています。
環境保全と社会貢献活動の両面から530（ゴミゼロ）活動として、3ヵ月に1回工場周辺
の清掃活動を実施しており、毎回従業員が自主参加してゴミ拾いなどを行っています。
生産工程では、コジェネレーションシステムを導入して排熱利用を推進している他、工場
内の騒音対策に力を入れており、金型の新しい表面処理により滑り抵抗を少なくする技
術を開発するなど、騒音抑制に効果を上げています。また、長期間使用していない金型
は専門部署で「復元」し、製品品質の維持を図るとともに廃棄物の低減を推進していま
す。金型付帯設備では、冷水循環機の配管に切替弁を追加することにより、金型冷却時
にポンプを停止することが可能となり、年間約32t-CO2の省エネ効果に貢献しています。

※Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）
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● 資 本 金／4億7,360万円 ● OSHMS認証取得／2008年4月 
● 事業内容／自動車用ゴム部品の製造、加工、販売 
 

● 所 在 地／Shunde, Foshan City, Guangdong Province, 528333, China 
● 設 　 立／2004年10月（平成16年） ● 事業内容／内外装部品の製造
● 資 本 金／156百万人民元 ● ISO14001認証取得／2008年4月   

省エネへの取り組みに高評価を得る
中国南部、広州市南西の佛山市順徳区にある豊田合成（佛山）汽車部品有限公司（佛山
TGP）は、電力の供給不足という国内事情に対して、電気を中心とした省エネ活動を重点
に取り組んでいます。樹脂成形や塗装は多くの電気を使用するため、成形機のモータに
インバータを設置するなど設備の工夫と管理徹底により、使用電力15％減という目標値
を上回る17％減で生産を行っています。樹脂のリサイクルにも積極的に取り組み、再生
機を追加することで、従来は困難だった樹脂材料の再生を可能にし、リサイクル率を
70％から81％に引き上げました。また塗着効率を高めることで、VOC※含有溶剤の使用
量を16％低減しました。こうした環境活動は現地で高く評価されており、特に省エネへ
の取り組みには高い関心が寄せられています。その結果、省エネ推進、環境汚染防止優
良企業として認められ、これまで多くの企業代表者や政府関係者が見学に訪れています。
また、従業員と良好な協調関係を築いたことで、市から労使関係優良模範企業表彰を受
け、労使政策や企業文化などがテレビや新聞で紹介されました。順徳区体育大会の積極
参加で表彰されたことを機に、地域とのふれあいと社内のスポーツ振興の支援にも力を
入れています。

関係会社の取り組み事例紹介

佛山市から労使関係優良模範企業表彰

工場周辺清掃

環境製品として期待される
LED製品の普及を推進

省電力、長寿命、CO2排出量の抑制など環境効果が高いLED
製品は、様々な分野で注目されています。当社では、LED製品
をチップから器具まで一貫して開発・生産を行い、普及に取り
組んでいます。これまでは、工場や商業施設の照明など長時
間使用する製品が主体でしたが、家庭用照明など短時間で使
用する分野にも展開し、LED製品への認識向上を進めてい
ます。

2010年度は、LED照明の普及を店舗やオフィスから個人宅
まで幅広く手がけるとともに、イベント出展で当社LEDの技
術力や製品を紹介しました。
オフィス用としては、（株）デンソー様から東京支社社屋の新
築に伴う照明全般をLEDにというご要望を受けて、対応して
きた結果、当社のLED製品が採用されました。これにより照明
だけでも年間電力消費量は36％低減でき、電気料金や電球
の取り替え費用などを含めたコスト削減が見込まれていま
す。トヨタホーム（株）様には、本社ビル1階ショールームのダ
ウンライトをLED照明へ変更することを提案し採用されまし
た。従来のハロゲン照明と比較して消費電力は約10分の1と
大幅な低減を可能にしました。

店舗やオフィスから一般家庭までLED照明を提案

イベント出展や公共設備での利用を推進

また、個人向けでは、当社従業員宅の新築住宅の照明を全て
LEDにする提案をし、モニタリングを兼ねてLED照明を設置
しました。家庭用を考慮して交換の容易な電球型とし、明るさ
も蛍光灯と同等の照度を確保しました。蛍光灯が冬場など低
温での立ち上がりが遅いのに対し、LED照明は瞬時に発光し
て明るさを確保できることから快適に使用できます。また、電
球交換のサイクルが長いので、取り替えの煩わしさが低減で
き、消費電力も蛍光灯に比べ40％低減できます。
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当社は2009年の会社創立60周年を機に、「工場の森づくり」
活動を開始しました。生態系保護や地球温暖化対策に向けた
この活動は、今後10年をかけて、国内外約60拠点に約60万
本を植樹し、①工場緑化の推進、②社員の環境意識（エコマイ
ンド）の向上と全員参加による一体感の醸成、③地域の人々と
一緒に取り組むことによる地域社会との融合の3つを柱に、人
と自然が共生できる環境を、地域とともに創りあげることを目
的としています。地域の自然環境に合った樹木を苗から育て、
自然の姿に戻す「本物の森づくり」を進めています。
2009年度の平和町工場に続き、2010年度は、国内では尾西
工場、みよし物流センター。海外では海外拠点初となるTGタ
イランド、天津TGの国内外4拠点で植樹会を実施。植樹本数
は累計で約8万本、延べ参加者数は約1万名となりました。ま
た、地域の人々が参加しやすいよう、イベント的な要素を盛り
込んで楽しく植樹できるように工夫しました。近く植樹を予定
している拠点については、土づくりから植樹までのノウハウを
まとめた手順書に基づいて準備を進めています。

2010年度の環境コストは、工場の森づくり、研究開発と樹
脂材料のリペレット化や温室効果ガス低減のコストに重点が
置かれています。経済効果としては、廃材の発生源対策やリ
サイクルなどにより、排出物処理費用を低減できたほか、
ユーティリティ設備の効率化などで電力費用の低減を実現
しています。

「工場の森づくり」活動を
国内外の拠点に展開 環境コストの情報開示

有害で難分解性のPCB（ポリ塩化ビフェニル）を含む使用済
み電力コンデンサーや蛍光灯安定器を厳重に保管し、これま
でに65台を適正に処分しています。

PCB含有機器の適正処分と保管

過去に洗浄剤などで使用していたトリクロロエチレンなどの
有害物質による土壌・地下水汚染の監視と浄化に取り組んで
います。
また、観測井戸を各工場に設置し、土壌汚染対策法の対象物
質や油脂類による土壌・地下水汚染がないことを定期的に確
認しています。

土壌・地下水の保全

豊田合成グループでは、コンプライアンスの徹底を図るため
「異常・苦情ゼロ」活動に取り組んでいます。2010年度は、6件
の他社事例を分析して、同様な不具合を発生させないように
同類の設備を点検し、事前に対策を実施しました。

「異常・苦情ゼロ」活動で管理を強化

第三者意見

企業活動を推進する上で法律や規制を順守するため、
調査や点検などを行い厳しい管理体制を整えています。

順法活動

このレポートの主な目的は、豊田合成が高分子技術を核とする製品を通じて社会への貢献や
社会との対話の取り組み状況を報告することにあると思います。これらの観点から、第三者意
見を述べます。
超軽量・小型エアバッグモジュール、樹脂フューエルフィラパイプなどが開発、量産化され、自
動車のより一層の安全や軽量化のための各種取り組みが進んでいることを評価します。また、
LEDに対する製品開発と自社などでのモニタリングの試みやリサイクル設計によるゴム製品
の脱硫再生工程の確立、HFCの代替ガス化など温室効果ガスの低減、「カイゼン」の取り組み、
第５次環境取り組みプラン策定など、自社の本業を通じて社会に真摯に貢献しようとする企業
の姿勢を見ることができます。さらに、社会・環境報告書とアニュアルレポートをまとめ、ス
テークホルダーごとに章をもうけて、自社の活動をわかり易く伝えています。
今後のチャレンジとして、本業を通じた社会への貢献をはっきりと位置づけるためにも、環境
基本方針の中に本業の特徴をより明確に位置付けることや、「カイゼン」と製造工程分析法
「MFCA※」の併用などを期待します。また、開発者の思いを伝える製品開発のエピソード紹介
など、さらに感動を与え読み手をひきつけるレポートとなることを期待します。
※Material Flow Cost Accounting （マテリアルフローコスト会計）

（単位 ： 億円）環境コスト

コスト分類 豊田合成 国内関係会社合計

合　　　計

研究開発コスト※1

事業エリア内コスト※2

管理活動コスト※3

社会活動コスト※4

環境損傷対応コスト※5

7.7

21.0

1.0

1.1

0

30.8

̶

1.3

0.3

0.1

   0

1.7
※1 環境負荷低減に資する製品の研究開発に要したコスト
※2 公害防止、省エネ、廃棄物処理など生産で生じる環境負荷低減に要したコスト
※3 教育、環境マネジメントシステム維持、測定等管理に要したコスト
※4 緑化、美化など社会的取り組みに関するコスト
※5 企業などの事業活動が環境に与える損傷に対応して生じたコスト

（単位 ： 億円）効果

項　　目 物量効果※7

順法活動

温暖化防止（CO2削減量） 

排出物低減（排出物削減量）

9,026t-CO2

1,886t

P44に掲載
（国内工場データはホームページに掲載）

項　　目 豊田合成
経済効果※6

国内関係会社合計

エネルギー費用

排出物処理費用

0.3

0.7

1.0

2.8

3.9

6.7合　　計

※6 効果の算出は確実な根拠に基づき把握が可能なものについての効果集計分です
※7 物量効果は、豊田合成単独分のみで算出

経済効果の推移環境コストの推移
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PCB含有機器 保管台数 対策状況

電力
コンデンサー

蛍光灯安定器

̶

約1,200台

2006年度に
日本環境安全事業（株）豊田事業所で
適正処理（65台）

適正保管
（PCB処理施設が整備され次第、順次適正処理）

事業所 対　象

土　壌

地下水

対策状況

旧名古屋工場

春日工場

稲沢工場

掘削除去後、清浄土を埋め戻し、2006年終了

2010年8月に浄化終了

地下水 浄化中（敷地外からの汚染の可能性もあるが
積極的に浄化）

地下水 過去、使用実績のない物質が検出されたことから、
測定結果のみ定期的に行政へ報告

名古屋大学　
大学院環境学研究科 教授　
佐野  充

※低濃度PCBの混入が確認された高圧トランスなどは、従来から保管しているPCB
　廃棄物と同様に厳重に管理しています

尾西工場植樹会

さらに、植樹した拠点では、定点観測を行って育成状況を記録
し、草取りも従業員が行うなど、拠点ごとに管理を続けてい
ます。

みよし物流センター植樹会

TGタイランド植樹会 天津TG植樹会

平和町工場植樹時（2009年11月） 2011年2月
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当社は2009年の会社創立60周年を機に、「工場の森づくり」
活動を開始しました。生態系保護や地球温暖化対策に向けた
この活動は、今後10年をかけて、国内外約60拠点に約60万
本を植樹し、①工場緑化の推進、②社員の環境意識（エコマイ
ンド）の向上と全員参加による一体感の醸成、③地域の人々と
一緒に取り組むことによる地域社会との融合の3つを柱に、人
と自然が共生できる環境を、地域とともに創りあげることを目
的としています。地域の自然環境に合った樹木を苗から育て、
自然の姿に戻す「本物の森づくり」を進めています。
2009年度の平和町工場に続き、2010年度は、国内では尾西
工場、みよし物流センター。海外では海外拠点初となるTGタ
イランド、天津TGの国内外4拠点で植樹会を実施。植樹本数
は累計で約8万本、延べ参加者数は約1万名となりました。ま
た、地域の人々が参加しやすいよう、イベント的な要素を盛り
込んで楽しく植樹できるように工夫しました。近く植樹を予定
している拠点については、土づくりから植樹までのノウハウを
まとめた手順書に基づいて準備を進めています。

2010年度の環境コストは、工場の森づくり、研究開発と樹
脂材料のリペレット化や温室効果ガス低減のコストに重点が
置かれています。経済効果としては、廃材の発生源対策やリ
サイクルなどにより、排出物処理費用を低減できたほか、
ユーティリティ設備の効率化などで電力費用の低減を実現
しています。

「工場の森づくり」活動を
国内外の拠点に展開 環境コストの情報開示

有害で難分解性のPCB（ポリ塩化ビフェニル）を含む使用済
み電力コンデンサーや蛍光灯安定器を厳重に保管し、これま
でに65台を適正に処分しています。

PCB含有機器の適正処分と保管

過去に洗浄剤などで使用していたトリクロロエチレンなどの
有害物質による土壌・地下水汚染の監視と浄化に取り組んで
います。
また、観測井戸を各工場に設置し、土壌汚染対策法の対象物
質や油脂類による土壌・地下水汚染がないことを定期的に確
認しています。

土壌・地下水の保全

豊田合成グループでは、コンプライアンスの徹底を図るため
「異常・苦情ゼロ」活動に取り組んでいます。2010年度は、6件
の他社事例を分析して、同様な不具合を発生させないように
同類の設備を点検し、事前に対策を実施しました。

「異常・苦情ゼロ」活動で管理を強化

第三者意見

企業活動を推進する上で法律や規制を順守するため、
調査や点検などを行い厳しい管理体制を整えています。

順法活動

このレポートの主な目的は、豊田合成が高分子技術を核とする製品を通じて社会への貢献や
社会との対話の取り組み状況を報告することにあると思います。これらの観点から、第三者意
見を述べます。
超軽量・小型エアバッグモジュール、樹脂フューエルフィラパイプなどが開発、量産化され、自
動車のより一層の安全や軽量化のための各種取り組みが進んでいることを評価します。また、
LEDに対する製品開発と自社などでのモニタリングの試みやリサイクル設計によるゴム製品
の脱硫再生工程の確立、HFCの代替ガス化など温室効果ガスの低減、「カイゼン」の取り組み、
第５次環境取り組みプラン策定など、自社の本業を通じて社会に真摯に貢献しようとする企業
の姿勢を見ることができます。さらに、社会・環境報告書とアニュアルレポートをまとめ、ス
テークホルダーごとに章をもうけて、自社の活動をわかり易く伝えています。
今後のチャレンジとして、本業を通じた社会への貢献をはっきりと位置づけるためにも、環境
基本方針の中に本業の特徴をより明確に位置付けることや、「カイゼン」と製造工程分析法
「MFCA※」の併用などを期待します。また、開発者の思いを伝える製品開発のエピソード紹介
など、さらに感動を与え読み手をひきつけるレポートとなることを期待します。
※Material Flow Cost Accounting （マテリアルフローコスト会計）

（単位 ： 億円）環境コスト

コスト分類 豊田合成 国内関係会社合計

合　　　計

研究開発コスト※1

事業エリア内コスト※2

管理活動コスト※3

社会活動コスト※4

環境損傷対応コスト※5

7.7

21.0

1.0

1.1

0

30.8

̶

1.3

0.3

0.1

   0

1.7
※1 環境負荷低減に資する製品の研究開発に要したコスト
※2 公害防止、省エネ、廃棄物処理など生産で生じる環境負荷低減に要したコスト
※3 教育、環境マネジメントシステム維持、測定等管理に要したコスト
※4 緑化、美化など社会的取り組みに関するコスト
※5 企業などの事業活動が環境に与える損傷に対応して生じたコスト

（単位 ： 億円）効果

項　　目 物量効果※7

順法活動

温暖化防止（CO2削減量） 

排出物低減（排出物削減量）

9,026t-CO2

1,886t

P44に掲載
（国内工場データはホームページに掲載）

項　　目 豊田合成
経済効果※6

国内関係会社合計

エネルギー費用

排出物処理費用

0.3

0.7

1.0

2.8

3.9

6.7合　　計

※6 効果の算出は確実な根拠に基づき把握が可能なものについての効果集計分です
※7 物量効果は、豊田合成単独分のみで算出

経済効果の推移環境コストの推移
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蛍光灯安定器
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約1,200台

2006年度に
日本環境安全事業（株）豊田事業所で
適正処理（65台）

適正保管
（PCB処理施設が整備され次第、順次適正処理）

事業所 対　象

土　壌

地下水

対策状況

旧名古屋工場

春日工場

稲沢工場

掘削除去後、清浄土を埋め戻し、2006年終了

2010年8月に浄化終了

地下水 浄化中（敷地外からの汚染の可能性もあるが
積極的に浄化）

地下水 過去、使用実績のない物質が検出されたことから、
測定結果のみ定期的に行政へ報告

名古屋大学　
大学院環境学研究科 教授　
佐野  充

※低濃度PCBの混入が確認された高圧トランスなどは、従来から保管しているPCB
　廃棄物と同様に厳重に管理しています

尾西工場植樹会

さらに、植樹した拠点では、定点観測を行って育成状況を記録
し、草取りも従業員が行うなど、拠点ごとに管理を続けてい
ます。

みよし物流センター植樹会

TGタイランド植樹会 天津TG植樹会

平和町工場植樹時（2009年11月） 2011年2月
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当期における世界経済は、新興国の景気が引き続き拡大し、
欧米各国でも政策支援に支えられ回復基調にありましたが、
中東・北アフリカ情勢の緊迫化に起因する原油高などで、先行
き不透明な状況が続いています。
回復途上にあった国内経済も、円高による輸出の鈍化に加
え、東日本大震災による消費マインド冷え込みの影響を受け、
景気後退が避けられない状況となっています。

自動車業界においても、自動車生産台数は、新興国市場を中
心に回復してきましたが、日本市場は、エコカー補助金終了に
伴う駆け込み需要の反動が残る中、今回の震災により３月半
ば以降、全ての自動車メーカーが生産を停止・縮小するなど、
大きな影響を受けています。
また、ＬＥＤ業界においては、省資源ニーズの高まりにより、パ
ソコン・照明向けなどの販売が拡大している一方で、高輝度
化・低コスト化に向けた競争は一段と激しさを増しています。

このような情勢の中で当社グループは、足元固めの活動とし
て「収益体質の強化」に一層取り組むとともに、将来の成長に
向けて、海外事業・オプトエレクトロニクス事業を中心に「生産
体制の充実」及び「技術開発力の強化」に努めてきました。 
「収益体質の強化」では、低操業でも収益を確保できる企業構
造をめざし、「収益改善委員会」の活動を通じ、経費・研究開発

経営成績に関する分析

財政状態に関する分析

費ならびに設備投資に対する重点指向を実施することで、
2009度に引き続き、総費用の低減に努めてきました。さらに
は、グローバルでお客様に受け入れられる価格を実現するた
め、新製品の良品・廉価活動に加え、開発・生産技術の原価低
減アイデアを初期段階から盛り込んだ新製品開発を進めて
います。 
「生産体制の充実」については、海外の自動車部品事業で、英
国のウェールズにおいて内外装部品の新工場で生産準備を
進め、米国でもミシシッピ工場の生産準備を再開しています。
また、成長が見込まれるインド市場においては、ボディシーリ
ング製品の生産能力増強を図り、中国拠点においても、樹脂
めっき品などの生産能力増強を実施しました。一方、国内で
は、物流の大幅な効率化をめざした、みよし物流センターが本
格的に稼動を開始しました。オプトエレクトロニクス事業で
は、九州 佐賀工場のＬＥＤ一貫生産ラインが稼動を開始しまし
た。また、台湾においても、アジア圏での拡販をめざし、当社
の技術力と晶元光電（株）の生産能力を活かした合弁会社、豊
晶光電（株）を設立しました。
次に、「技術開発力の強化」では、「安全・環境・省資源」を開発
の重点と定め、それぞれの分野で業界をリードする新製品開
発に努めました。セーフティシステム製品では「新世代型の小
型・超軽量運転席エアバッグモジュール」の開発、量産を開始
しました。ボディシーリング製品ではゴム材料の再生化技術
を進化させ、ゴム材料のリサイクル比率を昨年度比で2.5倍
に引き上げることが出来ました。また、日本で初めて量産化し
た「樹脂フューエルフィラパイプ」についても、さらなる軽量化

タイプを開発し量産化しています。オプトエレクトロニクス事
業では、引き続き製品ラインアップの充実を図る中、特にタブ
レット型情報端末やＬＥＤ電球のニーズに応える、より高
輝度・低消費電力の製品を開発し市場に投入してきました。 

この結果、当期の売上高については、主力である自動車部品
事業で震災の影響があったものの、年度前半の自動車販売が
比較的好調に推移したことと、オプトエレクトロニクス事業が
タブレット型情報端末市場の急拡大で増収となったことによ
り、全体では5,169億円（前期比4.4％増）となりました。
利益については、自動車部品事業の増販効果とグループを挙
げての原価低減に加え、オプトエレクトロニクス事業の増販
効果により、経常利益は275億円（前期比3.7％増）、当期純利
益は171億円（前期比20.1％増）となり、増益を達成すること
ができました。 

当期末における総資産は、売上債権の減少及び借入金の返
済などにより、前期末に比べ177億円減少し、4,165億円とな
りました。また、負債は、借入金の返済及び仕入債務の減少な
どにより、219億円減少し、1,824億円となりました。 
純資産につきましては、主に利益剰余金の増加により前期

資産、負債及び純資産の状況 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、
前期末674億円に比べ131億円減少し、543億円となりまし
た。当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因
は、以下のとおりです。
  
● 営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動により獲得した資金は、税金等調整前当期純利益 
271億円や減価償却費444億円などを計上しましたが、法人
税などの支払額110億円や、たな卸資産の増加70億円など
を計上しました結果、625億円となり、前期681億円に比べ
56億円減少しました。  
  
● 投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動により支出した資金は、新製品切り替えや能力増強
のための設備投資などにより525億円となり、前期365億円
に比べ160億円増加しました。  
  
● 財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動により支出した資金は、長期借入金の返済や配当金
の支払いなどにより187億円となり、前期74億円に比べ 
113億円増加しました。

キャッシュ・フローの状況

末に比べ41億円増加し、2,340億円となりました。
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経営成績及び財政状態の報告・分析
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当期における世界経済は、新興国の景気が引き続き拡大し、
欧米各国でも政策支援に支えられ回復基調にありましたが、
中東・北アフリカ情勢の緊迫化に起因する原油高などで、先行
き不透明な状況が続いています。
回復途上にあった国内経済も、円高による輸出の鈍化に加
え、東日本大震災による消費マインド冷え込みの影響を受け、
景気後退が避けられない状況となっています。

自動車業界においても、自動車生産台数は、新興国市場を中
心に回復してきましたが、日本市場は、エコカー補助金終了に
伴う駆け込み需要の反動が残る中、今回の震災により３月半
ば以降、全ての自動車メーカーが生産を停止・縮小するなど、
大きな影響を受けています。
また、ＬＥＤ業界においては、省資源ニーズの高まりにより、パ
ソコン・照明向けなどの販売が拡大している一方で、高輝度
化・低コスト化に向けた競争は一段と激しさを増しています。

このような情勢の中で当社グループは、足元固めの活動とし
て「収益体質の強化」に一層取り組むとともに、将来の成長に
向けて、海外事業・オプトエレクトロニクス事業を中心に「生産
体制の充実」及び「技術開発力の強化」に努めてきました。 
「収益体質の強化」では、低操業でも収益を確保できる企業構
造をめざし、「収益改善委員会」の活動を通じ、経費・研究開発

経営成績に関する分析

財政状態に関する分析

費ならびに設備投資に対する重点指向を実施することで、
2009度に引き続き、総費用の低減に努めてきました。さらに
は、グローバルでお客様に受け入れられる価格を実現するた
め、新製品の良品・廉価活動に加え、開発・生産技術の原価低
減アイデアを初期段階から盛り込んだ新製品開発を進めて
います。 
「生産体制の充実」については、海外の自動車部品事業で、英
国のウェールズにおいて内外装部品の新工場で生産準備を
進め、米国でもミシシッピ工場の生産準備を再開しています。
また、成長が見込まれるインド市場においては、ボディシーリ
ング製品の生産能力増強を図り、中国拠点においても、樹脂
めっき品などの生産能力増強を実施しました。一方、国内で
は、物流の大幅な効率化をめざした、みよし物流センターが本
格的に稼動を開始しました。オプトエレクトロニクス事業で
は、九州 佐賀工場のＬＥＤ一貫生産ラインが稼動を開始しまし
た。また、台湾においても、アジア圏での拡販をめざし、当社
の技術力と晶元光電（株）の生産能力を活かした合弁会社、豊
晶光電（株）を設立しました。
次に、「技術開発力の強化」では、「安全・環境・省資源」を開発
の重点と定め、それぞれの分野で業界をリードする新製品開
発に努めました。セーフティシステム製品では「新世代型の小
型・超軽量運転席エアバッグモジュール」の開発、量産を開始
しました。ボディシーリング製品ではゴム材料の再生化技術
を進化させ、ゴム材料のリサイクル比率を昨年度比で2.5倍
に引き上げることが出来ました。また、日本で初めて量産化し
た「樹脂フューエルフィラパイプ」についても、さらなる軽量化

タイプを開発し量産化しています。オプトエレクトロニクス事
業では、引き続き製品ラインアップの充実を図る中、特にタブ
レット型情報端末やＬＥＤ電球のニーズに応える、より高
輝度・低消費電力の製品を開発し市場に投入してきました。 

この結果、当期の売上高については、主力である自動車部品
事業で震災の影響があったものの、年度前半の自動車販売が
比較的好調に推移したことと、オプトエレクトロニクス事業が
タブレット型情報端末市場の急拡大で増収となったことによ
り、全体では5,169億円（前期比4.4％増）となりました。
利益については、自動車部品事業の増販効果とグループを挙
げての原価低減に加え、オプトエレクトロニクス事業の増販
効果により、経常利益は275億円（前期比3.7％増）、当期純利
益は171億円（前期比20.1％増）となり、増益を達成すること
ができました。 

当期末における総資産は、売上債権の減少及び借入金の返
済などにより、前期末に比べ177億円減少し、4,165億円とな
りました。また、負債は、借入金の返済及び仕入債務の減少な
どにより、219億円減少し、1,824億円となりました。 
純資産につきましては、主に利益剰余金の増加により前期

資産、負債及び純資産の状況 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、
前期末674億円に比べ131億円減少し、543億円となりまし
た。当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因
は、以下のとおりです。
  
● 営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動により獲得した資金は、税金等調整前当期純利益 
271億円や減価償却費444億円などを計上しましたが、法人
税などの支払額110億円や、たな卸資産の増加70億円など
を計上しました結果、625億円となり、前期681億円に比べ
56億円減少しました。  
  
● 投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動により支出した資金は、新製品切り替えや能力増強
のための設備投資などにより525億円となり、前期365億円
に比べ160億円増加しました。  
  
● 財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動により支出した資金は、長期借入金の返済や配当金
の支払いなどにより187億円となり、前期74億円に比べ 
113億円増加しました。

キャッシュ・フローの状況

末に比べ41億円増加し、2,340億円となりました。
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5年間の連結財務サマリー 連結貸借対照表

495,002

26,202

26,574

14,255

233,425

43,007

35,190

26,066

110.19

110.17

1,650.90

36

434,344

229,915

28,027

129,399

68,199

△36,574

△7,426

67,490

6.9

6.4

5.3

27.7％

24.2

26,084

546,380

15,833

12,155

3,951

242,893

41,258

59,429

24,837

30.55

30.55

1,523.16

36

391,757

211,702

28,027

129,334

47,843

△55,945

5,604

42,701

1.8

2.8

2.9

31.4％

13.0

25,792

662,497

52,125

50,541

30,802

279,701

40,309

54,612

25,989

238.61

237.97

1,781.08

46

476,741

253,961

28,027

129,307

75,229

△55,291

△20,742

53,372

14.2

10.8

7.9

22.5％

24.1

27,036

593,454

31,550

31,347

15,943

252,707

36,829

55,690

24,321

123.78

123.63

1,591.52

26

459,087

224,551

28,027

128,826

67,325

△52,963

9,307

55,970

8.1

7.4

5.3

32.7％

13.7

23,925

注1  1株当たり当期純利益､ROE､ROAは､それぞれ各連結会計年度における平均の株式数､純資産､総資産に基づいて算定しています｡
注2  デットエクイティレシオ＝有利子負債÷純資産
注3  インタレストカバレッジ＝（営業利益＋受取利息および配当金）÷支払利息

会計年度

 売上高

 営業利益

 経常利益

 当期純利益

 海外売上高

 減価償却費

 資本的支出

 研究開発費　

 1株当たりデータ（円）

  当期純利益

  当期純利益（潜在株式調整後）

  純資産

  配当金

会計年度末

 総資産

 純資産

 資本金

 発行済株式数（自己株式を除く）（千株）

キャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー

　現金及び現金同等物

指標等

　自己資本当期純利益率（ROE）（％）注1

　総資産経常利益率（ROA）（％）注1

　売上高営業利益率（ROS）（％）

　デットエクイティレシオ（％）注2

 インタレストカバレッジ（倍）注3

従業員数

2010年度 2009年度 2008年度 2007年度 2006年度

（単位 百万円）（百万円未満切り捨て） （単位 百万円）（百万円未満切り捨て）

流動資産

　　現金及び預金

　　受取手形及び売掛金

　　有価証券

　　商品及び製品

　　仕掛品

　　原材料及び貯蔵品

　　繰延税金資産

　　その他

　　貸倒引当金

流動資産合計

固定資産

　有形固定資産

　　建物及び構築物

　　機械装置及び運搬具

　　工具、器具及び備品

　　土地

　　建設仮勘定

　有形固定資産合計

　無形固定資産

　　特許権

　　ソフトウエア

　　のれん

　　その他

　無形固定資産合計

　投資その他の資産

　　投資有価証券

　　前払年金費用

　　繰延税金資産

　　その他

　　貸倒引当金

　投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

2010年度末 2009年度末

56,586

75,998

ー

11,214

8,547

12,943

3,776

14,344

△118

183,293

65,670

67,480

22,050

22,327

13,732

191,261

48

2,189

66

754

3,059

24,178

ー

10,687

4,256

△175

38,947

233,268

416,562

64,960

88,415

2,822

9,386

7,058

10,220

5,766

10,001

△94

198,537

64,648

75,069

25,233

22,049

7,456

194,457

97

2,107

42

1,129

3,377

23,041

65

10,481

4,465

△82

37,972

235,807

434,344

（単位 百万円）（百万円未満切り捨て）

流動負債

　　支払手形及び買掛金

　　短期借入金

　　1年内返済予定の長期借入金

　　未払費用

　　未払法人税等

　　役員賞与引当金

　　製品保証引当金

　　従業員預り金

　　その他

流動負債合計

固定負債

　　社債

　　長期借入金

　　退職給付引当金

　　役員退職慰労引当金

　　繰延税金負債

　　その他

固定負債合計

負債合計

2010年度末 2009年度末

60,060

4,871

15,328

21,153

2,308

225

590

4,490

14,349

123,379

10,000

19,348

25,361

1,602

1,297

1,497

59,107

182,487

65,046

8,982

10,373

21,016

5,430

314

532

4,492

14,667

130,857

10,000

34,245

23,733

1,925

1,894

1,773

73,572

204,429

資産の部 負債の部

株主資本

　　資本金

　　資本剰余金

　　利益剰余金

　　自己株式

その他の包括利益累計額

　　その他有価証券評価差額金

　　為替換算調整勘定

新株予約権

少数株主持分

純資産合計

233,365

28,027

29,844

176,820

△1,326

△15,837

3,796

△19,634

748

15,798

234,074

221,724

28,027

29,844

165,195

△1,343

△8,097

4,603

△12,700

626

15,662

229,915

516,982

29,952

27,549

17,116

242,158

44,481

47,832

25,617

132.27

132.27

1,680.96

36

416,562

234,074

28,027

129,407

62,586

△52,579

△18,785

54,326

7.9

6.5

5.8

21.2

35.7

26,964

純資産の部
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495,002
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26,574

14,255

233,425

43,007

35,190

26,066

110.19

110.17

1,650.90

36

434,344

229,915

28,027

129,399

68,199

△36,574

△7,426

67,490

6.9

6.4

5.3

27.7％

24.2

26,084

546,380

15,833

12,155

3,951

242,893

41,258

59,429

24,837

30.55

30.55

1,523.16

36

391,757

211,702

28,027

129,334

47,843

△55,945

5,604

42,701

1.8

2.8

2.9

31.4％

13.0

25,792

662,497

52,125

50,541

30,802

279,701

40,309

54,612

25,989

238.61

237.97

1,781.08

46

476,741

253,961

28,027

129,307

75,229

△55,291

△20,742

53,372

14.2

10.8

7.9

22.5％

24.1

27,036

593,454

31,550

31,347

15,943

252,707

36,829

55,690

24,321

123.78

123.63

1,591.52

26

459,087

224,551

28,027

128,826

67,325

△52,963

9,307

55,970

8.1

7.4

5.3

32.7％

13.7

23,925

注1  1株当たり当期純利益､ROE､ROAは､それぞれ各連結会計年度における平均の株式数､純資産､総資産に基づいて算定しています｡
注2  デットエクイティレシオ＝有利子負債÷純資産
注3  インタレストカバレッジ＝（営業利益＋受取利息および配当金）÷支払利息

会計年度

 売上高

 営業利益

 経常利益

 当期純利益

 海外売上高

 減価償却費

 資本的支出

 研究開発費　

 1株当たりデータ（円）

  当期純利益

  当期純利益（潜在株式調整後）

  純資産

  配当金

会計年度末

 総資産

 純資産

 資本金

 発行済株式数（自己株式を除く）（千株）

キャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー

　現金及び現金同等物

指標等

　自己資本当期純利益率（ROE）（％）注1

　総資産経常利益率（ROA）（％）注1

　売上高営業利益率（ROS）（％）

　デットエクイティレシオ（％）注2

 インタレストカバレッジ（倍）注3

従業員数

2010年度 2009年度 2008年度 2007年度 2006年度

（単位 百万円）（百万円未満切り捨て） （単位 百万円）（百万円未満切り捨て）

流動資産

　　現金及び預金

　　受取手形及び売掛金

　　有価証券

　　商品及び製品

　　仕掛品

　　原材料及び貯蔵品

　　繰延税金資産

　　その他

　　貸倒引当金

流動資産合計

固定資産

　有形固定資産

　　建物及び構築物

　　機械装置及び運搬具

　　工具、器具及び備品

　　土地

　　建設仮勘定

　有形固定資産合計

　無形固定資産

　　特許権

　　ソフトウエア

　　のれん

　　その他

　無形固定資産合計

　投資その他の資産

　　投資有価証券

　　前払年金費用

　　繰延税金資産

　　その他

　　貸倒引当金

　投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

2010年度末 2009年度末

56,586

75,998

ー

11,214

8,547

12,943

3,776

14,344

△118

183,293

65,670

67,480

22,050

22,327

13,732

191,261

48

2,189

66

754

3,059

24,178

ー

10,687

4,256

△175

38,947

233,268

416,562

64,960

88,415

2,822

9,386

7,058

10,220

5,766

10,001

△94

198,537

64,648

75,069

25,233

22,049

7,456

194,457

97

2,107

42

1,129

3,377

23,041

65

10,481

4,465

△82

37,972

235,807

434,344

（単位 百万円）（百万円未満切り捨て）

流動負債

　　支払手形及び買掛金

　　短期借入金

　　1年内返済予定の長期借入金

　　未払費用

　　未払法人税等

　　役員賞与引当金

　　製品保証引当金

　　従業員預り金

　　その他

流動負債合計

固定負債

　　社債

　　長期借入金

　　退職給付引当金

　　役員退職慰労引当金

　　繰延税金負債

　　その他

固定負債合計

負債合計

2010年度末 2009年度末

60,060

4,871

15,328

21,153

2,308

225

590

4,490

14,349

123,379

10,000

19,348

25,361

1,602

1,297

1,497

59,107

182,487

65,046

8,982

10,373

21,016

5,430

314

532

4,492

14,667

130,857

10,000

34,245

23,733

1,925

1,894

1,773

73,572

204,429

資産の部 負債の部

株主資本

　　資本金

　　資本剰余金

　　利益剰余金

　　自己株式

その他の包括利益累計額

　　その他有価証券評価差額金

　　為替換算調整勘定

新株予約権

少数株主持分

純資産合計

233,365

28,027

29,844

176,820

△1,326

△15,837

3,796

△19,634

748

15,798

234,074

221,724

28,027

29,844

165,195

△1,343

△8,097

4,603

△12,700

626

15,662

229,915

516,982

29,952

27,549

17,116

242,158

44,481

47,832

25,617

132.27

132.27

1,680.96

36

416,562

234,074

28,027

129,407

62,586

△52,579

△18,785

54,326

7.9

6.5

5.8

21.2

35.7

26,964

純資産の部
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連結損益計算書／連結株主資本等変動計算書 連結キャッシュ・フロー計算書

売上高
　　売上原価
売上総利益
　　販売費及び一般管理費
営業利益
　営業外収益
　　受取利息及び配当金
　　持分法による投資利益
　　その他の営業外収益
営業外費用
　　支払利息
　　固定資産除売却損
　　為替差損
　　その他の営業外費用
経常利益

（単位 百万円）（百万円未満切り捨て）

2010年度 2009年度

516,982
449,451
67,530
37,577
29,952
3,777
653
1,202
1,921
6,181
858
793
3,263
1,265
27,549

495,002
434,332
60,669
34,467
26,202
5,189
381
878
3,929
4,817
1,100
775
1,417
1,524
26,574

　特別利益
　　貸倒引当金戻入額
　　新株予約権戻入益
　特別損失
　　投資有価証券評価損
　　減損損失
　　資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額
　　災害による損失
　　退職給付制度改訂損
　　その他の特別損失
税金等調整前当期純利益
　　法人税、住民税及び事業税
　　法人税等調整額
少数株主損益調整前当期純利益
　　少数株主利益
当期純利益

2010年度 2009年度

148
12
135
504
29
̶
351
11
108
4

27,192
6,253
1,609
19,329
2,213
17,116

32
4
28

2,680
151
2,527

－
－
－
0

23,926
8,862
△1,194

－
2,003
14,255

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前当期純利益
　減価償却費
　減損損失
　のれん償却額
　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　製品保証引当金の増減額（△は減少）
　退職給付引当金の増減額（△は減少）
　前払年金費用の増減額（△は増加）
　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）
　受取利息及び受取配当金
　支払利息
　為替差損益（△は益）
　持分法による投資損益（△は益）
　投資有価証券売却及び評価損益（△は益）
　有形固定資産除売却損益（△は益）
　売上債権の増減額（△は増加）
　たな卸資産の増減額（△は増加）
　その他の流動資産の増減額（△は増加）
　仕入債務の増減額（△は減少）
　その他の流動負債の増減額（△は減少）
　その他
　小計
　利息及び配当金の受取額
　利息の支払額
　法人税等の支払額又は還付額（△は支払）
　営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
　投資有価証券の取得による支出
　投資有価証券の売却及び償還による収入
　子会社株式の取得による支出
　有形及び無形固定資産の取得による支出
　有形固定資産の売却による収入
　定期預金の純増減額（△は増加）
　その他
　投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少）
　長期借入れによる収入
　長期借入金の返済による支出
　少数株主からの払込みによる収入
　自己株式の処分による収入
　自己株式の取得による支出
　配当金の支払額
　少数株主への配当金の支払額
　その他
　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
連結子会社の決算期の変更に伴う期首現金及び現金同等物の増加額
現金及び現金同等物の期末残高

（単位 百万円）（百万円未満切り捨て）

2010年度 2009年度

27,192
44,481

̶
54
23
73

1,740
65

△328
△653
858
1,533
△1,202

29
739

10,142
△7,077
△3,506
△2,690
1,629
399

73,504
961
△858

△11,020
62,586

△1,880
28
△5

△49,535
739

△2,013
87

△52,579

△5,108
4,990

△12,136
49
16
△1

△5,302
△1,151
△141

△18,785
△2,686
△11,465
67,490
338

△2,037
54,326

23,926
43,007
2,527
52
11

△219
858
1,465
362
△381
1,100
600
△878
151
651

△33,347
3,537
△1,791
26,169
△639
280

67,445
400

△1,095
1,448
68,199

△25
173
△209

△37,518
920
̶
83

△36,574

△6,114
3,891
△1,257

35
152
△2

△3,362
△619
△149
△7,426
439

24,637
42,701

̶
151

67,490

連結損益計算書

平成22年3月31日残高

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当

　持分法適用関連会社の
　会計処理変更に伴う増減

　連結子会社増加に伴う
　剰余金の変動額（純額）

　連結子会社の決算期変更による
　剰余金の変動額（純額）

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

平成23年3月31日残高 

（単位 百万円）（百万円未満切り捨て）

2010年度
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

28,027

－

28,027

29,844

0

0

29,844

165,195

△5,305

8

△183

△11

17,116

11,624

176,820

△1,343

△1

17

16

△1,326

221,724

△5,305

8

△183

△11

17,116

△1

17

11,641

233,365

4,603

△807

△807

3,796

△12,700

△6,933

△6,933

△19,634

　△8,097

△7,740

△7,740

△15,837

626

122

122

748

15,662

135

135

15,798

229,915

△5,305

8

△183

△11

17,116

△1

17

△7,482

4,159

234,074

資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

新株
予約権

少数株主
持分

純資産
合計資本金

連結株主資本等変動計算書

株式資本 その他の包括利益累計額
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連結損益計算書／連結株主資本等変動計算書 連結キャッシュ・フロー計算書

売上高
　　売上原価
売上総利益
　　販売費及び一般管理費
営業利益
　営業外収益
　　受取利息及び配当金
　　持分法による投資利益
　　その他の営業外収益
営業外費用
　　支払利息
　　固定資産除売却損
　　為替差損
　　その他の営業外費用
経常利益

（単位 百万円）（百万円未満切り捨て）

2010年度 2009年度

516,982
449,451
67,530
37,577
29,952
3,777
653
1,202
1,921
6,181
858
793
3,263
1,265
27,549

495,002
434,332
60,669
34,467
26,202
5,189
381
878
3,929
4,817
1,100
775
1,417
1,524
26,574

　特別利益
　　貸倒引当金戻入額
　　新株予約権戻入益
　特別損失
　　投資有価証券評価損
　　減損損失
　　資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額
　　災害による損失
　　退職給付制度改訂損
　　その他の特別損失
税金等調整前当期純利益
　　法人税、住民税及び事業税
　　法人税等調整額
少数株主損益調整前当期純利益
　　少数株主利益
当期純利益

2010年度 2009年度

148
12
135
504
29
̶
351
11
108
4

27,192
6,253
1,609
19,329
2,213
17,116

32
4
28

2,680
151
2,527

－
－
－
0

23,926
8,862
△1,194

－
2,003
14,255

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前当期純利益
　減価償却費
　減損損失
　のれん償却額
　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　製品保証引当金の増減額（△は減少）
　退職給付引当金の増減額（△は減少）
　前払年金費用の増減額（△は増加）
　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）
　受取利息及び受取配当金
　支払利息
　為替差損益（△は益）
　持分法による投資損益（△は益）
　投資有価証券売却及び評価損益（△は益）
　有形固定資産除売却損益（△は益）
　売上債権の増減額（△は増加）
　たな卸資産の増減額（△は増加）
　その他の流動資産の増減額（△は増加）
　仕入債務の増減額（△は減少）
　その他の流動負債の増減額（△は減少）
　その他
　小計
　利息及び配当金の受取額
　利息の支払額
　法人税等の支払額又は還付額（△は支払）
　営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
　投資有価証券の取得による支出
　投資有価証券の売却及び償還による収入
　子会社株式の取得による支出
　有形及び無形固定資産の取得による支出
　有形固定資産の売却による収入
　定期預金の純増減額（△は増加）
　その他
　投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少）
　長期借入れによる収入
　長期借入金の返済による支出
　少数株主からの払込みによる収入
　自己株式の処分による収入
　自己株式の取得による支出
　配当金の支払額
　少数株主への配当金の支払額
　その他
　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
連結子会社の決算期の変更に伴う期首現金及び現金同等物の増加額
現金及び現金同等物の期末残高

（単位 百万円）（百万円未満切り捨て）

2010年度 2009年度

27,192
44,481

̶
54
23
73

1,740
65

△328
△653
858
1,533
△1,202

29
739

10,142
△7,077
△3,506
△2,690
1,629
399

73,504
961
△858

△11,020
62,586

△1,880
28
△5

△49,535
739

△2,013
87

△52,579

△5,108
4,990

△12,136
49
16
△1

△5,302
△1,151
△141

△18,785
△2,686
△11,465
67,490
338

△2,037
54,326

23,926
43,007
2,527
52
11

△219
858
1,465
362
△381
1,100
600
△878
151
651

△33,347
3,537
△1,791
26,169
△639
280

67,445
400

△1,095
1,448
68,199

△25
173
△209

△37,518
920
̶
83

△36,574

△6,114
3,891
△1,257

35
152
△2

△3,362
△619
△149
△7,426
439

24,637
42,701

̶
151

67,490

連結損益計算書

平成22年3月31日残高

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当

　持分法適用関連会社の
　会計処理変更に伴う増減

　連結子会社増加に伴う
　剰余金の変動額（純額）

　連結子会社の決算期変更による
　剰余金の変動額（純額）

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計

平成23年3月31日残高 

（単位 百万円）（百万円未満切り捨て）

2010年度
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

28,027

－

28,027

29,844

0

0

29,844

165,195

△5,305

8

△183

△11

17,116

11,624

176,820

△1,343

△1

17

16

△1,326

221,724

△5,305

8

△183

△11

17,116

△1

17

11,641

233,365

4,603

△807

△807

3,796

△12,700

△6,933

△6,933

△19,634

　△8,097

△7,740

△7,740

△15,837

626

122

122

748

15,662

135

135

15,798

229,915

△5,305

8

△183

△11

17,116

△1

17

△7,482

4,159

234,074

資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

新株
予約権

少数株主
持分

純資産
合計資本金

連結株主資本等変動計算書

株式資本 その他の包括利益累計額
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稲沢工場 Inazawa Plant ■■

北島技術センター Kitajima Technical Center

春日工場 Haruhi Plant ■
瀬戸工場 Seto Plant ■

みよし物流センター 
Miyoshi Distribution Center

平和町工場 Heiwacho Plant ■■■■

尾西工場 Bisai Plant ■■

西溝口工場 Nishimizoguchi Plant

本社 Headquarters

美和技術センター Miwa Technical Center
愛知県 Aichi pref.

名古屋市 Nagoya City

静岡県
Shizuoka pref.
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コーポレートデータ

グローバルネットワーク　世界16の国と地域に45拠点を展開（日本を除く）

2011年6月現在

平和町工場　Heiwacho Plant春日工場　Haruhi Plant 森町工場　Morimachi Plant北島技術センター　Kitajima Technical Center 尾西工場　Bisai Plant 瀬戸工場　Seto Plant稲沢工場　Inazawa Plant本社　Headquarters

TG Kentucky, LLC ■■
Daicel Safety Systems America, LLC ■
TG Automotive Sealing Kentucky, LLC ■

Missouri

Texas
Matamoros

Toyoda Gosei North America Corporation 
TG Personnel Services North America, Inc.
TGR Technical Center, LLC 
TG Fluid Systems USA Corporation ■

Toyoda Gosei Holdings Inc. 
Waterville TG Inc. ■ 

TG Minto Corporation ■

Tianjin

Shanghai

Ghaziabad

Zhangjiagang

Foshan

Kentucky

Michigan

Ontario
Quebec

South Australia
Toyoda Gosei Australia（Pty）Ltd. ■■■

Taiwan

Toyoda Gosei Rubber（Thailand）Co., Ltd. ■■
Pongpara Codan Rubber Co., Ltd. ■■

Toyoda Gosei Czech, s.r.o. ■■■
LEXEDIS Lighting GmbH ■ 

Jennersdorf(Austria)

South Yorkshire

Toyoda Gosei India Pvt. Ltd. ■■

Metzeler Automotive Profiles India Pvt. Ltd. ■

TG Kirloskar Automotive Pvt. Ltd. ■■

P.T. INOAC TG Indonesia 
P.T. Toyoda Gosei Safety Systems Indonesia ■

Jakarta

Durban

Chonburi
Haiphong

Samutsakorn

Toyoda Gosei Haiphong Co., Ltd. ■

Bangalore

Fuzhou

TG Missouri Corporation ■■
Toyoda Gosei Texas, LLC ■
TAPEX Mexicana S.A. DE C.V. ■

Toyoda Gosei South Africa（Pty）Ltd. ■

Klášterec(Czech)

Toyoda Gosei Asia Co., Ltd. 
Toyoda Gosei（Thailand）Co., Ltd. ■■■

森町工場 Morimachi Plant ■■

北九州工場 Kitakyusyu Plant ■■■■

福岡工場
Fukuoka Plant ■■■

大阪営業所
Osaka Sales Branch

広島営業所 Hiroshima Sales Branch

佐賀工場 Saga Plant ■

東京営業所
Tokyo Sales Branch

宇都宮営業所
Utsunomiya Sales Branch

神奈川工場 Kanagawa Plant ■■

岩手工場 Iwate Plant ■■

豊田合成（天津）精密製品有限公司
Toyoda Gosei（Tianjin）Precise Plastic Co., Ltd. ■ 
天津豊田合成有限公司
Tianjin Toyoda Gosei Co., Ltd. ■■■
天津星光橡塑有限公司
Tianjin Star Light Rubber and Plastic Co., Ltd. ■ 

豊田合成（張家港）科技有限公司
Toyoda Gosei（Zhangjiagang）Co., Ltd. ■
豊田合成（張家港）塑料製品有限公司
Toyoda Gosei（Zhangjiagang）Plastic Parts Co., Ltd. ■

豊田合成（上海）商務諮詢有限公司
Toyoda Gosei（Shanghai）Co., Ltd.

福州福裕橡塑工業有限公司
Fuzhou Fu-Yue Rubber & Plastic Industrial Co., Ltd.  ■

本社 Headquarters

豊田合成光電貿易（上海）有限公司
Toyoda Gosei Opto-Electronics（Shanghai）Co., Ltd.

豊田合成（佛山）橡塑有限公司 Toyoda Gosei（Foshan）Rubber Parts Co., Ltd. ■■
豊田合成（佛山）汽車部品有限公司 Toyoda Gosei（Foshan）Auto Parts Co., Ltd. ■
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生産品目　Production Items

内外装部品  
ボディシーリング製品  
機能部品  
セーフティシステム製品  
オプトエレクトロニクス製品  
特機製品  

■

■

■

■

■

■

Interior & exterior parts
Body sealing products
Functional parts
Safety system products
Optoelectronic products
General industry products

Rajasthan
San Luis Potosi

Toyoda Gosei Automotive Sealing Mexico S.A. DE C.V. ■
Toyoda Gosei Personnel Services Mexico S.A. DE C.V.

Toyoda Gosei UK Ltd. ■■

Zaventem(Belgium)

Toyoda Gosei Europe N.V.

Toyoda Gosei Europe N.V. Germany Office

Saarbrucken

美和技術センター　Miwa Technical Center

台裕橡膠工業股　有限公司 Tai-yue Rubber Industrial Co., Ltd. ■■
豊裕股　有限公司 Fong Yue Co., Ltd. ■■

Toyoda Gosei (Foshan) 
Auto Parts Co., Ltd.

Toyoda Gosei Automotive 
Sealing Mexico S.A. DE C.V.

Toyoda Gosei (Foshan) 
Rubber Parts Co., Ltd.

TG Kirloskar Automotive 
Pvt. Ltd.

Toyoda Gosei Europe N.V.Toyoda Gosei North America 
Corporation

Toyoda Gosei Asia Co., Ltd. Tianjin Toyoda Gosei 
Co., Ltd.

TG Missouri Corporation Toyoda Gosei Czech, s.r.o.
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持株数
（千株）株主名

（上位10名）大 株 主

トヨタ自動車株式会社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
株式会社三井住友銀行
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9）
日本生命保険相互会社
三井住友海上火災保険株式会社
第一生命保険株式会社
東京海上日動火災保険株式会社
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

55,459
8,633
6,328
5,049
3,968
1,714
1,661
1,493
1,226
1,200

出資比率
（%）

42.85
6.64
4.86
3.88
3.08
1.32
1.28
1.15
0.94
0.92

社章/商号

株式の総数
　

上場取引所

株 主 数

株 主 名 簿
管 理 人

発行可能株式総数　200,000,000株
発行済株式の総数　130,010,011株

東京証券取引所及び名古屋証券取引所

15,696名

三菱UFJ信託銀行株式会社
〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL.0120-232-711（通話料無料）

株価の推移

0

10,000

20,000

（円）

（千株）

（月）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
株価

株式売買高

←高値

←安値

5 6 7 8 94

専務取締役

常務取締役

池 畑 博 実 　 　 加 藤 　 昇 　 　 伊 藤 邦 保 　 　 藤 原 信 夫 　 　 市 川 昌 好
川 北 幸 男 　 　 大 竹 一 美

取締役

一 木 教 二 　 　 熊 澤 寛 二 　 　 隅 田 　 淳 　 　 小 林 大 祐 　 　 西 川 金 一
山 田 友 宣 　 　 後 藤 真 一 　 　 宮 本 康 司 　 　 森 　 三 夫

常勤監査役

井 奥 博 之 　 　 太 田 光 一 　 　 松 井 　 靖

監査役

佐 々 木 眞 一 　 　 細 井 土 夫

取締役社長

荒 島 　 正

取締役会長

若 山 　 甫

1112 1 2 310

設　　　立

資 本 金

従 業 員 数

決 算 期

1949年6月15日

28,027百万円

連結　26,964名
単独　 7,005名

3月31日

役員体制　2011年6月23日現在 会社データ　2011年3月31日現在

株式の状況　2011年3月31日現在

取締役

監査役

本社所在地 愛知県清須市春日長畑1番地

5 6 7 8 94 101112 1 2 3
2007年

4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3
2008年 2009年 2010年 2011年

5 6 7 8 94 1112 1 2 310

平 松 孝 康 　 　 澁 井 裕 一 　 　 春 木 隆 助 　 　 清 水 信 行 　 　 武 井 芳 明



53　TOYODA  GOSEI  REPORT  2011 TOYODA  GOSEI  REPORT  2011　54

事
業
報
告

経
営
報
告

社
会
報
告

環
境
報
告

財
務
報
告

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

コーポレートデータ

持株数
（千株）株主名

（上位10名）大 株 主

トヨタ自動車株式会社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
株式会社三井住友銀行
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9）
日本生命保険相互会社
三井住友海上火災保険株式会社
第一生命保険株式会社
東京海上日動火災保険株式会社
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

55,459
8,633
6,328
5,049
3,968
1,714
1,661
1,493
1,226
1,200

出資比率
（%）

42.85
6.64
4.86
3.88
3.08
1.32
1.28
1.15
0.94
0.92

社章/商号

株式の総数
　

上場取引所

株 主 数

株 主 名 簿
管 理 人

発行可能株式総数　200,000,000株
発行済株式の総数　130,010,011株

東京証券取引所及び名古屋証券取引所

15,696名

三菱UFJ信託銀行株式会社
〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL.0120-232-711（通話料無料）

株価の推移

0

10,000

20,000

（円）

（千株）

（月）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
株価

株式売買高

←高値

←安値

5 6 7 8 94

専務取締役

常務取締役

池 畑 博 実 　 　 加 藤 　 昇 　 　 伊 藤 邦 保 　 　 藤 原 信 夫 　 　 市 川 昌 好
川 北 幸 男 　 　 大 竹 一 美

取締役

一 木 教 二 　 　 熊 澤 寛 二 　 　 隅 田 　 淳 　 　 小 林 大 祐 　 　 西 川 金 一
山 田 友 宣 　 　 後 藤 真 一 　 　 宮 本 康 司 　 　 森 　 三 夫

常勤監査役

井 奥 博 之 　 　 太 田 光 一 　 　 松 井 　 靖

監査役

佐 々 木 眞 一 　 　 細 井 土 夫

取締役社長

荒 島 　 正

取締役会長

若 山 　 甫

1112 1 2 310

設　　　立

資 本 金

従 業 員 数

決 算 期

1949年6月15日

28,027百万円

連結　26,964名
単独　 7,005名

3月31日

役員体制　2011年6月23日現在 会社データ　2011年3月31日現在

株式の状況　2011年3月31日現在

取締役

監査役

本社所在地 愛知県清須市春日長畑1番地

5 6 7 8 94 101112 1 2 3
2007年

4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3
2008年 2009年 2010年 2011年

5 6 7 8 94 1112 1 2 310

平 松 孝 康 　 　 澁 井 裕 一 　 　 春 木 隆 助 　 　 清 水 信 行 　 　 武 井 芳 明



TOYODA  GOSEI  REPORT

2011
豊田合成レポート

2011.09.3,700    TP Japan

人と地球にナイスリー

「人と地球に優しい環境づくり」に向け、地球環境保護、
資源の有効活用の観点から環境の負荷になるものを
「つくらない（つかわない）」「すてない」「まかせない」の
３点を活動の基本とし、３つの“ない”を合言葉にして
“ナイスリー”としました。「人と地球にナイスリー」は、
豊田合成の環境活動のトレードマークです。
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〒452-8564  愛知県清須市春日長畑1番地
Tel :052-400-1055　Fax :052-409-7491
http://www.toyoda-gosei.co.jp/

総務部 総務広報室

この印刷物を回収・リサイクルに出しましょう。

VOC（揮発性有機化合物）を含まない
植物油インキを使用しています。

適切に管理された森林から生産され
たことを示すFSC認証用紙を使用し
ています。

印刷工程で有害廃液を出さない
水なし印刷方式で印刷しています。

カラーユニバーサルデザイン
色覚の個人差を問わず、多くの人たちが見やすいよう表示を配慮しました。

ユニバーサルデザインフォント
視認性、判読性に優れたユニバーサルデザインフォント（書体）を使用しています。

カーボンフットプリント制度試行事業
による「原材料調達から廃棄・リサイクル
まで」のライフサイクル全体で発生する
温室効果ガスをCO2量に換算し、その
排出量を算定・表示しています。

CO2の「見える化」
カーボンフットプリント
http://www.cfp-japan.jp
検証番号 :CV-BS01-031




